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佐 世 保 市 総 合 計 画 
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市長あいさつ 
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市長あいさつ（右） 
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佐世保市の紹介 
    

  

  

 

 

 

明治４４年１０月に制定 

カタカナの「サセホ」を組み合わせて、図案化したもので

す。 

菱形の囲いのうち、右斜め上が「サ」、左斜め下が「セ」を表

し、中央に「ホ」を入れています。 

市 章 

 

 

平成 14 年に市制施行 100 周年を記念して、「カノコユリ」

を市の花に制定しています。 

花弁の斑点を鹿の子絞りにたとえたものが花名の由来

で、花ことばは「荘厳」、「上品」、「慈悲深さ」です。 

「カノコユリ」は国内では絶滅が心配されていますが、佐

世保市では、南九十九島一帯・世知原町・吉井町・里美

町など海岸から山地まで、局所的ですが広く生育してい

ます。 

南九十九島が、国内でも有数の自生地です。 

市の花  

 

昭和 27 年に市制施行 50 周年を記念して、「佐世保市歌」を制定しています。 

歌詞は、公募され多数応募の中から入賞した郷土の作家、辻井一郎（永石光男）氏の作品に、佐世保にゆかりのある作

家吉田絃二郎氏の校定を経て、昭和の日本を代表する作詞家・作曲家堀内敬三氏（『音楽之友』創刊、『若き血』（作曲・

作詞。慶應義塾応援歌）、『蒲田行進曲』（作詞）、『家路（遠き山に日は落ちて）』（作詞））の手により完成しました。 

曲中には、九十九島や烏帽子岳といった美しい自然を有し、海と山に囲まれた港町である佐世保市らしさが見事に表現

されています。 

市の歌 

カノコユリ 
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市の木 

 

 

平成 24 年に市制施行 110 周年を記念して、「佐世保市

ＰＲバッジ」を制作しています。 

（絵図）天然の自然美を有する九十九島と穏やかな波、

そして美しい夕日や空をイメージしています。 

（文字）『1902』は佐世保市制スタートの年。青色は佐世

保の美しく澄みわたる空と海をイメージし、プレミアム感が

漂うといわれている濃紺を採用しています。 

市役所売店、九十九島水族館、九十九島動植物園など

で販売されています。 

市のＰＲバッジ 

空
い
っ
ぱ
い
に 

空
が
あ
る
よ
う
に 

 

海
い
っ
ぱ
い
に 

海
が
あ
る
よ
う
に 

 

人
よ 心

い
っ
ぱ
い
に 

美
し
い
心
を
も
っ
て 

 

こ
の
空
を 

こ
の
海
を 

こ
の
土
を 

愛
そ
う 

 

詩 

藤
浦 

洸 

平戸出身の作詞家・詩人：藤浦洸氏（淡谷のり子『別れのブルース』、美空ひばり『悲しき口笛』『東京キッド』等）が、西海国

立公園指定 10 周年（昭和 40 年）を記念して市に贈った詩『空いっぱいに』を原詩に、作曲家：團伊玖磨氏（オペラ『夕鶴』、

童謡『ぞうさん』『おつかいありさん』『やぎさんゆうびん』等）が作曲のイメージを展開し、昭和 44 年に完成した曲です。 

西海国立公園の海と島の広がりの雄大な景観を思わせる荘重な曲の中に、ジャガタラお春の哀しい物語を日本調のメロデ

ィーとリズムの中に描き出し、後半の『空いっぱいに』の合唱によって曲全体のイメージ展開を図った、荘重にして雄大な西

海の讃歌です。 

西海讃歌 副題～佐世保市民に捧ぐ～ 

平成元年に「ハナミズキ」を市の木に制定しています。 

4 月から 5 月、パステルカラーの紅白の花から受ける印象

は明るく都市的であり、その姿はアメリカの桜といわれるだ

けあって見ごたえがあります。 

国際都市を目指す本市イメージの引き立てに最適の樹木

であり、本市の発展に明るい彩りを添えています。 

ハナミズキ 

1 個 350 円（Ｈ31.2 現在） 
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総合計画を楽しむ 

 

 

 

佐世保が「ヤバイ!?」 

「佐世保がヤバイ」、この言葉

を耳にして、あなたはどんなふう

に受け止めますか？  

お歳を召した方ならきっと「え、

なにか問題あり!?」とトラブルを想

像し心配されることでしょう。しか

し若い世代、中高生のヤバイは、

今では「かっこいい」とか「素敵」

「キュート」「超クール（かっこい

い）」という意味でも使われるよう

になりました。同じ言葉でも世代

や置かれた立場や育った環境、

あるいはそれが発せられるシチュ

エーションでニュアンスが変わる

のです。 

かつては、お酒を飲んだ締め

として食べて、お土産にもしてい

た地元のおなじみ「ハンバーガ

ー」が、今は「佐世保（SASEBO）」

と冠がついて、よその街・他府県

の人からは「一度はぜひ食べて

みたい」と憧れられるものになっ

ています。 

20 年前になるでしょうか。佐世保

で自分たちがふだん口にしてい

るハンバーガーが全国的ブーム

になって、「佐世保ご当地グルメ

の佐世保バーガー」になるとは、 

当時は、誰も思いもよらぬことで

した。ブームが少し落ち着いたと

はいえ、今でも佐世保バーガー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のパテやバンズは日々発展し、

あるいは昔からのスタイルを変え

ず守っているからこそ、「佐世保

バーガーが超おいしい！」「佐世

保バーガーが超オモシロイ！」

「佐世保バーガ

ーがヤバイ」とな

っているのです。 

「LIKE」と「LOVE」 

「ヤバイ」という言葉ひとつとっ

てもそうですが、同じことを話して

いるつもりでも、じつはチンプン

カンプンということがときとして起

こり得ます。だからこそ、言葉をじ

っくりと丁寧に見直す、吟味する

ことにより鮮明に見えてくるものが

ありますね。 

英語の「LIKE（好き）」と「LOVE

（愛す）」の違いを意識されること

はありますか。日本サッカー産み

の親であるデッドマール・クラマ

ーが〈好きだけでは一流になれ

ない。愛することによって、はじめ

て一流への道が拓かれる〉という

意味の言葉を残しています。好

きというのはただ楽しむという段

階。それを愛するというところまで

高めることではじめて苦しみも生

まれ、その苦しみを乗り越えてい

く情熱が本当のプロを育てるとい

うことです。惚れ込んでこそ一流

なのです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「LIKE」ではなく「LOVE」

のレベルまで高めよう 

本書「第７次佐世保市総合計

画」を手に取って読もうとする方

は、佐世保について、「かなり詳

しい」「ある程度詳しい」「興味が

ある」という方でしょう。「そんなこ

とはもう知っている」という部分も

多いかもしれません。でも、だか

らこその落とし穴があるともいえる

のです。 

たとえば「佐世保は明治 22 年

に海軍の鎮守府が置かれたこと

で、国家プロジェクトで急速に発

展した街。それまではほとんど何

もない寒村だった」と表現される

方が多いようです。前段の〈急速

に発展した〉は正解です。でも

「何もない寒村だった」はけっし

て正しい表現とはいえません。海

軍以前にも歴史はあり、人々の

活発な営みがあったからこそ、鎮

守府を受け入れる下地があり、街

が急速に発展していくことが可能

であったともいえるのです。 

あるいは「三川内焼」。佐世保

の鎮守府同様、平成 27 年に文

「佐世保大好き」への「はじめの一歩」 
「佐世保」を「知る」ことからはじめよう 
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化庁の日本遺産に認定された

「三川内焼」はかつて平戸藩の

御用窯であり、「唐子絵」は平戸

藩のお留焼としてここでしかつく

ることができませんでした。三人、

五人、七人と描かれる唐子の数

で献上先がより格上に変わったと

いわれています。平戸のお殿様

の庇護のもと「透かし彫り」や「置

き上げ」「卵殻手（薄づくり）」「菊

花飾細工」など高い技術が守ら

れ継承されてきたわけです。ただ、

柿右衛門や今右衛門といった人

間国宝（スター）が三川内にいな

いこともあり、全国的な知名度は

お隣の佐賀・有田などに比べると

高くはありませんでした。 

しかし、三川内のブランドはと

くに近年再評価され、とくにクオリ

ティの高いホンモノ志向の陶磁

器好きの方から高く評価されてい

ます。 

毎年、東京の渋谷ヒカリエで開

催される展示会での「1000 種（趣）

1000 枚の豆皿」は、他の地域か

らも真似されるほどになり、三川

内焼は先陣を切って、いわば新

しい風を吹かせているといえるの

です。   

ぜひ、佐世保の〈わかっている

つもり〉〈知っているつもり〉を再点

検してみましょう。当たり前だと思

っていることに世代間ギャップが

あったり、あまり大したことがない

と思っていることがじつはとんで

もなくスゴイことだったりと、新しい

ものが見えてくるかもしれません。      

佐世保のことを「好き」のレベ

ルでなく「大好き」へ、あるいは

「LIKE」を「LOVE」のレベルまで

高めていきましょう。 

 

「佐世保大好き！」と発

信してくれる人がいる‼ 

黒島の天主堂で 17 年ぶりに

結婚式が執り行われました（2018

年 9 月 28 日）。 

新婦は沖縄出身、新郎は長崎

市出身でしたが、いまは神奈川

県にお住いの方で、黒島の集落

が「長崎と天草地方の潜伏キリシ

タン関連遺産」の構成資産のひ

とつとして世界文化遺産登録さ

れたのを知り、ここで結婚式を挙

げたいと思われ、問い合わせをさ

れ、準備を進められたとのこと。 

おふたりとも黒島出身者では

ありませんが、島民の方々が何

十人も参列し皆で祝福されたと

いいます。 

じつは世界遺産登録直前の２

０１８年 4月下旬に料理家の栗原

はるみさんを取材で黒島にご案

内したのですが、この取材時に

「聖堂で結婚式が挙げられたこと

は？」という質問に「もうずいぶん

となく、これからも予定はなし」と

回答いただいていました。その後

の世界遺産登録で黒島のメディ

ア露出が増え、あれよあれよとい

う間に、新しい明るい出来事につ

ながったのでしょう。「結婚」はカト

リックでは「秘跡」のひとつとして

捉えられるとても大切ものなので、

人口 400 少し、島民の 8割がカト

リックの黒島では、まさに「喜ばし

いニュース（福音）」となったので

した。 

  ちなみに既述の料理家、栗原

はるみさんも、取材の折には「ふ

くれ饅頭」や「黒島豆腐」を島の

人たちといっしょにつくるなどして

温かい交流をされました。取材後、

黒島のウエルカムハウスの黒板

に「くろしま、大好き！」という言

葉を残していただき、取材最後

は涙、涙のお別れとなりました。 

栗原さんといっても男性の方

にはあまりピンとこないかもしれま

せんが、レシピ本が世界一を獲

得し、NHK などの料理番組で活

躍する日本一有名（人気）の料

理家です。そのナンバー1 の人

に「黒島大好き、もう一度来たい」

と言っていただいたことも島民の

人にとっての喜び。写真の「くろ

しま大好き 栗原はるみ」を黒島

の人は半年以上たっても消せな

いでいるそうです。 

 

「佐世保ファン」を増や

して、元気になる!? 

黒島で結婚式を挙げたふたり

はこの地に移住されるわけでは

ないので、少子高齢化に歯止め

がかかるわけではありません。で
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も観光で訪れたいくつかのうちの

ひとつではなく、一生の思い出の

地として心に刻まれ、いろいろな

人に語り続けられることでしょう。 

また栗原はるみさんに「黒島は

ほんとうに素敵なところでした、大

好きな場所になりました」と発信

いただいたことで、すぐにアクショ

ンを起こす人は少なくても、何十

万いう人の心には黒島が刻まれ

ることになります（栗原さんの訪れ

た黒島を 10 ページで特集した

『haru-_mi』 は発行部数 25 万部、

その他WEBや電波を併せると相

当な数となります）。 

黒島については「世界遺産登

録」というわかりやすいキーワード

はありますが、黒島の「ファン（関

係人口）」が増えることで、黒島が

元気になっていく。その姿を目に

して周りの人、ほかの地域の人も

勇気づけられる、ファンもますま

す増えていく。あるいは故郷に帰

ってきてもいいかなと思う人が増

えるという好循環を生み出してい

くのではないでしょうか。 

 

よその真似ではなく、内

なるものを光らせよう 

佐世保ファン（関係人口）を増

やす、街をより活性化するために

は、まず自分たちが街をよく知る

こと、いろいろな視点で街を見直

すこと、学び直すことです。前項

のように、自分たちの地域資産を

見直し、後ろ向きでなく何かをは

じめようとすることで道は必ず拓

けます。話題になったからとか評

判だからといって、それを安易に

真似をしても長続きはしません。

佐世保バーガーが大ブームにな

ったときに、いろいろなところでご

当地バーガーが生まれましたが、

姿を消してしまったものも多いで

すね。 

「佐世保」には、「佐世保ならでは」

「佐世保発祥」というものがほんと

うにたくさんあります。 

 防空壕をそのまま商店街に活

用している今も元気な「とんねる

横丁」があったり、海軍の武器庫

だった洞窟を夏季限定のレストラ

ンにしたり……、ユニークな活用

例を目にすることができます。 

鎮守府を置くということは、軍

事施設や兵器武器をつくるという

ことだけでなく、道の整備であっ

たり、浄水の確保だったり、病院

をつくったり、街のインフラを整え

ていくということでもあります。この

点においては、戦争遺構を負の

遺産してとらえるだけではなく、

現代にもつながる「近代土木の

結晶」としてもとらえることができ

ますし、それらが「過去形」でなく、

さまざまな形で自分たちの暮らし

につながっているともいえるので

す。 

「さるくシティ４O３」で毎冬「キ

ラキラフェスティバル」が開催され、

12 月の第 1水曜日には「きらきら

大パーティ」が開催されます。

2000 人、3000 人が一堂に会して

忘年会をするというのは、これも

他所ではまず考えられないこと、

まさに佐世保ならではです。 

でも、そもそも、このパーティが

実現できるのは、街中に 1 キロ強

の直線アーケードがあるからで、

それは日本海軍の「街づくり」の

図面がベースになっています。

商店街中央にずらりと並べる長

テーブルも通常は商店街にある

ものではありません。どこから持

ってくるものかなど意識する人は

いませんが、自衛隊の教育施設

から数百単位で借り受けることが

できるから成り立つわけですね。 

 商店街活性化のイベントもじつ

は日本海軍の歴史とつながって

いる、それも佐世保ならではの特

色です。 

 

あれも、これもと「佐世保

ならでは」がいっぱい！ 

もちろん、旧日本海軍、海上

自衛隊、米海軍基地関連だけで

なく、歴史でいえば既述したよう

に、平戸藩との関わりで三川内

焼はもちろんですが、江迎の陣

屋跡や今も続く千灯籠であるとか、

それ以前にそもそも福井洞窟な

どの遺跡もたくさんあります。 

自然の美しさという点において

は「九十九島」は「世界でもっとも

美しい湾クラブ」に加盟が認めら

れていますし、グルメという点でも

九十九島の特異な自然が育む

魚介類、とくに「九十九島かき」は

パールシーで「九十九島かき食う

カキ祭り」が 20 年以上、毎年開
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催されていますが、これは近年の

牡蠣焼小屋ブームの先駆けであ

り、また海を眺めながら数千人単

位でということ自体が、まず他で

はなかなか見られない光景です。 

2013 年、2014 年に「九十九島

かき 世界と出会う」というタイトル

で東京都内複数の大使館御用

達レストランでフェアが開催され、

たくさんの著名人、文化人が「九

十九島かき」を堪能しました。あ

る有名フランス料理シェフからは

「この牡蠣を空輸してフランス人

に食べさせたらおもしろいね」と

絶賛されました。「九十九島かき」

はまさに世界に誇れる牡蠣なの

です！ 

そして佐世保ならではのグルメ

といえば「レモンステーキ」もあり

ますね。 

構成作家として、映画監督、プ

ランナーなどとしてマルチに活躍

し、くまモンの産みの親でもある

小山薫堂さんに、2010 年に佐世

保市内のレストラン数軒で「レモ

ンステーキの食べ歩き・味比べ」

をしていただき、「味も最高です

しレモンステーキというネーミング

も素晴らしい！」と絶賛、雑誌の

特集で紹介していただいたことが

あります。 

 

知る、理解する 

 自分の街を好きになる前提に

あるのは「知る・理解する」こと。

自分の街のことを良く知れば、深

く理解すれば、おのずと好きにな

り、もっと知りたい、そして、そのこ

とを他の人にも知ってほしいと願

うようになるはずです。 

いちばん怖いのは「無関心」

「知らない」「興味がない」というこ

とでしょう。たとえば廊下にゴミが

落ちているとします。気がついて

拾わないのは悲しいですが、後

ろめたさを感じたり、あとで戻って

きてやっぱり拾うという可能性は

あります。しかしゴミが落ちている

こと自体に気がつかなければ、

拾うということにはつながっていき

ません。誰もゴミに気がつかなけ

ればゴミはそのままです。あるい

は汚れがどんどん進んでいって

しまいます。 

「反対も邪魔もしないからどう

ぞご勝手に、おまかせします」で

はなく、やはり、まずは「知る・理

解する」努力が必要です。 

「上流は下流を思いやり、下流

は上流に感謝する」という言葉が

あります。川は上流と下流がつな

がっています、海にもつながって

います。しかし、そのことをふだん、

あまり意識することはありません

ね。しかし上流の水源がダメにな

ってしまえば必然的に下流もダメ

になってしまう、上流は下流にも

責任をもたないといけないし、下

流も自分たちは知らないという態

度は本来、とってはいられないと

いうことなのです。これを田舎と

都市部、あるいはお隣の市町村

同士の関係に置き換えてもいい

かもしれません。 

 

 

伝えることより、伝わる

ことが大事 

佐世保市内に本社をおく「ジャ

パネットたかた」の前社長高田明

氏が『伝えることから始めよう』と

いう書籍のなかで「伝えることより、

伝わることが大事」だと説いてい

ます。どれだけ相手の心を動か

せることができるかが大事で、カ

メラをセールスする一例としてズ

ームが何倍で、解像度がこれで

とお年寄りに性能を細かく説明し

ても相手の胸に刺さらない。そこ

で、「携帯で写真を撮ってもプリ

ントすることはないでしょう？ で

もこのカメラでお孫さんの節目の

記念日に撮影しておいて、それ

を２０歳のお祝いのときに大きく

伸ばしてプレゼントしたら喜ばれ

ますよ、そのためにはやはりこの

カメラが…」と勧めると、そうかな

あと前のめりになってくるというこ

とです。 

もちろん、公平公正で正しい

情報であることは基本ですが、伝

え方にも工夫が必要ということを

示唆してくれるお話です。 

この総合計画が、みなさんの

佐世保理解、佐世保大好きへの

第一歩となることを願っています。  

そして、この総合計画をもとに、

佐世保市民ひとりひとりが良き理

解者であると同時に、良き伝え手

となっていくことを期待していま

す。 

 

 

させぼまちづくりコラムニスト 

蒲田 正樹 

大手出版社で雑誌編集長などを歴任、現在は雑誌や書

籍の編集に携わりながら、自治体の広報ＰＲやマーケティ

ングもサポート。著書に『驚きの地方創生「日本遺産・させ

ぼの底力」』『驚きの地方創生「京都・あやべスタイル」』等 
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第７次佐世保市総合計画 
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総合計画策定にあたって 

 

１ 計画策定の趣旨 

 

平成２９年に市制施行１１５周年を迎えた佐世保市は、平成１７年４月１日に旧吉井町、旧世知原町

と、平成１８年３月３１日に旧宇久町、旧小佐々町と、平成２２年３月には旧江迎町、旧鹿町町と合併

し、新市としてのスタートを切りました。また、平成２８年４月には中核市へ移行し、基礎自治体とし

ての機能を強化することで、市民生活に密着した多くの事務を市民にとってより身近なところで行う行

政サービスを充実させ、市民の利便性のさらなる向上を図ってきました。さらに、平成３０年９月には、

西九州北部地域等が行政区域の枠を超え、様々な分野で相互に強みを伸ばし、地域全体を活性化するた

めに形成された「西九州させぼ広域都市圏」について、本市は連携中枢都市宣言を行い、圏域全体の経

済をけん引し、圏域の住民全体の暮らしを支える役割を担っていくことを表明しました。 

これまで本市では、「ひと・まち育む“キラっ都”佐世保～自然とともに市民の元気で輝くまち」を将

来像とする「第６次佐世保市総合計画」（計画期間：平成２０年度～平成３１年度）に基づき、各種の施

策・事業を展開してきました。「ひと（市民）が中心のまちづくり」を基本理念として、旧６町との合併

及び中核市として新しく生まれ変わった本市が未来へと力強く飛躍するための基礎体力を培うととも

に、“ひと育て”と“まち育て”をまちづくりの両輪とした「自然とともに市民の元気で輝くまち」への

着実な歩みを進めてきたところです。 

この間、少子高齢化と人口減少社会の急速な進行、更には東日本大震災、平成２８年熊本地震等のよ

うな予期せぬ災害の発生を教訓とした防災・減災意識の高まりなど、本市を取り巻く社会情勢は大きく

変化してきました。また、経済・社会のグローバル化の進展や外国人観光客の急増により、産業政策や

観光戦略は大きな転換が求められていますし、情報通信技術（ＩＣＴ）等の急速な進歩は、わたしたち

の社会、働き方、仕事、生活を快適に変え得るものとして、非常に大きな可能性を秘めています。 

一方、地方分権改革の流れの中で、自治体自らの判断と責任のもと、自主的かつ自律的な行財政運営

が求められるようになる中、本市には、基礎自治体としてこれまで以上に市民の皆さんの日常生活に密

接に関連したサービスを行い、社会の変化に柔軟な対応をしながら様々な役割を果たしていくことが期

待されるようになりました。 

このような中、市民の皆さんが安全で安心して、生きがいと幸せを実感できる暮らしをおくるために

は、本市が守り築き上げてきた自然、歴史・文化、産業、都市基盤等の共有の財産を活かしながら、行

政はもとより、自治体の一員である市民や事業者が、それぞれの役割と責任を自覚し、お互い協力・連

携してまちづくりを進めていくことが必要です。 

「自分たちのまちは、自分たちでつくる」という思いのもと、将来を見通しつつ、時代の変化や課題

に的確に対応していくための「まちづくりの設計図」として、ここに「第７次佐世保市総合計画」を策

定しました。 

 

第１章 
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２ 計画の名称 

 

本計画の名称は「第７次佐世保市総合計画」とします。 

 

３ 計画の役割 

 

 本計画は、佐世保市が今後目指すべき将来像と、将来像を達成するためのまちづくりの目標と取組を

総合的に示すものであり、人口減少に歯止めをかけ、持続可能で幸せな社会を実現することを趣旨とし

ています。 

また、まち・ひと・しごと創生総合戦略は、本計画と同一の趣旨・同一のまちづくりの方向性をもつ

ことから、「総合戦略」を包含し、官民連携を前提とした一体的な計画として策定することとしていま

す。これらを踏まえて、本計画は、具体的に次の６つの役割を担います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画策定の視点 

 

本計画は、次の３つの視点を持って策定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●本市が策定するすべての計画の上位に位置し、事業を実施する場合の基本的な根拠となる計画 

●本市の行財政運営を行うにあたっての指針（方向性）を示す計画 

●市民､事業者､行政等がともにまちづくりを進める計画（まち・ひと・しごと創生総合戦略） 

●西九州させぼ広域都市圏の発展を目指す計画 

●旧軍港市転換法に基づく旧軍港市転換計画 

●国・県等が地域計画を策定する場合の基本となる計画 

●みんなの総合計画 

行政だけの総合計画ではなく、市民、関係団体、事業者等の様々な立場の皆さんと話し合い、目的

を共有し、ともに取り組んでいく方向性を記載した総合計画 

●戦略性のある総合計画 

本市の目指すまちづくりの姿とその方向性を明確にし、それを実現するための具体的な数値目標を

設定しながら、戦略的に事業を展開する総合計画 

●確実な実効性をもつ総合計画 

ＰＤＣＡサイクルにより、設定した数値目標を効果的に進行管理することで、着実な目的達成へと

向かう実効性のある総合計画 
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５ 計画策定のながれ 

 

本計画の策定にあたっては、まちづくりの各分野の専門家及び市民公募委員から組織された「佐世保市総合

計画審議会」において、平成２９年度から３０年度までの２ヶ年度にわたって議論を重ねていただきました。 

また、本市の方向性を長期間展望し、本市における総合的かつ計画的な行政の運営を図るため市政の理念、

本市の将来像及び基本目標を内容とする基本構想について、広く市民の皆様のご意見を募集（パブリックコメン

ト）するとともに、基本計画についても、本市に設置された各審議会及び事業者等から意見を聴き取り、基本計

画に反映させました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

策 定 体 制 

 

企画委員会議（課長会） 

各部局担当者 

佐 世 保 市 議 会 

総合計画審議会 

議 決 提 案 

事務局 

政策経営課 
パブリックコメント 

各審議会・民間事業者等から

の意見聴取 

諮問／説明 

連携 調整 

審議会 

行 政 

答申 

議 会 

検討会議（部長会） 

意見 

意見 

 

総合計画審議会の様子 
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６ 計画の構成と期間 

 

本計画は、「基本構想」、「基本計画」で構成され、基本計画に基づき「実施計画」が策定されます。 

計画期間については、基本構想を平成３２年度から新元号９年度（２０２７年度）までの８年間、基本計画を平

成３２年度から新元号５年度（２０２３年度）までの４年間とします。 

なお、実施計画は基本計画の期間内において、４年以内の期間をもって策定し、社会情勢、財政事情等の

変化を見ながら、１年を経過するごとに検討を加え、見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《平成３２年度》 

基本構想 

基本計画 

実施計画（別冊） 

本市が目指すべき将来像や、 

まちづくりの目標等を示したもの 

目指す都市像の分野ごとに、 

各政策、・施策、数値目標等を示したもの 

基本計画に示した施策・事業を推進し、

また進捗管理していくための計画 

《新元号 6年度》 

目
標
年
次 

新
元
号
10
年
度 

８年間 

４年間 見直し 

４年以内 

進捗管理 

方
向
性
を
確
認 

数
値
目
標
等
を
確
認 

実
施
方
法
等
を
確
認 

議
会
の
議
決 

構
想
の
添
付
資
料 

予
算
の
添
付
資
料 

①  ② 

（2024 年度） 

（2028 年度） 

（2020 年度） 
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総合計画策定の背景 

 

１ 総合計画の位置付け 

 

[総合計画とは] 

総合計画とは、行政運営を行うにあたっての指針で、本市が策定するすべての計画の上位に位置し、

事業を実施する場合の基本的な根拠となり、また、市民が活力を維持し、かつ健やかに暮らしていくた

めの行政と市民の役割に関して必要となる基本的な考え方を示したもので、佐世保市総合計画条例に基

づき策定される計画です。 

 

[総合計画の歴史的背景] 

これまでは、地方自治法の規定により、自治体に基本構想の策定が義務付けられていました。しかし、

平成２３年の地方分権改革によりこの規定は廃止され、基本構想の法的な策定義務がなくなりました。

これは、基本構想を策定するかどうかは、各自治体の判断に委ねられることとなったことを意味します。 

そして、本市としては、市としての将来ビジョン（目指す姿）や行政経営の基本的な考え方を示しな

がら各種まちづくりの展開を図っていくことは重要であり、今後とも総合計画の策定は必要であると判

断し、平成２７年３月に佐世保市総合計画条例を策定しました。 

今回、佐世保市総合計画条例に基づき、初めての総合計画を策定するにあたって、総合計画の存在意

義、地方分権改革の主眼等を改めて確認し、総合計画策定の背景について整理します。 

 

① 地方自治の成り立ち 

大日本帝国憲法には、地方自治に関する規定はありませんでしたが、戦後、日本国憲法において、「地

方自治」の条項が設けられ、地方自治は憲法によって保障されました。 

自治とは、みずからの自由な意思にもとづいて行為を行うことです。そして、地方自治とは、地方公

共団体の自治をいうのですから、 

①地方公共団体を構成している住民の自由な意思にもとづいて、その団体の意思が決定される。 

②地方公共団体の意思決定が、他からの干渉なしに自由に行われる。 

③地方公共団体の行為は、みずから自由に決定した意思にもとづいて行われる。 

ということができます。 

憲法における地方自治の規定は、地方自治が中央政府への権力の集中を妨げるという自由主義的な側

面と、「地方自治は民主主義の学校である」という民主主義的な側面とに着目したものと考えられてい

ます。戦後の地方自治は、民主主義を実現する有力かつ重要な手段として取り扱われ、その役割を担っ

てきました。 

 

 

第２章 
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② 地方分権改革 

地域における行政の自主性・自立性を高め、個性豊かで活力に満ちた地域社会の実現を目指すことを

目的とする地方分権が、平成５年からスタートします。これは、国・地方の機能分担等の見直しを始め

として、国・地方の関係等の改革を進め、地方分権の推進を図るものです。 

平成２３年８月に施行された改正地方自治法における基本構想義務付けの廃止は、このような地方分

権改革の流れにありました。 

国の議論の中でも、「基礎自治体優先」「明快、簡素・効率」「自由と責任、自立と連帯」などを地方分

権の基本原則として掲げ、その一項目として「個別法令による地方自治体に対する事務の義務付けにつ

いて、撤廃・緩和するよう見直し」する方針が定められ、条例制定権の拡大が求められています。 

 つまり、改正地方自治法において基本構想の策定義務が廃止になった意義は、自治体に総合計画が不

要となったという意味ではなく、地方自らが、その権限と責任において、独自の方向性を見出すための

改正であったと捉えなければなりません。 

 

[本市における総合計画] 

今回、平成２３年の地方自治法改正後初めて、本市が独自に総合計画を策定することとなりました。 

市町村は「住民に最も身近な行政」であり、これらが策定する総合計画は「住民に最も身近な計画」で

あるということができます。 

地方自治は、構成する住民の自由な意思にもとづき、自らの権限と責任でなされるものです。本市独

自の事業を、市民と行政がともに考え、ともに行動することで、本市が「魅力ある地方」に生まれ変わ

っていくことができると考えます。 
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２ 佐世保市の姿 

 

[地勢・位置] 

本市は、九州の北西端、長崎県の北部に位置する都市です。市中心部から長崎市までは約 80ｋｍ、福

岡市まで約 100ｋｍ、東京まで約 1,000ｋｍ、中国上海市まで約 800ｋｍの位置にあります。 

総面積は県全体の約 10％にあたる 426.06ｋ㎡（平成３０年９月１日現在）を有しています。市内では

烏帽子岳（568ｍ）や将冠岳（443ｍ）、牧の岳（301ｍ）、国見山（777ｍ）等の山系が連なり、臨海部で

はリアス海岸が形成され、各所に半島や岬が見られます。このリアス海岸と大小の島々が織り成す複雑

な自然景観は、西海国立公園「九十九島」として称賛されています。 

気象条件は、対馬暖流の影響を受け、年平均気温 17.3 度（平成２７年）、年平均降水量約 2,143mm（平

成２７年）と温暖な気候です。 

 

[本市のあゆみ] 

本市に人々が暮らすようになったのは、今から３万年以上も昔のことです。それ以来の佐世保のあゆ

みは、泉福寺洞窟や福井洞窟といった洞穴遺跡の発掘調査や、奈良時代に国が作った肥前國風土記等の

古文書の記述から窺い知ることができます。佐世保地方で最も古い地名として、この付近での交通の要

衝であった早岐は、既に肥前國風土記に「速来」として現れています。 

平安時代の終わり頃から、長崎県北部や佐賀県唐津地方に「松浦党」と呼ばれる武士集団が現れ、地

域ごとに土地を支配していました。この武士団「松浦党」の中心的存在だった宗家松浦氏は、相浦を根

拠とし、分家である平戸松浦氏と激しい攻防を繰り広げました。また、有田・伊万里など内陸からの道

と、北松浦と東彼杵を結ぶ海岸沿いの道の交差点に位置する早岐では、自然と「市」が開かれるように

なりました。この市には、五島、平戸方面からは魚類、乾物等を積んだ船が押し寄せ、遠く佐賀、福岡

の陸地からは茶、陶器等を持った人々が集まり、盛んに海陸物産の交換が行われました。この「早岐茶

市」は連綿として今日まで続けられており、毎年５月には多くの買い物客で賑わっています。 

江戸時代の初めからは新田開発が行われるようになりました。最初は早岐新田や宮崎新田、相浦では

川下新田などを藩が直接行っていましたが、その後、個人も行うようになりました。その代表的なもの

が、相浦川河口に広がる干潟の干拓として開発された大潟新田です。 

新田開発と並行して行われた街道整備として、平戸から佐世保や早岐を通り、東彼杵で長崎街道につ

ながる「平戸往還」があります。参勤交代などでこの往還を利用するため、街道筋である江迎には藩主

が休息や宿泊する本陣が置かれました。いまでも往時を偲ばせる本陣の形態をそのまま保存しているこ

とから、県内でも他に類がない貴重なものであるとして、県指定の文化財となっています。 

近代における地方都市としての発展の歴史は、市制施行からの本市のあゆみで見ることができます。

明治初期までは人口約 4,000 人の半農半漁の村でしたが、その後、明治１９年に旧海軍の鎮守府と軍港

の設置が決定されてから急速に発展し、明治３５年に村から一挙に市になりました。なお、平成２８年

には中核市へ移行、平成３０年には西九州北部地域等で形成される「西九州させぼ広域都市圏」の連携

中枢都市宣言を行い、平成３１年には連携市町とともに「西九州させぼ広域都市圏」を形成しました。 

人口は昭和３５年の約 262,000 人をピークに、その後は 250,000 人前後で推移しています。戦後は平

和産業港湾都市として、造船や炭鉱を柱にした発展を経て、現在は造船等の製造業とともに県北地域の

商業・観光業・サービス業の中心都市となっています。 
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【本市のあゆみ（年表）】 

年 人口(人) 世帯数 佐世保市に関わる主な出来事 日本に関わる主な出来事 

明治 35 年 45,766  7,694  市制施行  

〃 50,968  8,386    

明治 37 年    日露戦争の勃発 

明治 39 年   市内に初めて電灯が灯る  

明治 40 年 76,012  13,789  水道の給水が開始  

大正元年 88,453  13,155  市内にガス供給事業が開始  

大正 3 年    第一次世界大戦の勃発 

大正 5 年 106,676  17,206    

大正 7 年   佐世保軽便鉄道株式会社の設立 第一次世界大戦の終結 

大正 9 年 87,022 16,545 
市立実費診療所の設置 

（総合病院の前身） 

国際連盟の発足 

第１回国勢調査の実施 

大正 12 年    関東大震災が起こる 

大正 14 年 95,385 18,038   

昭和 2 年   
市営自動車事業の開始 

佐世、日宇の両村が佐世保市に編入 
 

昭和 4 年    
ニューヨークで株価の大暴落 

「世界恐慌」の発端へ 

昭和 5 年 133,174 23,650   

昭和 10 年 173,283 30,457   

昭和 13 年   北松浦郡相浦町が佐世保市に編入  

昭和 14 年    第二次世界大戦の勃発 

昭和 15 年 205,989 42,693   

昭和 17 年   
早岐町、大野町、中里村、皆瀬村が佐

世保市に編入 
 

昭和 20 年   

国有鉄道、松浦線の全線開通 

空襲により市街の大半が焼失 

佐世保鎮守府解体、市の人口が半減 

広島、長崎に原爆投下 

終戦 

昭和 22 年 175,233 44,497   

昭和 23 年   
佐世保港が貿易港に指定 

佐世保市保健所の設置 
 

昭和 25 年 194,453 47,580  朝鮮戦争の勃発 

昭和 27 年   
佐世保が米海軍基地に指定 

佐世保市教育委員会の発足 
 

昭和 28 年   
海上警備隊（現在の海上自衛隊） 

佐世保地方総監部の設置 
テレビ放送の開始 

昭和 29 年   柚木、黒島の両村が佐世保市に編入  

昭和 30 年 258,221 55,753 

西海国立公園指定の告示 

佐世保駅前広場の完成 

東彼杵郡折尾瀬、崎針尾、江上の３村

が佐世保市に編入 

西海橋の開通 

相浦陸上自衛隊駐屯部隊の設置 

 

昭和 31 年    日本が国際連合に加盟 

昭和 33 年   東彼杵郡宮村が佐世保市に編入  

昭和 35 年 262,484 60,087   

昭和 36 年   佐世保市亜熱帯動植物園のオープン  

昭和 39 年   
米原子力潜水艦「シードラゴン」が 

本邦初寄港地として佐世保港に入港 
東京オリンピックの開催 

昭和 40 年 247,069 61,948   

昭和 41 年   四ヶ町商店街のアーケード完成  

昭和 43 年   
米原子力空母「エンタープライズ」が初

めて佐世保港に入港 
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年 人口(人) 世帯数 佐世保市に関わる主な出来事 日本に関わる主な出来事 

昭和 45 年 247,898 68,232  大阪万博の開催 

昭和 46 年   
佐世保地域広域市町村圏としての指定

を受ける 
 

昭和 47 年   佐世保市立総合病院の発足  

昭和 48 年    第１次オイルショック 

昭和 49 年   市庁舎の竣工  

昭和 50 年 250,729 72,466   

昭和 53 年   三川内焼が国の伝統的工芸品に指定  

昭和 54 年    第２次オイルショック 

昭和 55 年 251,187 77,676   

昭和 57 年    長崎大水害が起こる 

昭和 58 年   
体育文化館の落成 

博物館島瀬美術センターの落成 
 

昭和 60 年 250,633 79,972  バブル経済へ突入 

昭和 63 年   

第３セクターとして松浦鉄道（MR）発足 

西九州自動車道武雄佐世保道路 

（佐世保大塔～波佐見有田間）開通 

 

平成 2 年 244,677 82,224 佐世保市立総合病院が新築、移転  

平成 3 年    
湾岸戦争の開戦  

バブル経済の崩壊 

平成 4 年   ハウステンボスの誕生  

平成 6 年   西海パールシーリゾートのオープン  

平成 7 年 244,909 87,860  阪神淡路大震災が起こる 

平成 10 年   

西九州自動車道佐世保道路 

（佐世保みなと～佐世保大塔間）開通 

西海パールラインの開通 

長野冬季オリンピックの開催 

平成 12 年 240,838 90,105   

平成 13 年   

アルカスＳＡＳＥＢＯのオープン 

ＪＲ・ＭＲ佐世保駅高架化における全面

供用開始 

ニューヨーク同時多発テロ 

平成 14 年   市制施行１００周年 ワールドカップ日韓大会開催 

平成 17 年 248,041 96,048 吉井町、世知原町との合併 愛知万博の開催 

平成 18 年   小佐々町、宇久町との合併  

平成 20 年    リーマンショック 

平成 21 年   
中央保健福祉センター（愛称：すこやか

プラザ）の供用開始 
 

平成 22 年 261,101 104,583 

江迎町、鹿町町との合併 

西九州自動車道佐々佐世保道路・佐

世保道路（相浦中里～佐世保みなと

間）開通 

 

平成 23 年   
西九州自動車道佐々佐世保道路 

（佐々～相浦中里間）開通 
東日本大震災が起こる 

平成 27 年 255,439 105,011   

平成 28 年   

中核市へ移行 

「鎮守府」と「三川内焼」が日本遺産に

認定 

 

平成 30 年   

九十九島湾が「世界で最も美しい湾ク

ラブ」に加盟認定 

「黒島の集落」が世界文化遺産に登録 

「西九州させぼ広域都市圏」の連携中

枢都市宣言 

 

※人口及び世帯数は、明治３５年から大正５年までは佐世保市の調査、大正９年以降は国勢調査によるもの。 
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３ これまでの主な取組 

平成２０年度から平成３１年度まで（第６次計画期間内）における本市の主な取組(事業) 

分 野 主な取組み 

し
ご
と
（
経
済
） 

●第 10 回全国和牛能力共進会の開催(平成２４年度) 

●国土交通省から｢海風の国｣佐世保･小値賀観光圏の認定(平成２５年度) 

●佐世保工業団地｢ｳｴｽﾄﾃｸﾉ佐世保｣の造成工事が竣工(平成２５年度) 

●｢長崎県･佐世保市 IR推進協議会｣を県と共同で設置(平成２５年度) 

●佐世保相浦工業団地整備開始(平成２９年度～) 

●九十九島湾が｢世界で最も美しい湾ｸﾗﾌﾞ｣に加盟認定(平成３０年度) 

ひ
と
（
人
財
） 

●行政組織「子ども未来部」新設（平成２０年度） 

●「子ども未来基金」創設（平成２２年度） 

●｢佐世保市総合教育ｾﾝﾀｰ｣がｵｰﾌﾟﾝ(平成２２年度) 

●佐世保公園内に大型遊具を配置した｢きららﾊﾟｰｸ｣の開設(平成２３年度) 

●｢東部子育て支援ｾﾝﾀｰ(市立早岐保育所)｣の移転・供用開始(平成２４年度) 

●｢針尾送信所｣が国重要文化財に指定(平成２４年度) 

●｢学校給食ｾﾝﾀｰ｣本格稼働に伴う完全給食実施(平成２５年度) 

●｢東部ｽﾎﾟｰﾂ広場体育館｣の供用開始(平成２６年度) 

●｢子ども発達ｾﾝﾀｰ｣の常磐町への移転・供用開始(平成２６年度) 

●｢長崎がんばらんば国体･長崎がんばらんば大会｣の開催(平成２６年度) 

●｢三川内焼｣｢鎮守府｣の日本遺産認定(平成２８年度) 

●「幼児まどか教室」開設（平成２９年度） 

●母子保健の相談窓口「ままんちさせぼ」開設（平成２９年度） 

●「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」が世界遺産に登録(平成３０年度) 

ま
ち
（
都
市
基
盤
） 

●ごみ処理券を廃止し､指定ごみ袋購入補助券方式を導入(平成２０年度) 

●西九州自動車道佐々佐世保道路・佐世保道路（佐々～佐世保みなと）開通（平成

２１年度～平成２３年度） 

●栄･常盤地区市街地再開発（平成２１年度～平成２６年度） 

●西部下水処理場供用開始（平成２２年度） 

●三浦地区みなとまちづくり計画における開発事業｢させぼ五番街｣開業(平成２５年度) 

●佐世保港｢三浦岸壁｣の供用開始(平成２６年度) 

●（新）山の田浄水場供用開始（平成２７年度） 

●｢佐世保港国際ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ(愛称:葉港ﾃﾗｽ)｣の開設(平成２７年度) 

●佐世保港が国際旅客船拠点形成港湾に指定(平成２９年度) 

●三浦岸壁の延伸工事完了､16 万ﾄﾝ級の大型客船が寄港可能に（平成３０年度） 

●ﾊﾞｽ運行体制一体化による市営ﾊﾞｽ廃止(平成３０年度) 
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く
ら
し
（
市
民
生
活
） 

●市政懇談会開始(平成２０年度) 

●中央保健福祉センター（愛称：すこやかプラザ）の供用開始(平成２１年度) 

●佐世保市立総合病院内に｢救命救急ｾﾝﾀｰ｣の開設(平成２４年度) 

●佐世保市歯・口腔の健康づくり推進条例の制定（平成２４年度） 

●旧市域の防災行政無線運用開始（平成２４年度） 

●戸籍、住民票等のコンビニエンスストアでの交付サービス開始（平成２７年度） 

●「佐世保市東消防署」の新庁舎竣工（平成２７年度） 

●｢佐世保市立総合病院｣の地方独立行政法人化(平成２８年度) 

●地区自治協議会が全 27地区で設立(平成２５～２９年度) 

●佐世保市地域ｺﾐｭﾆﾃｨ活性化推進条例の制定(平成２９年度) 

●佐世保市犯罪被害者等支援条例の制定（平成２９年度） 

●相浦地区複合施設｢あいあいﾌﾟﾗｻﾞ｣の供用開始(平成３０年度) 

そ 

の 

他 

市 

政 

全 

般 

【 市政 】 

●韓国坡州市と国際親善都市締結(平成２０年度) 

●江迎町、鹿町町との合併(平成２１年度)  

●中国瀋陽市と友好交流都市締結(平成２３年度) 

●｢徳育推進のまちづくり｣宣言(平成２４年度) 

●新｢佐世保市民憲章｣を制定(平成２５年度) 

●韓国釜山広域市西区と国際親善都市締結(平成２５年度)  

●韓国坡州市と姉妹都市締結(平成２５年度) 

●中核市への移行(平成２８年度) 

●連携中枢都市宣言(平成３０年度) 

 

【 基地政策 】 

●赤崎貯油所の一部返還(平成２０年度) 

●前畑弾薬庫移転･返還日米合同委員会合意(平成２２年度) 

●LCAC 暫定駐機場の西海市への移転(平成２４年度) 

●立神岸壁の一部返還(平成２５年度) 

●陸上自衛隊崎辺分屯地（仮称）の開設：自衛隊による崎辺地区の利活用（平成３０年度） 
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４ まちづくりの主な課題 

 

人口減少が見込まれる社会の中で、元気な地域を次の世代につなげていくためには、若者の活躍、子

育て環境の改善、新たな雇用づくりと付加価値の向上などの様々な活性化策に取り組む重要性がさらに

高まっており、また、地域を担う人材を育成することにより地域コミュニティを活性化させる取組等も

重要となってきます。 

「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環を確立するとともに、その好循

環を支える「まち」に活力を取り戻すことによって、これからの時代に対応した「くらし」やすいまち

をつくるために、分野ごとに主な課題を次のように整理しました。 

 

経済（しごと） 世界に誇る観光都市 

 

主 

な 

課 

題 

○人口減少による域内の市場規模の縮小（需要減）と併せて、労働力の中心となる 15 歳以上 65

歳未満の労働者（生産年齢人口）の急減により労働力が減少（供給減）することで、地域経済

の縮小が予想されます。特に、若年層の流出は、将来的に地域経済の活力が減退する要因とな

ります。 

 

○小売業、宿泊業、飲食サービス業等の産業は、大都市圏と比較すると生産性（付加価値）が低

い傾向にあります。また、小売業やサービス業の市場規模は、一般的に周辺人口と比例するた

め、地方においては縮小が予想されます。 

 

○製造業や建設業等の産業は、これまで本市の地域経済を牽引してきた重要な産業ですが、団塊

世代の大量退職により人材確保が困難な状況にあることに加え、経済のグローバル化によって

従来のビジネスモデルが変化し、地場企業の競争力が低下しています。 

 

○農林水産業等においては、特に担い手不足や高齢化が問題となっており、佐世保市政策推進セ

ンターの推計によると、10 年後の担い手は、農業で約 70％、漁業で約 78％に減少するとされ、

資源という観点から見ても、耕作放棄地の拡大、乱獲による水産資源の枯渇が懸念されていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し ご と 《経済》 
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経済（しごと） 世界に誇る観光都市 

 

主 

な 

課 

題 

○少子化の問題や核家族化の進行、女性の社会進出に伴う共働き家族の増加等に見られるラ

イフスタイルの多様化など、子どもや子育てを取り巻く環境が大きく変化しています。 

 

○グローバル化・少子高齢化の影響や AI・IT の進化等に伴い、社会の大幅な変化が予想される

中、新しい時代に対応できる資質や能力を育成が不十分です。 

また、急激に国際化・多様化する社会においては、既存の価値観に捉われずに様々な問題解決

ができる人材が不足しています。 

 

○少子高齢化や価値観の多様化、SNS 普及等、社会情勢の変化に伴い、支え合いや他者を思い

やる意識の希薄化が進んでいます。 

経済（しごと） 世界に誇る観光都市 

 

 

主 
な 

課 

題 

○人口減少社会の進展が予想されるまちづくりの問題として、居住区域内の人口密度の低下によ

る、小売店、病院等の生活関連サービスの縮小・撤退が予想され、生活圏の維持が困難になる

ことが懸念されています。 

また、世帯数の減少や新築需要によって、空き家も一貫して増加傾向にあり、人口密度が低く

なることで自動車利用への依存度が高まり、公共交通事業の採算が悪化、特に周辺地域におい

て移動手段の確保が不十分な状況です。 

 

○災害発生時の被害を最小限に食い止めるための、想定被害箇所の把握やその対策が十分でない

状況にあります。 

 

○公共インフラの多くは老朽化が進んでおり、人口減少が進み、激甚化する気象災害にも対応す

ることが求められる中、既存インフラを計画的かつ戦略的に維持・更新しなければ、市民一人

あたりの負担額は飛躍的に増大することになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひ と 《人財》 

ま ち 《都市基盤》 
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経済（しごと） 世界に誇る観光都市 

主 

な 

課 

題 

○社会情勢の変化や人々の価値観の多様化等に伴って、地域と行政との関係性も変化を余儀なく

され、地域で活躍する担い手の減少も相まって、地域コミュニティの活力低下が懸念されてい

ます。しかし、行政においては予算、人員ともに減少傾向であり、平時・非常時における公的

な領域への対応が不十分な状況です。 

 

○18 歳から 34 歳の未婚者のうち、「いずれ結婚するつもり」とアンケートに答えた人は、男性

85.7％、女性 89.3％を占めていますが、初婚年齢や生涯未婚率は上昇し続けており、出生率低

下の要因となっています。（第 15 回出生動向基本調査：国立社会保障・人口問題研究所：2015

年） 

 

○保健の分野については、日常生活が制限されることなく生活できる期間を意味する健康寿命が

重要なキーワードとなりますが、個人の自己管理面によるところが大きいため、行政の行う健

康増進の取り組みだけでは不十分な状況です。また、広域化する感染症への対応は、市単独で

の取り組みでは困難な状況になってきています。 

 

○医療や福祉においては、今後増大する高齢者の医療費や、減少が予想される医療機関・医療及

び介護従事者等の問題に対しては、これまでの社会保障の枠組みでは対応困難なものもあると

考えられます。 

 

 

 

 

主 

な 

課 

題 

○人口減少社会下においては、これまでの価値基準で既存事業を継続することが、必ずしも最良

とは言えない状況にあります。そのため、何を目的として施策を実施するのかという整理がで

きていません。 

 また、事業効果を最大限に発揮するための、社会・経済状況等の詳細な動向把握が十分ではな

い状況です。 

 

○行政資源（ヒト・カネ）の減少する状況化で、多様化・複雑化する市民ニーズに的確に対応す

るための、職員の質や事務処理の仕組みといった基礎的な力が不足しています。また、市民と

行政の円滑なコミュニケーションが十分とは言えない状況です。 

 

○税収の増加が見込めず、医療や介護といった社会保障費の増加が予想される中、国と地方の役

割分担と税配分の見直しによる地方税財源の充実により、自らの判断と責任による地域の実情

に沿った自立した行政展開が十分とは言えない状況です。 

 

 

く ら し 《市民生活》  

行 政 経 営 《マネジメント》 
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第７次佐世保市総合計画 

 

基本構想（中間素案） 
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基 本 理 念 

 

本市のまちづくりは、常にひと（市民）が中心です。 

また、すべての市民が健康で、幸せを実感しながら暮らせる社会を構築し、これを持続していくことが前提とな

ります。 

しかし、今後訪れる人口減少社会は、これまで世の中が経験したことがないもので、労働者をはじめ様々な担

い手が不足することで、社会全体の生産力、消費や社会的負担に大きな影響があると想定されます。 

 

これをまちづくりに置き換えると、広く社会参加を促し担い手を確保すること、また、負担増に対応するため大

胆で先進的な取り組みを展開していく必要があると言えますが、このために必要とされる考え方（理念）は「共生」

社会を前提とし、「多様性」という強みをいかして「創造」「挑戦」することではないかと考えられます。 

 

そこで、第７次佐世保市総合計画の推進にあたっては、市民全体（市民・事業者等・行政）で佐世保

の価値を高め、シビック（市民の、都市の）プライド（誇り）をもって、市内外にこれを力強く発信し、

人口減少社会においても持続可能で幸福な社会の実現を目指していくこととします。 

そして、その心構えとして、以下の４つを基本理念とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

郷土愛、共感を育み、ともに暮らし支え合う「共生」の精神を持つまちづくりを行います。 

様々な文化、価値観を互いに尊重し認め合う「多様性」のあるまちをつくります。 

常に高いクオリティと新たな価値を求め、夢と希望に輝くまちを「創造」します。 

変革、発展を推し進め、活力溢れるまちづくりに「挑戦」します。 

第１章 
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将 来 像 

 

佐世保市の将来のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 

検討中 
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《しごと》 
 

活力あふれる 

国際都市 

《ひと》 
 

育み、学び、認め合う 

「人財」育成都市 

 

《くらし》 
 

地域が社会を築く 

安心都市 

 

《まち》 
 

西九州を牽引する

創造都市 

 

みんなの

させぼ 

各分野において目指す都市像 

人口減少局面において、本市が目指すべき都市像をわかりやすく提示するため、一定の共通認識が必

要な政策ごとのまとまりとし、具体性のある都市像として表しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学力、体力、豊かな心、共感力等

の育成に重きを置いて取り組む

ことを表す都市像 

政策横断的一体性が重要で、従前

とは異なる発想で地域づくりを

行うことを表す都市像 

人口減少・高齢化社会に対応するため、都市

圏の中心市として、将来を見据えた計画的

なまちづくりを目指す都市像 

活力ある産業の育成により、

国際競争を勝ち抜くことを

表す都市像 
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目標とすべき社会の状態 

 現在、日本全体が人口減少社会に突入し、深刻な問題となっています。少子高齢化の進展、生産年齢

人口の減少による経済規模の縮小、労働力の不足、医療・介護費の増大など社会保障制度の給付と負担

のバランスの崩壊、税収減による行政サービスの低下など、今後、様々な社会的な課題に直面すること

になります。また、わたしたちの生活や経済を支えている道路、上下水道、廃棄物処理施設、港湾等の

社会インフラの維持・更新に係るコストが増加し、このままでは本市の経済・社会水準の維持を図るこ

とは困難となります。 

このことを踏まえ、縮小する社会へ対応していくとともに、限られた労働力でより多くの付加価値を

生み出し、市民一人あたりの総生産を高めることで、持続的な発展を目指す必要があると考えられます。 

そこで、本計画においては、目標とすべき社会の状態として、次のような「堅持すべき目標」及び「社

会の状態の好転を目指すターゲット」を掲げました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          堅持すべき 

目 標 

新元号 10 年（2028 年） 

        人口規模のみならず、生活の質の維持・向上に必要となる要素にも着目。 

社会の状態のうち、どの部分を良くするのか具体的なターゲットを明示します。 

しごと  ひと 

●市内総生産（１次・２次・３次）を維持します 

●就職率を維持します 

 

 ●合計特殊出生率を向上させます 

●子ども女性比を向上させます 

●市民１人あたりの生涯学習に関わった回数を    

増やします 

まち  くらし 

●都市部（都市核、地域核、生活核等）における

人口密度を維持します 

●水道の安定供給日数を向上させます 

●生活排水処理率（公共下水道）を高めます 

●道路による都市間速達性を向上させます 

●土木施設の老朽化に伴う事故死亡者数及び 

水害・土砂災害による死亡者数をゼロとします 

●温室効果ガスを削減します 

●佐世保港を利用する船舶の総トン数を増やしま

す 

 ●暮らしの安全・安心を高めます 

●平均寿命に対する健康自立度を高めます 

●建物火災１件あたりの焼損床面積を減少させます 

●心肺停止患者の１カ月後の生存率を高めます 

●災害死傷者数をゼロとします 

 

 

社会の状態の 

好転を目指す 

ターゲット 

人 口        人口ビジョンの目標 ２３万人 

 

市内総生産       ７，３４０億円     

※総生産維持のためには、一人あたりの生産性を高める必要あり 

※人口と総生産、２つの目標達成を目指すもの（市内総生産は平成 27 年度の数値） 

 

（縮小社会を食い止める指数） 

 

（持続的な発展状況を示す指数） 
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基 本 目 標 

 

共通概念 

まちづくりの方向性を示すにあたって、政策・施策全体の方向に影響を与える考え方です。 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
※官民協働の標準化…社会状態の向上という目的のため、官民が定期的な情報交換等により、相互の動向を把握した上で、経済活動や行政事務を

行う「官民協働」を一般的な考え方とするもの。 

※コンパクト+ネットワーク…行政や医療・介護、福祉、商業、金融等生活に必要な各種サービスが効率的に提供できるよう、これらの機能を一定の地域

に誘導することで「拠点」をつくり、交通や情報ネットワークによって「拠点」」同士を結ぶ「つながり」をつくること。 

第３章 

生産性（付加価値） 

向上・効率化 

公共領域における 

官民協働の標準化※ 

コンパクト＋ネットワーク※ 

による都市形成 

増大する社会負担 

への対応 

不足する担い手及び 

財源の対策 

都市の無秩序な拡大 

による弊害の抑制 

市民第一のもと 

迅速・柔軟な横断的取組 

都市圏における      

連携効果の拡大 

拡大 

多様な市民ニーズ 

への対応 

西九州させぼ広域都市圏の 

人口規模と経済を維持 
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まちづくりの方向性 

共通概念を踏まえた上で、本市の将来を見据え、特出して取り組む方向性を分野ごとに提示します。 

 

 

目 

指 

す 

べ 

き 

方 
向 
性 

観光・産業振興 

国際規模の観光振興 

統合型リゾートの誘致、世界遺産、日本遺産、九十九島（世界で最も美しい湾クラブ加盟）

など多様な地域資源の活用により、国際的な観光都市を目指します。 

付加価値の向上 

品質向上等によるブランド化やプロモーション【販促活動】による差別化を図るとともに、

ＩｏＴ【モノのインターネット】等の活用、スマート工場化等の生産基盤の整備などによる省

力化をとおして労働生産性を高めます。経営の多角化や海外輸出等の収益性を高める取組など

を促進し、付加価値の向上を図ります。 

技術力の向上・継承 

生産性向上のため、技術力・競争力を強化する取組に注力します。 

また、ものづくり企業における技能承継とスキルアップ【技能向上】、経営力強化のための

研修会等を通じて人材育成を支援します。 

企業体の活性化 

事業所の経営改善や事業承継を図るとともに、世代交代を含む新陳代謝の促進を支援します。 

新たなビジネスモデルの創出 

ロボット、ＩｏＴ【モノのインターネット】、ＡＩ【人工知能】などの新たなイノベーショ

ン【技術革新】やアウトソーシング【外注化】などを通して新たなビジネスモデルを創出でき

るよう積極的に支援するとともに、ＩｏＴ・ＩＴ分野などにおいて先駆的に取り組む創業者や

企業の誘致に向けた取組を進めます。 

魅力ある商業集積の形成 

多様化する消費者ニーズに対応できる魅力ある個店の集積形成を目指し、域内需要の確保と、

観光需要、ＥＣ【インターネット上の商取引】など域外需要の取り込みに対する支援を強化し

ます。 

労働力の確保 

若者の定着と、高齢者、女性など多様な人材が活躍できる環境の形成を主眼としつつ、企業

と求職者のニーズを的確にとらえ、マッチングを図ることで、多様な人材の地元への定着を促

進、地場企業の採用力を向上させます。特に第一次産業においては新たな労働力として、経営

の法人化・団体化、就業者の新規参入を進めます。 

資源の維持 

地域の共同活動に係る支援により多面的機能を有する農山村の地域資源を維持・継承します。

また、水産センターの機能強化による収益性の高い種苗の開発と生産性を高める漁場環境の改

善に努めます。 

多様な就労の場の創出 

製造業やオフィス系企業等の誘致による多様な就労の場と大規模な雇用を確保します。 
 

し ご と 《経済》 
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目 

指 

す 

べ 

き 

方 

向 

性 

出産・子育て 

ライフデザイン構築支援 

妊娠・出産等に関する医学的・科学的に正しい知識の普及を通じ、ライフデザイン【生活設

計】構築のための支援を展開します。 

多様で質の高い子育て支援 

子育て支援に係る地域のニーズや国の動向等に対応した多様で質の高い事業展開を図るとと

もに、地域全体で出産・子育ての希望をかなえられるようサポートする環境づくりの実現を目

指します。 

教育 

学力及び体力の向上 

客観的データの活用・分析をもとに指導改善と学習環境の整備に努めます。 

豊かな心を育む 

地域（＝学校・地域・家庭）が一体となって協力し合い、生命尊重、思いやり、正義感や公正

さ、感動する心等、豊かな人間性と社会性を育むための教育を行います。 

新たな教育のニーズ 

グローバル【世界規模の】社会に対応するため、地域特性を活かした英語教育、またＩＣＴ

【情報通信技術】への早期順応等を図り、必要なアイデンティティ【自己同一性】の確立をめ

ざすとともに、郷土愛を醸成する取組みを推進します。 

生涯学習環境の充実 

生涯学習の情報の機会・場が提供され、市民自らが学び続けられる環境の充実を図ります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひ と 《人財》 
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目 

指 

す 

べ 

き 

方 

向 

性 

都市形成 

持続可能な都市の形成 

都市機能や居住地域を誘導しながら、核となる拠点を形成し、拠点間を交通網で効率的につ

なぎ、コンパクトでネットワーク化された都市を目指します。 

災害に強いまちづくり 

危険箇所や避難場所を事前に把握・周知するとともに、住民の生命を守るための危険度に応じ

た効果的な対策を進めます。 

公共インフラ 

都市基盤の整備推進 

本市の最重点課題に位置付けられた、必要不可欠な公共インフラに関しては、引き続き早期

整備を目指します。 

優先度の明確化 

公共インフラについては市民生活や経済活動を支えるという観点に基づき、優先度を明確に

したうえで、整備・維持するものを選択します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ま ち 《都市基盤》 
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目 

指 

す 

べ 

き 

方 

向 

性 

地域コミュニティ 

住民主体の地域づくり 

住み慣れた地域で誰もがいつまでも安心して暮らせる地域社会の形成に向け、地域における

防災力向上のための支援など、自らの手による地域づくり意識を醸成します。 

担い手の育成 

将来的な公共領域の担い手として期待される、地区自治協議会の運営充実に向けた支援に取

り組みます。 

地域体制の補完 

様々な社会貢献活動を行うＮＰＯ【市民活動団体等】を支援し、地域コミュニティの機能を

補完する仕組みづくりを行います。 

移住の促進 

県外からの移住ならびに若者の定住を促進することで、地域の活性化を図ります。 

動機付けの仕組みづくり 

結婚を促すために商業ベースとの活動と連携や、動機が高まる仕組みづくりを検討します。 

保健 

健康寿命の延伸 

市民の主体的な健康づくりの推進に向け、民間と連携して情報発信や機会提供を充実させる

とともに、健康づくりに取り組むインセンティブ【動機付け】を導入し地域活性化を目指しま

す。 

広域的な危機管理体制 

健康危機管理機能は県との役割分担を整理し、県等の関係機関と連携し、広域的な危機管理

体制の強化に取り組みます。 

医療・福祉 

包括的取組による地域福祉 

地域共生社会実現に向け、住民等と連携した地域福祉活動の充実を図ることで、地域福祉を

推進するとともに、地域包括ケアシステムを実践します。 

ＩＣＴの活用 

医療分野と介護分野の効率的な連携や、担い手不足解消のため、ＩＣＴの活用を積極的に検

討します。 

医師の確保 

地域医療体制の維持に向け、県との役割分担の下、医師確保対策に取り組みます。 

 

 

 

 

 

く ら し 《市民生活》 
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目 

指 

す 

べ 

き 

方 

向 

性 

行財政運営 

客観的成果の分析から導かれる選択と集中 

行政評価は実績の分析を前提として、事業選択に必要な評価を行うツールとすることで、選

択と集中を促進するとともに歳出効率化を図ります。 

市民の視点に立った効率的で効果的な行政運営の推進 

人事評価制度や職員研修の充実・強化による人材育成、戦略的広報・広聴の取り組みの充実、

ＡＩ【人工知能】等の先進技術を含めたＩＣＴ【情報通信技術】の積極的な利活用によって、社

会情勢を踏まえ市民ニーズに柔軟に対応しながら市民の視点に立った効率的で効果的な行政運

営を推進します。 

持続可能な財政運営 

地方交付税が示す行政規模や他都市との比較、市民負担とサービス水準の調整等により適正

な行財政規模に是正するとともに、公共施設等の長寿命化、集約・複合化を進めることにより

行政コストの縮減に努めます。 

さらに、資産の有効な利活用や新たに行う重要な政策分野について法定外目的税を導入するなど

財源の確保に努め、健全な財政運営を行うことで行政サービスの安定的な提供を行います。 

政策と組織の一体化 

政策と組織を一体化させることで、部局長のマネジメント力を発揮しやすい環境を整備しま

す。 

基地との共存共生 

本市の基本姿勢である「基地との共存共生」に基づき、市全体で基地所在に係る負担軽減や

地域経済の活性化に取り組むとともに、今後とも「新返還６項目」など佐世保港のすみ分けに

資する施策の実現に向け、引き続き国に要請していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行 政 経 営 《マネジメント》 
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第７次佐世保市総合計画 

基本計画（中間素案） 
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基本計画の概要 

 

１ 基本計画の目的 

基本計画は、基本構想に掲げた本市の将来像（各分野において目指す都市像や目標とすべ

き社会の状態）を実現するため、政策・施策・事業の内容や目標等を示すものです。 

 

２ 基本計画の構成 

基本計画は、「まちづくりの取組」からなる『まちづくり編』と、「行政経営の取組」と「総

合計画の推進にあたって」からなる『経営編』をもって構成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

序 
章 

まちづくり編 

第１章 ≪しごと≫ 

⑴観光商工政策  ⑵農林水産政策 

⑶企業立地政策 

 基 本 構 想  

 基 本 計 画  

第２章 ≪ひと≫ 

⑴子ども未来政策 ⑵教育政策 

第３章 ≪まち≫ 

⑴都市政策    ⑵水道政策 

⑶土木政策    ⑷環境政策 

⑸港湾政策 

第４章 ≪くらし≫ 

⑴市民生活政策 ⑵保健福祉政策 

⑶消防政策   ⑷防災危機管理政策 

第５章 ≪行政経営≫ 

⑴的確な分析による戦略的な行政経営の推進      

⑵市民の視点に立った行政基盤の整備 

⑶健全で持続可能な財政運営の推進          

⑷効果的で効率的な行政運営の推進 

⑸基地政策の推進 

 

 

第６章 ≪総合計画の推進≫ 

⑴行政経営のマネジメントサイクル 

経 営 編 

戦略的な推進 
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３ 基本計画の政策・施策体系 

 基本構想では、「しごと」「ひと」「まち」「くらし」の４つの分野において、本市が目指す

べき都市像を設けました。 

 基本計画では、これらの都市像を実現するための政策、施策、事業等を主な内容として策

定されています。 

「政策」 … 目指すべき社会状態に変化させるための方針（基本構想に掲げる４つの都市

像を実現するために、望まれる姿や課題、今後の方向性を示すもの） 

「施策」 … 目指すべき社会状態に変化させるために行う行政活動（政策を実現するため

の基本的な目的・目標） 

「事業」 … 施策を実現するために行う個別の取組・方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 政策・施策体系図 

を挿入予定  
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まちづくり編 
 目指す都市像ごとに、各政策・施策の内容を記載しています。 
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し ご と 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観光商工政策 

施策１：観光の振興 

施策２：地場企業の振興 

施策３：ふるさと納税制度の推進 

施策４：競輪事業収益の確保 

農林水産政策 

施策１ 農林業の振興 

施策２ 水産業の振興 

企業立地政策 

施策１ 企業立地の推進 

活力あふれる国際都市 

第１章 

 
都市像 

１ 
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政 策 名 

 観光商工政策 

施策１：観光の振興 

施策２：地場企業の振興 

施策３：ふるさと納税制度の推進 

施策４：競輪事業収益の確保 

 

望まれる姿 

人や財が流入・交流する活力ある産業のまち 

 

部局の使命 

将来にわたって活力ある地域社会を支える地場産業を支援し、地域資源を活かした産業

づくりと交流人口の拡大を進め、活力と賑わいにあふれるまちづくりの実現を目的として

います。 

 

政策の指標 

 

社会指標 
現状値 

（平成 29 年度） 
目指す方向 

市内総生産（第 2次・第 3次産業） 
718,483 百万円

（平成 27年度） 
→ 

 

 

問題点の整理 

●日本人観光客は、人口の減少とレジャーの多様化等に伴い、今後大幅に減少することが見

込まれています。 

 

●市内企業の持続的かつ安定的な経営が、少子高齢化、人口減少の進行に伴う人手不足と国

内市場の縮小等により、困難になりつつあります。また、総じて市内企業の保有する設備は、

老朽化しており、生産効率が低くなっています。 

 

●商店街における商品販売額は、商圏人口の減少やネット通販など消費行動の多様化等に

伴い、加速度的に減少することが見込まれます。特に地域商店街は、売り上げ減少等に伴い

事業の承継が困難となり、空き店舗が増加しています。 
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●「させぼ産品（伝統的工芸品を含む）」は、総じて認知度が高いとは言えず、販売額が伸

び悩んでいます。 

 

●市内中小企業は、福利厚生等を含めた雇用環境の整備の遅れや、多様な働き方への対応が

要因の一つとなり、新規学卒者をはじめとした生産年齢人口の市外流出が続いており、今後、

人手不足が更に加速することが見込まれています。 

 

●多くの自治体がふるさと納税に対する返礼品として、観光・物産商品を贈っており、自治 

体間の競争が激化しています。 

 

●ナイター競輪、ミッドナイト競輪の開催等により、車券売上及び事業収益は堅調に推移し 

ているものの、Ｇグレードの車券売上は全国的に減少傾向にあります。 

 

問題解決の方向性 

●観光客の実態に係るデータの収集と分析を行い、関係機関との連携した地域資源のさら

なる磨き上げと情報発信、誘致活動を展開することで、国内外から本市を訪れる観光客数と

観光消費額の増加につなげます。 

 

●業種を問わず、ＩＴやＡＩなどの利活用をはじめ、生産効率の高い設備の導入に向けた取

組、人材育成や事業承継などの経営課題の解決に向けた取組を支援します。また、起業化や

新分野進出、事業拡大など、ニーズに即した随時効果的な支援を行うとともに、ＩｏＴやＩ

Ｔ分野などにおいて先駆的に取り組む創業者や企業の誘致に向けた取組を進めます。 

 

●魅力ある個店の創出等を促進することで、魅力ある商業集積の形成を図るとともに、観光

需要やＥＣなどの域外需要の取込を促進します。 

 

●特産品の認知度向上に向けた情報発信と販路拡大の支援に取り組むとともに、魅力ある

新たな「させぼ産品」の創出やブランド力の向上に向けた取組を支援し、販売促進に取り組

みます。 

 

●市内事業者の働き方改革への取組と多様な働き方への対応を促進します。 

 

●ふるさと納税制度を活用し、インターネットやカタログ等でのＰＲを行うことで、購買力 

の高い都市圏における認知度向上を図り、本市特産品等の販売額向上につなげていきます。 

 

●適正・安全な競輪の開催により車券売上と収益の確保に努め、一般会計への安定的な繰出 

しを行います。 
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施策 １：観光の振興 

 

[ 施策の目的 ] 

国内外の多くの観光客が本市の魅力を体感し、観光消費により地域経済が活性化するこ

とを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

観光消費額 
124,185 

百万円 
  

 
 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●本市の観光の魅力を体験し、市内外に発信するとともに、観光客に対しては、おもてなし

の心で接しています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●地域資源の活用による観光消費の拡大 

本市を代表する観光地である西海国立公園で、世界で最も美しい湾クラブに加盟した九

十九島とハウステンボスに加え、世界文化遺産「黒島の集落」や、２つの日本遺産「鎮守府」

と「三川内焼」をはじめとした本市の魅力的な地域資源の更なる磨き上げと情報発信、誘致

活動を関係機関と連携して行うことで、国内外からの交流人口の増加を図り、観光消費額の

拡大に繋げます。 

 

●国内外から選ばれる観光地づくり 

水族館や動植物園など本市観光施設の整備や、「住んでよし、訪れてよし」の観光地域づ

くりを進めるとともに、「九十九島」と「海風の国」のブランド化を進めることで、首都圏

を始めとした全国から選ばれる観光地を目指します。 

また、海外からの観光需要を本市に取り込むため、各国の旅行ニーズに応じた観光情報の

発信を、長崎県内や北部九州、海外の関係機関と連携し実施することで、訪日観光客の増を

図ります。 

 

●オール佐世保の受入体制 

官民一体となったオール佐世保の受入体制のもと、クルーズ船客を含む観光客をおもて

なしの心で受入れます。 

 

[ 民間の役割 ] 

●日本版ＤＭＯである公益財団法人佐世保観光コンベンション協会は、本市の観光資源・地

検討中 
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域資源の磨き上げを行うとともに、ブランド観光地域づくりを推進します。 

また、ビッグデータ等を活用した誘致戦略に基づき、効果的な情報発信と観光客誘致を行

います。 

 

●ハウステンボス株式会社やさせぼパール・シー株式会社など民間観光関連事業者は、施設

の魅力アップとサービス向上などによる顧客満足度の向上を図ることで、佐世保観光の魅

力向上とリピーター獲得に繋げます。 

 

●多くの観光客が訪れるイベントや、地域の行事や祭りなどの実施団体は、市民主導で自立

したイベントとして創り育て、交流人口の増加に繋げます。 

 

●宇久町観光協会やＮＰＯ法人黒島観光協会などの地域団体は、公益財団法人佐世保観光

コンベンション協会などと連携し、世界文化遺産など地域資源を活用した観光地域づくり

に努め、離島エリアや各地域への誘客に取り組みます。 

 

[ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ] 

●共通するコンセプトを持った自治体の観光情報を共有し、共同のマーケティングプロモ

ーションを実施するため、科学的なアプローチと専門人材投入による現状分析を行い、ター

ゲットを明確にしたインバウンドセールスを行います。 

 

●日本版ＤＭＯである公益財団法人佐世保観光コンベンション協会の基盤整備と機能を強

化し、圏域内への周遊観光を促進します。 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

九十九島の昼景 九十九島の夕景 
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施策 ２：地場企業の振興 

 

[ 施策の目的 ] 

地場企業の経営基盤の安定と強化が進むとともに、市民が安定して働くことができる環

境を整えることで、地域経済が活性化することを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

利益を上げた企業の

割合 
43.6％ 44.4％ 45.2％ 46.0％ 46.8％ 

 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●企業が生み出す製品や、地場産品に愛着と誇りを持ち、地産地消と地域内循環に配慮して

います。 

 

●地元で働く意思を持ち、自己の能力向上に努めています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●経営基盤の強化・企業経営の安定 

経済情勢を踏まえて中小企業の資金ニーズに対応した制度融資を行うとともに、少子高

齢化の進行や雇用形態の多様化など、中小企業を取り巻く経営環境の変化により事業承継

などの新たに生じた課題解決に向けた取組や、企業における人材のスキルアップや技術・技

能の承継に向けた取組への支援を行うことで、企業の新陳代謝を図るとともに、経営基盤の

強化を促進し、経営の安定を図ります。 

 

●生産性向上と新たな付加価値の創出 

企業の生産効率向上や新たな事業展開に向けた取組や、市場ニーズを踏まえた新製品開

発や新たな販路開拓への取組への支援を行うことで、企業の生産性向上と新たな付加価値

の創出を促進します。 

 

●新規創業・新分野進出等支援 

創業や新分野への進出への支援や、ＩＴ・ＡＩの活用に向けた取組等への支援を行うため、

大学や高専などの高等教育機関との連携を進めるとともに、産業支援センターの充実を図

り、企業の事業拡大と競争力強化を図ります。 

 

 

（目標値-現状値）÷期間＝（50-43.6）÷8＝0.8％/年で設定。 
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●魅力ある商業集積の形成 

商工会議所や民間まちづくり組織と連携し、魅力ある個店を創出・集積させることで地域

の価値を引き上げ、さらなる商業者の流入を促し、魅力ある商業集積を形成します。また、

観光需要、インターネット販売等による域外需要の取込を視野に入れた取組を推進します。 

 

●「させぼ産品」の販売促進 

「させぼ産品」（伝統的工芸品を含む）の認知度向上に向けた情報発信、魅力ある商品の

開発やブランド確立のための取組と販路拡大を進めることで、「させぼ産品」の販売促進

を図ります。 

 

●多様な働き方への対応支援 

若者の定着と、女性、高年齢者、外国人など、多様な人材の活躍の場の整備促進と市内事

業者の働き方改革への取組を支援することで、労働環境の変化への対応を図ります。 

 

 [ 民間の役割 ]  

●地場銀行や県保証協会など金融機関等は、本市制度融資への協力や各社独自の金融の取

組により地場企業の資金調達等の円滑化を図り、企業経営の安定化と経営基盤の強化に加

え、地域経済の活性化を支援することが望まれます。 

 

●佐世保商工会議所や佐世保市北部商工会、宇久町商工会など専門的知見を持つ産業支援

機関は、中小企業の抱える経営課題解決や経営基盤強化に向けた支援や競争力強化への支

援等を行うことにより経営の安定と企業活動の活性化に努めます。 

 

●大学や高専など高等教育機関は、各機関が有する専門的知見をもとに連携し、市と一体と

なって創業や企業におけるＩＴ・ＡＩの活用や、学生によるイベント開催、調査業務など市

内産業の全体的な活性化に向けた支援に努めることが望まれます。 

 

●一般社団法人佐世保物産振興協会は、「させぼ産品」のＰＲと販路拡大に取り組みます。 

 

●商店街組織等やまち元気協議会は、買い物環境の整備やイベントを行うことで商業の活

性化を推進することが望まれます。 

 

●民間のまちづくり組織は、エリアマネジメントをはじめとしたまちづくりの手法を研究・

実践することで、まちなかの活性化を推進することが望まれます。 

 

●市内事業者は企業の維持・拡大に努めるとともに、働き方改革や多様な人材の雇用への取

組に努めることが望まれます。 

 

●公益財団法人佐世保市中小企業勤労者福祉サービスセンターは、市内中小企業等の福利

厚生増進を支援します。 
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[ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ] 

●佐世保市産業支援センターの広域利用を促進し、関係市町と連携して創業者や地場企業

等の支援を行います。 

 

●圏域内の道の駅が連携し、情報発信など共同事業を実施することで、道の駅の認知度向上

と観光客をはじめとする来訪者の増加を図ります。 

 

●圏域内の連携市町と共同物産展等を開催し、特産品の認知度向上と販売額向上を支援し

ます。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商業販売額の推移 

640,899 637,126
593,598

633,892
691,647

0
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（資料）経済産業省「商業統計調査」、総務省「経済センサス」

（百万円）

製造品出荷額等の推移 

198,290

169,281 163,373 163,251

184,843
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200,000
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平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

（資料）経済産業省「工業統計調査」、総務省「経済センサス」

（百万円）
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施策 ３：ふるさと納税制度の推進 

 

[ 施策の目的 ] 

本市特産品の認知度と販売額の向上を目指し、ふるさと納税による寄附額増加を目的と

しています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

ふるさと納税制度に

よる寄附額 
18.9 億円 22 億円 23 億円 24 億円 25 億円 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●本市のふるさと納税や地場産品について、市外の親せきや友人等にＰＲをしています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●本市特産品等の認知度及び販売額向上 

本市の旬の特産品等の情報発信など、本市の特産品等のＰＲを積極的に行うことで、ふる

さと納税による寄附額の増加及び本市特産品の販売額向上につなげていきます。 

また、他自治体との競合が激化しているなか、魅力的な返礼品開発を行うとともに、ウェ

ブ上での商品の魅せ方などについての事業者セミナーを開催するなど、返礼品の競争力の

強化を図ります。 

  

●寄附金は、寄附者の意向を基に活用し、地域の活性化につなげるとともに、寄附金の使い

道についても公表していきます。 

 

[ 民間の役割 ] 

●一般社団法人佐世保物産振興協会や公益財団法人佐世保観光コンベンション協会等は、

返礼品の発送管理等を適正・迅速に行い寄附者の満足度向上に努めます。 

 

●返礼品を提供する事業者は、適正・迅速に寄附者へ返礼品を送付するとともに、寄附者に

選ばれる商品開発等に努めるとともに、培ったノウハウを自社のマーケティング活動に活

かすことが望まれます。 
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施策 ４：競輪事業収益の確保 

 

[ 施策の目的 ] 

 競輪事業から一般会計へ安定的に繰出すため、競輪収益を確保することを目的としていま

す。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

競輪事業の事業収益

額 

525,840 

千円 

340,000 

千円 

340,000 

千円 

240,000 

千円 

240,000 

千円 

（前年度繰越金は含まない） 

[ 施策の方向性 ] 

●事業収益の向上 

 競輪事業の運営について包括委託を行い、受託事業者と連携し競輪開催業務の適正・確実

かつ効率的な運営を行うとともに、ハード・ソフトの両面におけるお客様満足度向上を図り、

事業収益を向上させ一般会計への安定的な繰出しに努めます。 

 

[ 民間の役割 ] 

●公益財団法人ＪＫＡは、市と連携し安全・公正な競走を実施します。 

 

●競輪選手会は、日々の訓練により選手個々の競技力向上を図るとともに、場内場外での

様々なイベントについて積極的に企画・参加し、競輪競技の認知度向上と競輪ファンの拡

大に取り組みます。 

 

 

 

          

 

佐世保競輪場 
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政 策 名 

 農林水産政策 

施策１：農林業の振興 

施策２：水産業の振興 

 

望まれる姿 

 魅力ある「産品」と元気な農林水産業のまち 

 

部局の使命 

 地域の特色を生かした「産品」と、元気な「担い手」の育成による、農林水産業の 

活性化を目的としています。 

政策の指標 

 

社会指標 
現状値 

（平成 29 年度） 
目指す方向 

市内総生産（第１次産業） 12,601 百万円※1 → 

  ※1平成２７年度長崎県の市町民経済計算 

 

問題点の整理 

●農村部では、都市部より高齢化や人口減少が進行していることから、農業の担い手が不足

しており、生産基盤の整備や一定規模の産地形成が困難になっています。 

 

●漁村部では、都市部より高齢化や人口減少が進行していることから、漁業の担い手が不足

しており、漁場環境の維持や一定規模の操業が困難になっています。 

 

問題解決の方向性 

●生産基盤の整備、産品の生産性と品質向上による産地の強化など、農業所得の向上を図り、 

「儲かる農業」の仕組みを確立することで、新規就農者など担い手の確保につなげます。 

 

●生産基盤、漁場環境の整備、水産資源の維持、操業の効率化などによって漁業所得の向上 

を図り、「儲かる水産業」の仕組みを確立することで、新規就業者など担い手の確保につな

げます。 
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施策 １：農林業の振興 

 

[ 施策の目的 ] 

儲かる仕組みをつくり、ひとを呼び込む農林業の実現を目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

新規就農者数 10 人※2 10 人 10 人 10 人 10 人 

認定農業者１人あた

りの生産額※3 
2,026 万円 2,058 万円 2,091 万円 2,124 万円 2,158 万円 

農山村の持つ地域資

源の維持・継承面積※4 
1,518ha 1,510ha 1,510ha 1,510ha 1,510ha 

※2 平成 25～29 年度平均値 

※3 認定農業者の生産額（作物毎の（生産面積×基準単収）合計額）／認定農業者数 

※4 多面的機能支払交付金事業対象面積 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●地域が生み出す農林畜産品を推奨します。 

 

[施策の方向性 ] 

●新規就農者の確保 

ＵＪＩターン人材などを活用し、就農支援策を講じることで新規就農者の確保を図りま

す。さらに、働きやすい環境づくりと経営の法人化を推進し、次代の農業担い手の育成・確

保を図ります。 

 

●生産性と品質の向上による農業者の所得向上 

経営資源の集約、ＩｏＴなどを活用した生産基盤の整備による効率化を図り、生産性の向

上を推進します。あわせて、地域の特性に適合した品種の導入や高付加価値なブランド産品

の生産を推進し、各産品の品質向上に加え、国内外での販路拡大に取り組むことで農業者の

所得向上を図ります。 

 また、安定した流通のために卸売市場（青果・花き・食肉）の活性化を図るとともに、農

作物の被害防止等を図るための有害鳥獣対策に取り組みます。 

 

●農山村の持つ多面的機能を有する地域資源の適切な維持・継承 

地域農業の共同活動組織や森林活動団体との連携により、持続可能な営農を支える、ため

池などの農業基盤の整備及び、森林施業など多様な取り組み活動を推進します。 

また、集落営農組織や農作業受託組織など、地域農業を支える団体の設立を推進します。 
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[ 民間の役割 ] 

●ＪＡは、行政と情報を共有し、新規就農者の掘り起しを積極的に行います。 

また、営農指導の充実による品質の向上と経営規模の維持・拡大を推進し、加えて多様な

販売チャネルを開拓することにより、組合員の所得向上に努めます。 

 

●土地改良区は、農業・農村の有する地域資源の適切な管理と農業担い手への農地集積を図 

ります。 

 

●森林組合は、森林所有者及び本市と連携を図りながら、適切な森林整備に努めます。 

 

[ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ] 

●国内外での農産物販路拡大のための、情報発信拠点（サイト・動画）の設置と、消費者・

バイヤー向けイベントを開催します。 
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[ 施策の目的 ] 

儲かる仕組みをつくり、ひとを呼び込む水産業の実現を目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

新規就業者数 11 人※5 11 人 11 人 11 人 11 人 

漁業者※6１人あたりの

漁獲高 
993 万円 1,013 万円 1,034 万円 1,055 万円 1,077 万円 

※5 平成 25～29 年度平均値 

※6 漁協組合員（法人経営体を含む） 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●地域が生み出す水産品を推奨します。 

 

[施策の方向性 ] 

●新規就業者の確保 

ＵＪＩターン人材などを活用し、就業支援策を講じることで新規就業者の確保を図りま

す。さらに、働きやすい環境づくりと経営の法人化を推進し、次代の漁業担い手の育成・確

保を図ります。 

 

●生産性の向上による漁業者の所得向上 

漁港などの生産環境の充実、ＩｏＴなどを活用した新規設備導入による操業の効率化に

加え、国内外での販路拡大に取り組むことで、漁業者の所得向上を図ります。さらに、漁業

経営の多角化、産地加工並びに、新種苗導入による養殖漁業の推進等により漁業経営の安定

を図ります。 

また、安定した流通のために水産市場の活性化を図るとともに、消費者意識に高まりのあ

る「食の安全・安心」に対応するため、高度衛生管理の実現に向け取り組みます。 

 

●水産資源の維持及びそれを育む漁場環境の適切な保全 

放流技術や、付加価値の高い種苗の研究・開発と、放流種苗の生産拡大のため、水産セン

ターの機能強化・充実に取り組み、水産資源の維持増大を図ります。また、地域漁業活動組

織との連携による、藻場や干潟など、漁場環境の回復を図ります。 

 

[ 民間の役割 ] 

●漁協は、行政と協力し藻場や干潟の回復の取り組みを積極的に行うとともに、漁場の資源

施策 ２：水産業の振興 
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管理や、新種苗の導入による養殖漁業などの取り組みを推進します。 

また、経営指導を推進し、加えて多様な販売チャネルを開拓することにより、組合員の 

所得向上に努めます。 

 

[ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ] 

●国内外での水産物販路拡大のための、情報発信拠点（サイト・動画）の設置と、消費者・

バイヤー向けイベントを開催します。 

 

●水産センターを活用し、栽培漁業の推進による水産資源の維持・確保のため、関係市町へ

の「余剰種苗の提供」から「計画生産」に移行し、種苗供給の安定化を目指します。 

 

●新規就漁者等への研修（着業後の技術支援等）や、若年漁業従事者等の交流（親睦、情報

交換）、新規就漁者等への情報提供（中古漁船情報等）を行います。 

 

●各市町が実施している栽培漁業（種苗放流）及び漁場環境調査等を共同して実施すること

で、接続する漁場全体の生産環境改善および漁業者の所得向上を図ります。 
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政 策 名 

 企業立地政策 

施策１：企業立地の推進 

 

 

望まれる姿 

 雇用を生み出す魅力と活力のあるまち 

  

部局の使命 

 製造業及びオフィス系企業など魅力ある雇用を生み出す企業立地を実現させ、市外への

人口（特に若年層）流出抑制及びＵＪＩターンによる流入増加を図ることを目的としていま

す。 

 

政策の指標 

 

社会指標 
現状値 

（平成 29 年度） 
目指す方向 

就職率※ 45.0% → 

  就職率＝佐世保公共職業安定所管内における求職者に対する就職件数の割合 

 

問題点の整理 

●本市の生産年齢人口は、一定の規模を推移しながらも緩やかに減少していますが、特に、

20 歳から 24 歳の年代において転出超過の状況が顕著に見受けられます。 

また、本市の有効求人倍率は 1.54 倍※と高い水準で推移しているものの、事務系求職者

に限定すると 0.54 倍※と低い状態です。 

※有効求人倍率：平成 30 年 11 月時点 

 

問題解決の方向性 

●製造業の受け皿となる佐世保相浦工業団地へ新卒者を含めた若者の採用や UJI ターンに

よる採用など、本市地方創生の推進に大きく寄与するような製造業の企業立地を早期に実

現します。 

また、オフィス系企業についても、既存企業の事業拡張を含めた誘致活動を行い、事務系

求職者の雇用の場を創出します。 
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施策 １：企業立地の推進 

 

[ 施策の目的 ] 

新たな企業が立地し、立地企業がさらなる投資を行うことで、魅力ある雇用環境が創出・

拡大されることを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

立地企業の 

新規雇用計画人数 
2,451 人 3,150 人 3,350 人 3,550 人 3,600 人 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●仕事への関心と働く意欲を持っています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●多様な就労の場の確保 

魅力ある企業の立地実現のため、県・長崎県産業振興財団との連携を密にし、対象業種の

「選択と集中」による効率的な企業誘致活動を展開していきます。 

また、立地が期待されるオフィス系企業の受け皿については、民間が行うオフィスビル整

備について支援を行うことで確保していきます。 

 さらに、立地企業の操業（採用）支援などアフターフォローを充実させ、立地企業のさら

なる投資に繋げていきます。 

 

[ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ] 

●圏域内で人材確保策などの連携を図り、企業誘致を推進していきます。 

 

 

            
 



61 
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ひ と 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども未来政策 

 施策１ 母子保健の推進と安心な育児環境の充実 

施策２ 地域での子どもと子育ての支援 

施策３ 幼児教育・保育の充実 

教育政策 

施策１：学校教育の充実 

施策２：豊かな心を育むまちづくり 

施策３：生涯学習・生涯スポーツの充実 

育み、学び、認め合う「人財」育成都市  
都市像 

２ 

第２章 
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政 策 名 

子ども未来政策 

施策１：母子保健の推進と安心な育児環境の充実

施策２：地域での子どもと子育ての支援 

施策３：幼児教育・保育の充実 

 

望まれる姿 

子どもを安心して産み、楽しく育て、子どもが健やかに成長できるまち 

 

部局の使命 

 子どもが一個の人格として尊重され、最善の利益を享受しながら、健やかに成長できるこ

とを目的としています。 

 

政策の指標 

 

社会指標 
現状値 

（平成 29 年度） 
目指す方向 

合計特殊出生率 

※１５から４９歳までの女性の年齢別出生率を合計した値 

1.71 

H20～H24 調査分 

※最新はH31.2公表予定 

↗ 

子ども女性比 

※０から４歳人口(男女計)を１５から４９歳女性人口で除した値 

0.22942 

※H30.1.1 時点 
↗ 

 

問題点の整理 

●子どもや子育て家庭を支えてきた地域社会における子育て機能の低下を受け、妊娠、出産、

子育て等の面で市民ニーズが多様化しており、特に多くの市民が子育てに係る経済的負担

を感じています。また、児童虐待について、市民の意識の高まりなどから、虐待に係る相談

や通告等が増加する傾向にあります。 

 

●身近な地域に相談できる相手がおらず、助け合う機会も少なくなっていることから、子育

て家庭が孤立し、その負担感が増大しています。また、子どもの放課後における生活をめぐ

っては、核家族化の進展や女性の社会進出等の変化に伴い、その過ごし方が多様化し、居場

所について、ニーズの高まりとともに、質の確保も求められています。 
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●保育所の待機児童について、平成 17年度から年度当初には発生していないものの、年度

途中において解消するまでには至っていない状況にあります。また、ライフスタイルや就業

形態等が多様化する中、幼児教育・保育へのニーズもきめ細やかなものに変化しています。 

一方、乳幼児期は人格形成の基礎を培う大事な時期であることから、幼児教育・保育におい

て、質の確保が重視される傾向にあります。 

 

問題解決の方向性 

●安心して妊娠、出産、子育てができるよう切れ間のない支援を行うとともに、児童虐待の 

未然防止等の観点から、育児不安の軽減に資する様々な取組みを推進します。 

また、市民の利便性等を考慮した各制度の適切な運用を通じ、子育て家庭への経済的支援

の充実を図ります。 

 

●地域における子育て支援の充実を図るとともに、子どもと子育てに関して、地域全体で支 

え合う環境づくりを推進します。 

 

●幼児教育・保育における量の確保と質の向上に取り組むとともに、市民ニーズに応じた多 

様な事業・サービスの展開を図ります。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計特殊出生率の推移 
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佐世保市 長崎県 全国

（資料）●●●

佐世保公園 きららパーク 
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施策 １：母子保健の推進と安心な育児環境の充実 

 

[ 施策の目的 ] 

保護者が安心して妊娠・出産・子育てができ、子どもが健やかに成長できるようにするこ

とを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

乳幼児健康診査受診率 94.9％ 96％ 96％ 96％ 96％ 

乳幼児福祉医療費 

受給資格の認定率 
98.3％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

 

 [ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●母子の健康管理や育児不安の軽減等に資する各種支援について、日頃から情報の収集に

努めるとともに、必要に応じた適切な利活用を図りながら、子どもの健やかな成長を支えて

います。 

 

 [ 施策の方向性 ] 

●妊娠・出産等に関する知識の普及 

 幼児期から思春期における健康教育や啓発活動等を通じ、妊娠・出産等に関する医学的・

科学的に正しい知識の普及を図ります。 

 

●母子への切れ目ない支援と育児不安の軽減 

地域で孤立することなく、安心して妊娠、出産、子育てができるよう、子育て世代包括支

援センター（ままんちさせぼ）を中心に、子どもや子育てに関する様々な相談に対応します。    

また、関係機関と連携・協力しながら、子どもや保護者の状況を把握し、虐待が疑われる

事案の早期発見に努めるとともに、必要時の個別ケース会議の開催を通じて、子育て家庭が

抱える様々な問題への対応を協議し包括的な支援を実施することにより、児童虐待の未然

防止を図るなど育児不安の軽減に資する様々な取組を行います。 

 

●子どもの療育と発達支援 

 障がいや発達に心配のある子どもに対する療育支援にあたり、子ども発達センターを中

心に、保健・福祉・医療・保育・教育分野等における関係機関との連携を図るとともに、必

要に応じて、子どもの通う保育所・幼稚園や学校等の訪問による施設支援等を行います。 

 

●経済的支援の充実 

子育て家庭の経済的支援の充実のため、児童手当や児童扶養手当、福祉医療費について適
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切に制度を運用するとともに、周知・広報の強化による制度に関する認知度の向上を図りま

す。 

また、子育てワンストップサービスの活用等を通じ、各制度の事務手続きの簡素化・効率

化を進めるとともに、市民にとって利便性の高い支援を行います。 

 

[ 民間の役割 ] 

●産科や小児科などの医療機関や助産師会、民生児童委員、地域の子育て支援の関係団体等

は相互に連携することで、妊娠期から切れ目のない包括的なサポート体制で支援を行いま

す。 

 

[ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ] 

●子ども発達センターが中心となり、療育関係者による各種学習会等の開催を通じ、能力や

スキルの向上を図りながら、圏域における療育環境の改善につなげます。 

 

 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「佐世保市子育て応援」ロゴマーク 
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施策 ２：地域での子どもと子育ての支援 

 

[ 施策の目的 ] 

 子育て家庭が、地域で支えられながら楽しく子育てできるようにすることを目的としてい

ます。 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

地域子ども・子育て支援事業

の平均利用回数 
40.9 回 47 回 48 回 49 回 50 回 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●身近にいる子どもに関心を持ってふれ合い、地域の親睦を深めながら子どもを育てる活

動を進めています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●地域における子育て支援の充実 

 地域における子どもと子育ての支援を進めるため、保育所等に通っていない乳幼児とそ

の保護者が相互に交流等を行う地域子育て支援センター、子育て等の援助を受ける方とそ

の援助を行う方との相互援助活動をコーディネートするファミリーサポートセンター等の

事業を推進します。 

 また、子育て講演会の開催等を通じ、地域で子どもや子育てを支えようとする市民意識の

醸成を図ります。 

 

●地域における子どもの健全育成 

放課後児童クラブの運営等による子どもの健全育成に資する居場所づくりを図るととも

に、各種団体や関係機関等の連携強化等の面で様々な取組を進めます。 

また、天候の影響を受けることなく子どもと保護者が楽しく遊べる「屋内遊び場」を官民

連携のもとで名切地区の公園内に整備し、運営することにより、子ども・子育てを通じ人が

集い、繋がり合う場の創出を図ります。 

 

[ 民間の役割 ] 

●町内会等の地域関係団体及び子どもの育成に関わりのあるボランティア団体、ＮＰＯ法

人などは、身近にいる子どもに関心を持ち、体験学習の機会を提供するなど、子どもを育て

る活動を積極的に進め、子育てに係る地域コミュニティの輪を広げるよう努めます。 

 

[ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ] 

●ファミリーサポートセンター事業に係る会員養成講座やスキルアップ研修会等について、
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圏域内の自治体間で相互に受講できる環境を整備し、会員の資質向上を図るとともに、講習

会の開催を通じ、事業の立ち上げに資する必要なサポートを行います。 
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施策 ３：幼児教育・保育の充実 

 

[ 施策の目的 ] 

子どもが充実した幼児教育・保育サービスを受けられ、また、保護者が子育てと仕事を両

立できるようにすることを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

保育所待機児童数 

(１０月１日現在) 
21 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

幼児教育・保育の量の確保率

（幼児教育・保育の見込み量

に対する入所者数の割合） 
99.8％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●幼児教育・保育に係る各種サービスについて、日頃から情報の収集を行うとともに、子育

てと仕事の両立など、状況に応じて適切な利活用を図っています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●幼児教育・保育における量の確保と質の向上 

 幼児教育と保育の充実のため、国による無償化等の影響を考慮しながら、幼稚園や保育所、

認定こども園等の需要に対して、定員の拡充や保育士等の確保を通じ、必要な供給量を確保

します。 

また、幼児教育センターを中枢として、幼児教育・保育全般に関する調査・研究を行うと

ともに、幼稚園教諭・保育士に対する各種研修・講座の開催等を通じ、幼児教育・保育の質

の向上を図ります。 

 

●幼児教育・保育における多様な事業・サービスの展開 

共働き家庭の増加や多様な就労形態など幼児教育・保育を取り巻く環境の変化に応じて、

延長保育、一時預かり、病児保育等に係る市民ニーズに対応できる体制を整えながら、様々

な事業・サービスを展開します。 

 

[ 民間の役割 ] 

●幼児教育・保育を行う施設等は、需要に対する供給量の確保や幅広いニーズに対応するな

ど、利用する市民の立場を考慮したきめ細やかな支援を行います。 

特に、幼児教育・保育における質の向上のための取組については積極的に推進します。 
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[ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ] 

●圏域における病児・病後児保育施設について、各自治体の居住者が相互に利用できる環境

を整備することにより、利用者のニーズに配慮したサービスの提供を図ります。 

 

●幼児教育センターが中心となり、教職員向けの研修や市民向けの講演会等について、圏域

内の自治体間で連携して開催することにより、圏域における乳幼児教育・保育のさらなる質

の向上につなげます。 
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政 策 名 

 教育政策 

施策１：学校教育の充実 

施策２：豊かな心を育むまちづくり 

施策３：生涯学習・生涯スポーツの充実 

望まれる姿 

 学校教育及び社会教育を充実し、誰もが生涯を通じ、あらゆる場で学び、支え合うことが

できるまち 

部局の使命 

 学校教育や生涯学習環境の場において、子ども達を含む市民が生涯を通じて自らが学び、

文化、スポーツ等に親しむことができる環境の充実を図ることにより、生きがいに満ちた暮

らしを実現します。 

政策の指標 

 

社会指標 
現状値 

（平成 29 年度） 
目指す方向 

市民１人あたりの生涯学習に関わった回数 8.5 回／人 8.9 回／人 

 （生涯学習事業への参加、生涯学習拠点及び拠点スポーツ施設の利用者数／佐世保市人口） 

 

問題点の整理 

●これからの時代を生きる力、次代を切り開く力の育成に向けた教育の質の向上、また、教

育と社会の連携強化による個人と社会の不断の成長が課題です。 

 

●核家族化や少子高齢化等の社会情勢の変化により、子どもを取り巻く環境が変化して、他

者への関心の低下や子どもを健やかに育む地域の連携や支援等が希薄化（弱体化）していま

す。 

 

●生涯学習の場や機会に関する情報提供が十分でないことから、生涯学習への市民意識の

高まりや学習成果の活用が活性化されていない状況にあります。 

また、スポーツ施設及びスポーツ活動のサポートが十分に対応できていません。 

 

問題解決の方向性 

●よりよい学校教育を通してよりよい社会を創るという理念を共有し、学校・家庭・地域が

一体となった教育の充実を推進します。 
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●学校・家庭・地域が連携し社会全体で、豊かな心や人間性と社会性を育む地域の教育力を

高め、青少年の健全育成活動や体験学習活動等を推進します。 

 

●市のホームページや公民館や図書館、少年科学館等の施設において、積極的に生涯学習の

情報や市民ニーズ・地域課題の解決に応じた学習機会や場の提供に努め、また地域の関係団

体との連携を図ることで学習活動の啓発、学習機会や情報の提供に努め、市民の自己実現や

地域の問題を解決していく契機となる生涯学習に寄与していきます。 

市民がスポーツ（する人、観る人、支える人）に親しめる環境づくりを推進します。 
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施策 １：学校教育の充実 

 

[ 施策の目的 ] 

児童・生徒が、夢と志を持ち、可能性に挑戦するために必要な力（確かな学力、豊かな心、

健やかな体）を身につけ、変化の激しいこれからの社会を主体的・創造的に生き抜くことが

できるよう、学校・家庭・地域が一体となった教育の充実を図ることが目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

全国学力調査結果 

（全国に対する本市の達成率） 
95.2 98.2 99.2 100.2 101.2 

体力・運動能力調査結果 

（全国に対する本市の達成率） 
98 99.1 99.4 99.7 100 

全国学習状況調査児

童生徒質問紙結果 

（「人の役に立つ人間になりたい

と思いますか。」に対する肯定値） 

100 100.9 101.2 101.5 101.8 

 

[ 施策の方向性 ] 

●確かな学力及び体力の向上 

各学校の創意工夫や地域特性を生かした学校経営ビジョンに基づく、特色ある学校づく

りを推進するとともに、客観的データに基づいた授業改善に努め、児童・生徒の学力及び体

力の向上を図ります。また、研究・研修事業の充実を図り、教職員の資質を向上させること

により、児童・生徒の学力の向上及び生涯にわたって運動に親しむ資質や能力の育成につな

げます。 

 

●豊かな心を育む教育の充実 

全教育活動を通じて行う道徳教育の充実と、家庭や地域との連携を重視した心の教育を

推進することにより、生命尊重、思いやり、郷土愛をはじめとする道徳性の涵養を図り、児

童・生徒の豊かな人間性と社会性の育成に努めます。 

 

●新しい時代に求められる資質・能力の育成 

新学習指導要領に基づいた教育実践を徹底するとともに、社会の現状や 2030 年以降の変

化（技術革新、グローバル化の進展、雇用環境の変化等）に対応した教育及び環境整備 ICT

利活用のための基盤の整備等に努めることにより、変化の激しいこれからの社会を主体的・

創造的に生き抜く力を育みます。 
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●時代のニーズに合った新しい学校の創造 

 学習環境を維持するための適切な学校規模、持続可能な学校施設の更新、学校と地区自治

協議会との関わりといった輻輳する課題を、総合的、複合的に検討し、今の時代に合った新

しい学校へと再編していきます。  
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施策 ２：豊かな心を育むまちづくり 

 

[ 施策の目的 ] 

学校・地域・家庭が一体となって、市民一人ひとりが社会に対して主体性を持ち、思いや

りのある活動（行動）ができる意識の醸成を目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

放課後子ども教室に

携わった大人の人数 
11,445 人 11,500 人 11,500 人 11,500 人 11,500 人 

健全育成事業への参

加者数 
18,523 人 20,250 人 20,500 人 20,750 人 21,000 人 

 

[ 施策の方向性 ]  

●学校・地域・家庭・行政の連携促進 

子どもたちを地域で見守り心豊かに育むため、学校・家庭・地域が連携・協力し、安全で

豊かな放課後の時間を実現するための放課後子どもプランの充実に努めるとともに、青少

年育成関係者への研修や支援等を行うことにより、子どもたちを健やかに育む地域の教育

力の向上を図ります。 

 

●青少年の健全育成 

青少年健全育成を行う団体への支援を通じて、地域での啓発活動や環境浄化活動に携わ 

る市民の関心を醸成するとともに、青少年を取り巻く環境に目を配りながら、非行・犯罪の

未然防止のための補導（愛のひと声）を地道に行うと共に、事件・事故に巻き込まれないた

めの見守りを実施していきます。 

また、「心豊かな人」「明るく住みよいまち」を創造していくために、佐世保徳育推進会議

との協働により青少年をはじめとした市民全体への啓発事業に取り組み、思いやりの心や

規範意識等の醸成といった徳育の推進を図っていきます。 

 

 [ 民間の役割 ] 

●地域住民等の放課後子ども教室の運営委員会等への幅広い参画を得て、地域の特性に応

じた活動展開により、子どもたちに多様な見守りや学習、体験・交流の機会と場を提供す

ることが望まれます。 

 

●佐世保市青少年育成連盟等には、青少年育成への関心を喚起する啓発活動の実施や青少

年育成に関わる団体や関係者を対象とした講演・研修の実施により、実態に即した青少年の

健全育成活動を行っていきます。 
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●佐世保徳育推進会議は、フォーラムの開催や広報紙の発行、徳育推進カレンダーの作成・

配布等の本市の徳育啓発のための取り組みを行います。 
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施策 ３：生涯学習・生涯スポーツの充実 

 

[ 施策の目的 ] 

地域のつながりや豊かな郷土を作るために、多くの市民が生きがいをもって生涯学習（ス

ポーツ含む）に取り組むことができる環境を充実させることを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

生涯学習事業への参

加者数 
94,653 人 107,300 人 109,300 人 111,300 人 113,300 人 

生涯学習拠点施設の

利用者数 
1,517,258 人 1,503,100 人 1,505,100 人 1,507,100 人 1,509,100 人 

拠点スポーツ施設の

利用者数 
518,871 人 522,000 人 523,000 人 524,000 人 525,000 人 

 

[ 施策の方向性 ] 

●生涯学習の環境整備 

市民が自らの意思で生涯にわたり学び続けることのできる学習の「場」（公立公民館、市

立図書館、少年科学館等）や「情報」（主催講座や講演会、体験活動、地域の社会教育活動

等）の提供や周知を図ります。 

 

●生涯学習の充実 

生涯学習の拠点の充実と、市民の関心の高い講座や地域の問題解決のための講座など、多 

様な講座の実施により、受講者の自己実現を支援するとともに、地域の課題解決に主体的に

取り組む人材の育成を図ります。 

 また、本市の特性と資源を活かしグローバル人材の育成と都市アイデンティティの確立

のため、「英語で話せる街させぼ」プロジェクトを構成する諸事業を展開します。 

 

●歴史文化の保存・活用・継承 

郷土の歴史・文化を今に伝える文化遺産（有形・無形文化財、伝統文化等）を市民共有の

財産として適切に保存し、後世へ継承していくため、文化財の調査・整備、伝統文化の顕彰・

支援等を推進し、生涯学習などへの活用を図ります。また、郷土の文化遺産に対する市民の

関心を喚起し、保護意識の醸成を図るため、ホームページでの情報発信や市民向け講座等学

習機会の提供を図ります。 

 

●生涯スポーツの充実 

市民が日ごろからスポーツ（する・みる・ささえる）に触れる機会を充実させるために、
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施設管理者や公益財団法人佐世保市体育協会体育と連携して、スポーツ団体、大会情報及び、

スポーツボランティア等の情報について積極的な情報発信を行います。 

 

 [ 民間の役割 ] 

●市民が自ら学んだことを披露・発表することで学習の成果の周知と生涯学習の啓発を図

るとともに、自らの住む地域の特性や問題等への関心を喚起することに繋がることが望ま

れます。 

 

●自ら学習を行う市民が集い、サークルが創設され、生涯学習活動が一層活性化することが

望まれます。 

 

●指定管理者及び公益財団法人佐世保市体育協会は、市民がスポーツに触れる機会を充実

させるため、広く情報を発信するなど、スポーツに関する情報の提供を推進します。 
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ま ち 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市政策 

 施策１ 居住誘導の推進 

施策２ 地域の特性に応じた都市機能の向上 

施策３ 市営住宅の計画的な整備 

施策４ 都市部における都市公園の機能の充実  

水道政策 

 施策１ 水の安定供給の推進 

 施策２ 公共下水道の普及推進と安定処理 

土木政策 

 施策１ 暮らしと成長を支える道路ネットワークの充実 

 施策２ 命を守る斜面地・浸水対策の推進 

 

西九州を牽引する創造都市  
都市像 

３ 

第３章 
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環境政策 

 施策１ 環境保全活動の推進 

 施策２ ごみの減量化と適正処理の推進 

港湾政策 

 施策１ 交流・物流を支えるみなとづくり 
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政 策 名 

 都市政策 

施策１：居住誘導の推進 

施策２：地域の特性に応じた都市機能の向上 

施策３：市営住宅の計画的な整備 

施策４：都市部における都市公園の機能の充実 

 

望まれる姿 

人口減少・少子高齢化社会において都市機能を維持できるまち 

～コンパクト・プラス・ネットワーク型都市構造の実現～  

部局の使命 

人口減少、少子高齢化社会においては、居住や都市機能の集積による「密度の経済」の発

揮を通じて、住民の生活利便性の維持・向上、サービス産業の生産性向上による地域経済の

活性化、行政サービスの効率化等による行政コストの削減などが重要であり、その実現のた

めの都市政策の推進を目的としています。 

 

政策の指標 

 

社会指標 
現状値 

（平成 29 年度） 
目指す方向 

都市部（都市核、地域核、生活核等）におけ

る人口密度 

44 人/ha → 

（40 人/ha※） 

  ※40 人/ha…国土交通省策定の都市計画運用指針によるもの 

問題点の整理 

●都市機能や居住区域の拡がりを許容するまちづくりを続けていくと、人口密度が低く拡

散した都市となってしまい、少ない人口で多くの公共施設の維持管理などの費用を負担す

ることになり、サービス効率の低下が懸念されます。 

 

●近年、人口減少・少子高齢化など社会情勢が大きく変化しており、斜面地等の既成住宅地

においては、防災面や住環境面など様々な課題を抱えております。 

また、中心市街地においては、一定の都市機能の集積は図られているものの、戦後、建築

された建物の耐震性や老朽化、細分化された土地の有効活用などの課題が顕在化してきて

おります。 

 

●昭和３０年代から高度成長期に建設された多数の市営住宅が、老朽化による更新時期を
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迎えています。 

 

●都市公園を安全で快適な憩いの場として市民へ提供することが重要でありますが、公園

施設の老朽化や公園数の増加等により、都市公園における適切な維持管理が難しい状況で

あります。 

 

問題解決の方向性 

●コンパクトでまとまった市街地のなかで効率よく都市活動を営むために、都市部におい

て適正に居住誘導を図ります。 

 

●各々の拠点（核）において、地域の実情を踏まえた上で、将来のまちの姿を見据えながら、

近年の社会情勢の変化やまちづくりにおける各地域の特性に応じて、都市機能の向上を図

ります。 

 

●人口の減少等の公営住宅需要を適切に見通した市営住宅長寿命化計画により、建替えに

よる集約や計画的な修繕を推進します。 

 

●都市公園において、利用者に安全で快適に利用していただくために、施設再編や長寿命化

計画による改修などを行い、機能充実を図ります。 
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施策 １：居住誘導の推進 

 

[ 施策の目的 ] 

佐世保市都市計画マスタープラン※等のまちづくり計画により、適正に都市部への居住誘

導を図ることを目的としています。 

 

※佐世保市都市計画マスタープラン…都市計画法に基づき、土地利用や道路、公園などの都市計画に関す

る基本的な方針を示すもの。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

都市部（都市核、地域

核、生活核等）におけ

る建築件数割合 

84% 84% 85％ 85％ 86％ 

  ※都市部における新築件数÷全区域における新築件数×100（％） 

都市部へ居住を誘導するかを示すものであり、戸建て・共同住宅・長屋住宅を対象と

している。 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●居住誘導に対する意識を持ち、各種の活動に参加しています。 

 

[ 施策の方向性 ]  

●持続可能なまちを目指した居住誘導の推進 

 都市の現状と課題をふまえ、人口減少の中にあっても一定のエリアにおいて人口密度を

維持することにより、生活サービスや地域コミュニティが持続できるように、あわせて防災

上安全な区域を考慮した居住誘導区域等を設定します。また、そのエリアへ居住の誘導や医

療、福祉、公共施設などの都市機能誘導の推進を図り、将来においても市民が安心して快適

に生活できるような、まちづくりを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  連携する政策・施策（コンパクト・プラス・ネットワークに向けた施策） 

 ●コンパクトなまちづくりへの対応は… 

＜ 都市政策 ＞  

施策 1 居住誘導の推進 ⇒ ●持続可能なまちを目指した居住誘導の推進 

施策 2 地域の特性に応じた都市機能の向上 ⇒ ●都市機能の向上 
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●安全・安心な居住環境の維持 

 老朽化による倒壊、屋根瓦などの飛散による被害防止のための老朽危険家屋の適正管理

や、大規模地震の発生可能性を勘案した建築物の耐震化について、普及啓発や必要に応じて

助言や指導を行いながら、安全で安心な居住環境の維持を目指します。  

 

●空き家の適正管理の促進、活用 

空き家は良好な居住環境を阻害している一因となっているため、所有者が第一義的には

責任を持って管理すべきものであるとした上で、所有者、民間団体、行政が連携を図りなが

ら、空き家の発生抑制や活用を促すための周知啓発に努め、適切に管理されていない空き家

等については、必要に応じ助言や指導を行います。    

また、居住誘導を進めるために、効率的に空き家の活用や改修等を支援していきます。 

 

●景観形成の推進 

佐世保らしい美しく魅力ある景観づくりのため、景観計画や景観条例、屋外広告物条例の

運用をとおして、建築物や屋外広告物等の景観誘導を図ります。特に本市の景観上重要な地

域については、その特性に応じた重点景観計画を策定し、地域住民との協働による景観資源

の保全、活用を推進します。また、景観講座や景観賞等の啓発活動を継続し、景観に対する

市民の意識醸成を図ることで、まちの魅力の発見、創造を促し、まちの活性化による居住誘

導を図ります。 

 

●国土調査法※に基づく地籍の明確化 

地籍（土地の地番、地目、境界、面積、所有者）を明確化することで、土地に係る行政活

動や経済活動に寄与し、居住誘導を促進します。 

※国土調査法…国土の実態を科学的かつ総合的に調査することを目的として制定された法律。 

 

  ●拠点間をつなぐネットワークは… 

＜ 土木政策 ＞  

施策 1 暮らしと成長を支える道路ネットワークの充実 

 ⇒ ●広域道路ネットワークの強化 

   ●地域と連携した生活道路ネットワークの強化 

＜行政経営＞ 

経営 1 的確な分析による戦略的な行政経営の推進 

   ⇒ ●乗合バスの維持 

     ●交通不便地区対策の推進 

●離島航路の維持及び利便性向上 
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施策 ２：地域の特性に応じた都市機能の向上 

 

[ 施策の目的 ] 

まちづくりにおける各地域の特性に応じて、都市機能の向上を図ることを目的としてい

ます。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

まちづくり実施地区

における世帯数 
5,600 世帯 5,300 世帯 5,200 世帯 5,100 世帯 5,000 世帯 

※国土技術政策総合研究所「将来人口・世帯予測プログラム」（ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ 1.3）を用いた計算結果を加工して算出 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●地域の特性に応じた地域主体のまちづくり活動に参加しています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●都市機能の向上 

 斜面密集地においては、防災性の向上や老朽家屋の建替え促進につなげるため、まちづく

り協議会との協働により、地域に求められる道路等の都市基盤の整備を進めます。 

また、都市核・地域核など市民生活の拠点地域においては、各々の特性や役割に応じた都

市機能を誘導すると共に、地元のまちづくり活動への支援により都市機能の向上を図りま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  連携する政策・施策（コンパクト・プラス・ネットワークに向けた施策） 

 ●コンパクトなまちづくりへの対応は… 

＜ 都市政策 ＞  

施策 1 居住誘導の推進 ⇒ ●持続可能なまちを目指した居住誘導の推進 

施策 2 地域の特性に応じた都市機能の向上 ⇒ ●都市機能の向上 
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 ●拠点間をつなぐネットワークは… 

＜ 土木政策 ＞  

施策 1 暮らしと成長を支える道路ネットワークの充実 

 ⇒ ●広域道路ネットワークの強化 

   ●地域と連携した生活道路ネットワークの強化 

＜行政経営＞ 

経営 1 的確な分析による戦略的な行政経営の推進 

   ⇒ ●乗合バスの維持 

     ●交通不便地区対策の推進 

●離島航路の維持及び利便性向上 
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施策 ３：市営住宅の計画的な整備  

 

[ 施策の目的 ] 

市営住宅の需要を見通し、適切な整備及び管理を行うことにより、居住環境の向上を図る

ことを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

建替計画に係る住宅

の集約率 
95% 96% 96% 97% 97% 

   ※2040 年の目標管理戸数÷各年度の管理戸数×100（％） 

 

[ 施策の方向性 ] 

●市営住宅長寿命化計画に基づく整備及び修繕 

市営住宅の老朽化や人口減少による住宅の需要を鑑みて、旧市内は計画修繕による維持

管理を中心に、北部地域は生活核等に近い場所への建替えによる集約を目指します。 

 

 

            

  

大黒２番館 
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施策 ４：都市部における都市公園の機能の充実  

 

[ 施策の目的 ] 

都市部における公園を安全で快適な憩いの空間として提供することを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

都市部（都市核、地域

核、生活核等）におけ

る公園整備率（％） 

0% 12.7% 19.1% 30.0% 42.7% 

 ※長寿命化計画に基づく実施率（％） 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●公園を憩いと交流の場として利用するとともに、清掃や巡視・点検など日常的な公園の愛

護活動に参加しています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●都市公園の機能の充実 

 都市公園は、運動やレクリェーション、憩いの場としての役割のほか、催しや子育て環境

の向上、災害時の避難場所など、公園の特性に応じた様々な用途を果たす場所であることか

ら、公園施設の安全性確保と機能保全、予算の平準化を図るために維持管理方針を定めた長

寿命化計画に基づく改修や施設再編などを行い、都市部における都市公園の機能の充実に

努めます。 

 

●都市公園の利用の促進 

四季折々の花木やイベント、施設紹介など魅力ある情報を、市ホームページなどを活用し

て情報発信し、都市公園の利用促進を図ります。 

 

[ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ] 

●名切地区において、中心市街地の賑わいの創出や、多様な世帯の交流を育む憩いの空間

を提供し、また、自然環境や起伏を活かした子どもも大人も楽しめる公園整備を行いま

す。 

 

●俵ヶ浦半島において、九十九島等の自然景観を眺望できる観光公園として整備を行いま

す。 
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政 策 名 

 水道政策 

施策１：水の安定供給の推進  

施策２：公共下水道の普及推進と安定処理 

 

望まれる姿 

 上下水道を通じて快適に生活できるまち 

 

部局の使命 

公営企業として経済性を発揮しつつ、清浄にして豊富低廉な水の供給および下水道の整

備を通じて、公衆衛生の向上と生活環境の改善、都市の健全な発達に寄与することを目的

としています。 

 

政策の指標 

 

社会指標 
現状値 

（平成 29 年度） 
目指す方向 

水の安定供給日数 364 日 ↗ 

生活排水処理率（公共下水道） 52.8％ ↗ 

※水の安定供給日数 

・・・渇水及び事故その他の要因に伴う断減水（影響世帯数 100 戸以上） 

の発生件数が 0件の日数 

 

※生活排水処理率（公共下水道） 

・・・佐世保市民のうち生活排水処理（公共下水道・合併浄化槽等）において、公共下

水道により処理を行っている人口の割合 

 

問題点の整理 

●水を安定して供給するために必要な水源が慢性的に不足しており、本市の最重要課題の

一つとなっています。 

また、水道施設は戦前または終戦直後の軍港水道時代に造られたものが多いことと、起伏

が激しい地形に起因して他都市よりも多くの施設を有していることから、それらが今後更

新時期を迎えることで、水道事業にかかる施設の更新需要は増大する見込みとなっていま

す。 
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●公衆衛生の向上や都市の健全な発達を図るために、公共下水道の整備を推進しているも

のの、普及が遅れている状況です。 

また、下水道施設は整備着手から約 70年が経過しており、今後段階的な老朽化の進行が

予見されます。 

 

問題解決の方向性 

●水源不足の早期解消を目指すとともに、今後増大する更新需要に対し健全な経営を持続

させるため、施設のライフサイクルコストの低減やリスク管理を行いながら費用の平準化

を図り、水道施設の計画的な更新及び再構築を行います。 

 

●未普及地域の公共下水道の整備を推進するとともに、施設の状態を長期的に予測しなが

ら重要度及び健全度を踏まえた下水道施設の計画的な維持管理等を行います。 
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施策 １：水の安定供給の推進 

 

[ 施策の目的 ] 

安全安心な水を安定して供給することを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

主要な水道管の 

事故発生割合 

（基幹管路の事故割合） 

2.1 件 2 件以下 2 件以下 2 件以下 2 件以下 

※基幹管路の事故割合 

・・・基幹管路（導水管・送水管・配水本管）100 ㎞あたりの年間事故件数の割合 

目標値（2件以下）は過去 3年間の平均値。 

 

   

                                            出典：厚生労働省 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●宅地内の水道管および水道機器を適切に管理しています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●石木ダムの建設促進 

水源不足の抜本的解決策として、県及び川棚町とともに石木ダムの早期完成に向けて最

大限の努力をします。 
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●水道施設の整備及び水質の確保 

水道施設については、優先度に基づき計画的に更新や再構築及び維持管理を行うととも

に、適切な水質管理を行います。 

 

●危機管理体制の充実 

事故等のリスクに迅速かつ的確に対応できるよう、災害応急体制や危機管理体制を適宜

見直すとともに、これに合わせた危機管理マニュアルを整備して、危機対応力の向上を図り

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

石木ダム完成イメージ図 

  連携する政策・施策（防災・減災に向けた施策） 

 ●災害の総合的な対応は… 

＜ 防災危機管理政策 ＞  

施策 1 災害や緊急事態に対応できる体制の充実強化 

⇒ ●総合的な防災・危機管理体制の確立 

  ●地域における防災体制の強化 

  ●市民への防災情報の発信 

  ●大規模災害発生時の対応 

 ●災害のための訓練や発生した場合の救助活動は… 

＜ 消防政策 ＞  

施策１ 消防体制の充実強化 ⇒ ●自然災害による被害の軽減 

●災害発生時の上下水道は… 

＜ 水道政策 ＞  

施策１ 水の安定供給の推進 ⇒ ●危機管理体制の充実 

施策 2 公共下水道の普及推進と安定処理 ⇒ ●危機管理体制の充実 
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 ●災害のための備蓄は… 

＜ 市民生活政策 ＞  

施策 2 安全安心施策の推進 ⇒ ●災害時用備蓄品の確保 

●災害危険箇所の情報提供や対策の実施は… 

＜ 土木政策 ＞  

施策 2 命を守る斜面地・浸水対策の推進  

⇒ ●災害危険箇所の危険度に応じた対策の実施 

   ●住民に対する危険箇所情報の提供 
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施策 ２：公共下水道の普及推進と安定処理 

 

[ 施策の目的 ] 

快適な暮らしができるよう公共下水道の普及を推進し、安定した下水処理を継続するこ

とを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

佐世保市全体の人口

に対して公共下水道

が整備された区域に

住む人口の割合 

57.6％ 61.9％ 63.2％ 64.4％ 65.7％ 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●住んでいる区域の下水道整備が完了した際には、早期に下水道に接続しています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●公共下水道の普及推進 

 将来の都市像を見据えながら、公共下水道の早期整備を推進します。また、公共下水道の

整備が完了した区域については、接続促進に努めます。 

 

●下水の安定処理 

 施設の健全度等を客観的に把握・評価したうえで長期的な施設の状況を予測し、計画的な

維持管理等を行うとともに、処理水の適切な水質管理を行います。 

 

●危機管理体制の充実 

事故等のリスクに迅速かつ的確に対応できるよう、災害応急体制や危機管理体制を適宜

見直すとともに、危機管理マニュアルを整備して、危機対応力の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   連携する政策・施策（防災・減災に向けた施策） 

 ●災害の総合的な対応は… 

＜ 防災危機管理政策 ＞  

施策 1 災害や緊急事態に対応できる体制の充実強化 

⇒ ●総合的な防災・危機管理体制の確立 

  ●地域における防災体制の強化 

  ●市民への防災情報の発信 

  ●大規模災害発生時の対応 



96 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ●災害のための訓練や発生した場合の救助活動は… 

＜ 消防政策 ＞  

施策 1 火災や自然災害対策の推進 ⇒ ●自然災害による被害の軽減 

●災害発生時の上下水道は… 

＜ 水道政策 ＞  

施策１ 水の安定供給の推進 ⇒ ●危機管理体制の充実 

施策２ 公共下水道の普及推進と安定処理 ⇒ ●危機管理体制の充実 

●災害のための備蓄は… 

＜ 市民生活政策 ＞  

施策 2 安全安心施策の推進 ⇒ ●災害時用備蓄品の確保 

●災害危険箇所の情報提供や対策の実施は… 

＜ 土木政策 ＞  

施策 2 命を守る斜面地・浸水対策の推進  

⇒ ●災害危険箇所の危険度に応じた対策の実施 

   ●住民に対する危険箇所情報の提供 
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政 策 名 

 土木政策 

施策１：暮らしと成長を支える道路ネットワークの充実 

施策２：命を守る斜面地・浸水対策の推進 

望まれる姿 

安全で便利な社会インフラの整備と維持により安心して快適に暮らせるまち 

 

部局の使命 

拠点間を連絡する道路ネットワークをはじめ、市民の日常生活や地域経済活動を支える

道路ネットワークを充実させることにより、西九州させぼ広域都市圏の中核として活力あ

るまちづくりを推進し、快適に暮らせる街をつくることを目的としています。 

また、激甚化・頻発化する気象災害などから市民の生命を守るための安全な社会インフラの

整備や災害の危険箇所を周知することで、安全で安心なまちをつくることを目的としてい

ます。 

 

政策の指標 

 

社会指標 
現状値 

（平成 29 年度） 
目指す方向 

道路による都市間速達性の確保率 計測中 ➚ 

土木施設の老朽化に伴う事故死亡者数ゼロ 0 → 

水害・土砂災害による死亡者数ゼロ 0 → 

 

問題点の整理 

●本市においては、「国際旅客船拠点形成港湾」指定に伴う佐世保港の整備により、多くの

クルーズ船の寄港を目指しており、クルーズ観光客の観光バス等の増加が見込まれる中、九

十九島の「世界で最も美しい湾クラブ」加盟認定や「黒島の集落」を含む世界文化遺産、「鎮

守府」と「三川内焼」の２つの日本遺産などの観光資源の活用、さらには特定複合観光施設

（IR）の導入を目指していることなど、特に本市の観光産業を取り巻く環境は大きな変化が

見込まれ、今後、交通需要が拡大すると考えられます。 

また、国防体制の強化を図るための防衛施設の新たな整備や、新たな企業立地に伴う交通

需要の変化も考えられます。 

併せて、依然残されている主要渋滞箇所など、道路の問題が市民の日常生活に影響を及ぼ

しています。 
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今後、高度経済成長期以降に整備された数多くの道路施設の老朽化が一斉に進み、施設機

能を維持するための必要経費が高まっていく一方で、対応するための予算には限りがあり

ます。 

 

●近年、雨の降り方が局地化・集中化・激甚化しており、IPCC（国連気候変動に関する政府

間パネル）の報告書にも示されているように、今後も極端な降水がより強く、より頻繁とな

る可能性が非常に高く、これまで想定していなかった災害が発生する恐れが高まっていま

す。 

 

問題解決の方向性 

●国道・県道を中心とした広域道路ネットワークの構築による移動円滑化を図り、利便性向

上と経済活動の活性化を支えます。また、市道の改良・修繕・維持については、限られた行

政資源（ヒト・モノ・カネ）のバランスが取れた施策の推進を図り、計画的かつ効果的に進

めます。 

 

●急傾斜地や河川などの災害危険箇所については、危険度に応じた計画的かつ効果的な対

策を進めるとともに、住民が危険を認知するためのハザードマップを作成、配布し、活用を

促しながら、災害から住民の生命を守る安全な環境を作ります。 
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施策 １：暮らしと成長を支える道路ネットワークの充実 

 

[ 施策の目的 ] 

広域的な移動や市民の日常生活を支える道路ネットワークの強化により移動円滑化を図

ること、また、安全で快適な道路環境を維持することを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

道路整備プログラム

に基づき課題が解決

された箇所数 

 

（累計） 
22 箇所 33 箇所 41 箇所 48 箇所 

健全性診断区分Ⅳ（最

も悪い「緊急措置段

階」）の道路施設ゼロ 

5 箇所 0 箇所 0 箇所 0 箇所 0 箇所 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ]   

地区自治協議会を通じて道路に関する地域課題の解決手法や優先度に関する整理、用地

などの整備環境の整理を行政と協力して進めています。また、道路の異常についての情報を

行政に伝えることや美化・清掃活動を通じて道路を大切に使っています。 

 

[ 施策の方向性 ]  

●広域道路ネットワークの強化 

本市および連携中枢都市圏である周辺地域を含め、経済活性化や市民の日常生活の利便

性向上、救急活動及び災害時の避難などのための広域道路ネットワークの強化に向け、国や

県と連携しながら移動時間を短縮し、安全に通行するために必要な道路整備（西九州自動車

道の整備促進や地域高規格道路「東彼杵道路」の計画段階評価着手、クルーズ拠点形成にか

かる道路整備など）を計画的かつ効率的に進めます。 

●地域と連携した生活道路ネットワークの強化 

多様化・高度化・多量化する生活道路へのニーズに対し、財政的な制約や老朽化対策が必

要な既存施設の増加とのバランスを図る必要があるため、要望に順次対応する従来の方法

ではなく、地域からのニーズに効率的に応えるべく改良する箇所を選択し、計画的な道路整

備を行う５年間の道路整備計画（道路整備プログラム）を策定しています。この道路整備プ

ログラムに基づき、課題（優先度）の整理や用地関係などの整備環境の整理を地区自治協議

会と協働しながら行い、計画的かつ効果的な対策を進めます。 
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～道路整備プログラムの説明～ 

地域からの要望 → 整備候補箇所の選定 

↓ 

ソフト対策による課題解決 ― 道路改良による課題解決（優先順位） 

  連携する政策・施策（コンパクト・プラス・ネットワークに向けた施策） 

 ●コンパクトなまちづくりへの対応は… 

＜ 都市政策 ＞  

施策 1 居住誘導の推進 ⇒ ●持続可能なまちを目指した居住誘導の推進 

施策 2 地域の特性に応じた都市機能の向上 ⇒ ●都市機能の向上 

●拠点間をつなぐネットワークは… 

＜ 土木政策 ＞  

施策 1 暮らしと成長を支える道路ネットワークの充実 

 ⇒ ●広域道路ネットワークの強化 

   ●地域と連携した生活道路ネットワークの強化 

＜行政経営＞ 

経営 1 的確な分析による戦略的な行政経営の推進 

   ⇒ ●乗合バスの維持 

     ●交通不便地区対策の推進 

●離島航路の維持及び利便性向上 
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●安全で快適な道路環境の維持 

老朽化する道路施設（橋梁・トンネル）を適切に維持管理し安全な施設運用を図るため、

計画的な点検（施設及び付属物の変状・異常を発見しその程度を把握する）、診断（点検や

調査結果により把握した変状・異常の程度を判定区分※に応じて分類する）、措置（施設の機

能や耐久性を回復させるために補修等の対策や監視、通行規制などを行う）、記録（点検・

調査結果、健全性の診断結果、措置又は措置後の確認結果などについて適時記録する）とい

ったメンテナンスサイクルの着実な実施を行います。 

※判定区分については以下のとおり 

Ⅰ：健全な状態 

Ⅱ：予防保全段階で、措置を講ずることが望ましい状態 

Ⅲ：早期措置段階で、５年以内に早期の措置を講ずることが望ましい状態 

Ⅳ：緊急措置段階で、通行止めや緊急に措置を講ずるべき状態 

市管理の施設において、橋梁については健全性診断区分Ⅳの段階が１施設あり、トン

ネルについては平成３０年度までに閉鎖又は補修工事を完了しているためⅣ段階の施

設はありませんが、今後のメンテナンスサイクルの着実な実施によりⅣ段階の施設がな

い状態を保ち、安全な施設運用を行います。 

 

●道路空間の適切な管理と柔軟な運用 

快適な道路空間の維持・創出のため、道路の適切な管理をしっかりと進めるとともに、地

域による草刈除草や道路空間の美化を進めるボランティアサポートを通して地域の協力に

よる道路環境の維持・向上を進めます。 

また、近年、道路沿線の賑わいづくりや価値向上につなげるため、道路空間の民間利活用

を進めるなどの柔軟な運用が全国的に進められていることを受け、主体となる市民ととも

にその可能性を研究しながら柔軟な運用を進めます。 

 

[ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ]   

●圏域全体との連携を可能とする交通ネットワークの強化を図っていきます。 
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施策 ２：命を守る斜面地・浸水対策の推進 

 

[ 施策の目的 ] 

局地化・集中化・激甚化する降雨災害に対し、危険度に応じた計画的かつ効果的な対策を

実施し、災害から住民の生命を守ることを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

急傾斜地崩壊対策事

業により保全される

人家戸数 

4,129 戸 4,431 戸 4,762 戸 5,170 戸 5,636 戸 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●危険箇所の把握などを通して日頃から防災意識を高め、万が一の際には迅速に避難でき

るようにしています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●災害危険箇所の危険度に応じた対策の実施 

急傾斜地や河川などにおける災害危険箇所については、箇所の現状や周辺の土地利用の

状況などを考慮し、施設整備による防災・減災対策に取り組みます。 

急傾斜地については、地元要望のうち採択基準を満たし関係者の合意形成が整った場合

に、急傾斜地の崩壊を防止するためコンクリート構造物等などによる保護を行い、実施の際

は、被災履歴や被害想定人家戸数、斜面の高さなど危険箇所の危険度に応じた計画的かつ効

果的な対策を実施します。 

また、河川については、地元要望や現地調査に基づき、緊急性の高い箇所から計画的な対

策を実施します。 

 

●住民に対する危険箇所情報の提供 

近年では、雨の降り方が局地化・激甚化している現状を踏まえ、施設の能力を上回ること

も想定しソフト対策による防災・減災への取り組みの強化が求められており、特に、河川に

ついては、浸水想定区域の指定に係る対象降雨が拡充されるなど、気象災害への対策の強化

が急務となっています。 

このことを受け、急傾斜地や河川について、気象災害に対する災害危険箇所や災害予報等

の伝達方法、避難場所等を示すハザードマップを整備し、危険箇所の把握と可視化を図り、

市民に情報提供を行うことで避難誘導体制の充実を図ります。 
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●既存施設の老朽化対策 

既存の急傾斜施設や河川施設について、その機能が適正に発揮されるよう、適切な点検・

修繕といった既存施設の老朽化対策により、防災・減災に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

   連携する政策・施策（防災・減災に向けた施策） 

 ●災害の総合的な対応は… 

＜ 防災危機管理政策 ＞  

施策 1 災害や緊急事態に対応できる体制の充実強化 

⇒ ●総合的な防災・危機管理体制の確立 

  ●地域における防災体制の強化 

  ●市民への防災情報の発信 

  ●大規模災害発生時の対応 

 ●災害のための訓練や発生した場合の救助活動は… 

＜ 消防政策 ＞  

施策 1 火災や自然災害対策の推進 ⇒ ●自然災害による被害の軽減 

●災害発生時の上下水道は… 

＜ 水道政策 ＞  

施策１ 水の安定供給の推進 ⇒ ●危機管理体制の充実 

施策 2 公共下水道の普及推進と安定処理 ⇒ ●危機管理体制の充実 

●災害のための備蓄は… 

＜ 市民生活政策 ＞  

施策 2 安全安心施策の推進 ⇒ ●災害時用備蓄品の確保 

●災害危険箇所の情報提供や対策の実施は… 

＜ 土木政策 ＞  

施策 2 命を守る斜面地・浸水対策の推進  

⇒ ●災害危険箇所の危険度に応じた対策の実施 

   ●住民に対する危険箇所情報の提供 
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政 策 名 

 環境政策 

施策１：環境保全活動の推進 

施策２：ごみの減量化と適正処理の推進 

 

望まれる姿 

自然と快適な生活が共存するまち 

 

部局の使命 

廃棄物の適正処理による生活環境保全と公衆衛生の確保を図るとともに、環境によい行

動を自ら選び取り組む「環境市民」を育成することで、持続可能な循環型のまちづくりを行

うことを目的としています。 

 

政策の指標 

 

社会指標 
現状値 

（平成 29 年度） 
目指す方向 

温室効果ガス削減率（2013 年度比） ▲8.8％ ↘ 

 

問題点の整理 

●本市の温室効果ガス排出量は、家庭や自家用車からの排出割合が全国より高い傾向にあ

り、家庭での省エネ行動の浸透が十分ではありません。 

また、大気、水質等の環境基準は概ね達成しているものの、公害苦情は一定件数発生して

おり、下水道や浄化槽の普及率は全国や長崎県の平均を下回っています。 

これら経済活動や家庭生活などの影響により、自然環境の悪化が懸念されます。 

 

●家庭系・事業系ともにごみの量は、全般的に減少傾向にあるものの、減少率は鈍化してい

ます。 

また、ごみの排出状況としては、適切な分別やリサイクルが完全には行われておらず、不

適正排出及び不適正処理が散見されます。 
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問題解決の方向性 

●市民一人ひとりが環境に配慮した暮らしを実践するとともに、環境保全の重要性に気づ 

き、考え、それぞれの立場に応じて自発的・積極的に環境に配慮した行動をとることができ

る「環境市民」を育てるため、佐世保市環境基本計画の重点プロジェクトとして位置づけて

いる「させぼエコプラザ」を拠点とした情報発信と環境教育のプロジェクト「SASEBO“e”

PROJECT」を推進します。 

また、環境汚染を防止するため、大気、水質、事業場等の監視指導や下水道未整備地域での

浄化槽設置の普及に努めます。 

 

●ごみの減量のため、市民や事業者に対して、４Ｒ（リフューズ、リデュース、リユース、

リサイクル）の周知・徹底を図るとともに、適正排出及び適正処理に関する周知・指導を行

います。 

 また、ごみ処理を安定的に行うため、運転計画により施設運営を引き続き行い、適正かつ

効率的な運転に努めます。 

 

※SASEBO“e”PROJECT 

市民・市民団体・事業者の積極的な参加や協働を促し、エコライフ推進のための情報発信や市民活動の支

援、地域や学校での環境教育の推進に重点的に取り組むもの。 

 

※４Ｒ 

・リフューズ（Refuse）……ごみになるものを断る 

・リデュース（reduce）……ごみになるものを減らす 

・リユース（Reuse）……ものをそのまま再利用する 

・リサイクル（Recycle）……原材料に戻して再生利用する 
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施策 １：環境保全活動の推進 

 

[ 施策の目的 ] 

市民や事業者による環境に配慮した行動の実践を通して、良好な環境を保全することを

目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

一世帯当たり年間電

力消費量（kWh） 
5,778 kWh 5,553 kWh 5,529 kWh 5,505 kWh 5,481 kWh 

環境基準達成率 

大気（NO2、SO2） 

水質（BOD、COD） 

100% 100% 100% 100% 100% 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●自然と共存して発展する持続可能な社会の重要性を認識し、それぞれの立場に応じて、環

境に配慮した行動や環境保全活動への参加を自発的、積極的に実践しています。 

 

[ 施策の方向性 ]  

●環境教育・環境学習の推進 

温暖化防止、省エネ、ごみ減量、希少野生生物保護などの各種環境問題に対して、市民や

事業者が理解を深め、具体的な環境行動を実践する「環境市民」を育成するため、「させぼ

エコプラザ」を拠点として環境教育や環境学習を推進します。 

 

●地球温暖化対策の推進 

温室効果ガスの削減目標を達成するため、地球温暖化防止活動推進センターや近隣市町

と連携して啓発活動を推進し、温室効果ガスの排出抑制を図ります。 

また、市の事務事業から排出される温室効果ガスを率先して削減するため、環境マネジメ

ントシステムによる効果的な温暖化対策を実践します。 

 

●自然環境の保全 

良好な自然環境を維持保全するため、市民団体や九十九島ビジターセンターなどと連携

して、希少野生動植物の生息状況等の把握や保護対策を推進するとともに、自然観察会等の

イベントを通して、自然とのふれ合いの場の創出や自然環境保全意識の向上を図ります。 

 

●環境負荷の低減 

市内の大気や公共用水域等の常時監視、事業者への監視指導を進めるとともに、市民負担
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軽減策の実施による下水道未整備地域への浄化槽の設置促進や監視指導による維持管理の

適正化を図り、大気汚染、水質汚濁、騒音等の環境負荷の低減に努めます。 

 

[ 民間の役割 ]  

●町内会等住民自治組織や環境保全活動を行う NPO 等市民団体は、市や各種団体が行う環

境学習や環境イベントに協力し、市民の環境意識の醸成に取り組むことが望まれます。 

 

●事業者は、大気汚染、水質汚濁、騒音等の排出抑制や自然環境への配慮など、環境保全対

策に主体的に取り組むとともに、省エネ設備機器や環境マネジメントシステムを導入し、温

室効果ガスの排出抑制、省エネの推進、ごみの減量を推進することが望まれます。 

 

[ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ]  

●環境保全活動の推進において、圏域内自治体が連携しながら環境啓発イベントや啓発広

報等の事業実施に向け検討していきます。 

 

※NO2 工場や事業所のボイラ（重油、都市ガス等）、自動車のエンジン（ガソリンや軽油等）などで発生した一

酸化窒素が大気中で酸化されて生成されるもので、酸性雨や光化学キシダントなど、大気汚染の原因

物質になるといわれている。 

※SO2 石油、石炭等を燃焼したときに含有される硫黄(Ｓ)が酸化されて発生するもので、高濃度で呼

吸器に影響を及ぼすほか、森林や湖沼などに影響を与える酸性雨の原因物質になるといわれて

いる。 

※BOD 生物化学的酸素要求量(Biochemical Oxygen Demand)。水の汚濁の状況を、水中の汚濁物質

（有機物）が微生物によって酸化分解されるときに必要とされる酸素の量で表したもの。環境

基準では、河川の汚濁指標とされ、数値が高いほど、汚濁が著しいことを示している。 

※COD 化学的酸素要求量(Chemical Oxygen Demand)。水の汚濁の状況を、水中の汚濁物質（主とし

て有機物）を酸化剤で分解するときに消費される酸素の量で表したもの。環境基準では、海域

及び湖沼の汚濁の指標とされ、数値が高いほど、汚濁が著しいことを示している。 

 

 

  

 

海域での水質検査 させぼエコプラザ開所式 
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施策 ２：ごみの減量化と適正処理の促進 

 

[ 施策の目的 ] 

日常生活や事業活動を通じて発生する廃棄物の減量化や適正処理及び安定した処理を目

的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

ごみの一人1日あたり

の排出量 
986g 986g 985g 985g 985g 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●ごみの排出を抑制するため、商品を購入する際は、ごみになるものを断り、ごみを減らし

ています。ごみの排出の際は、再利用や再生利用に必要な排出基準に従い分別しています。 

 

 [ 施策の方向性 ]  

●ごみ減量リサイクルの推進 

  市域のごみ処理について基本的な事項を定めた「ごみ処理基本計画」に基づき、循環型

のまちづくりの推進を図ります。特に家庭系ごみの２段階有料化制度については、市民の意

見を踏まえて、より理解を得られる制度にするための検証を行います。 

 

●ごみの適正処理の推進 

 ごみの不法投棄をはじめとする不適正処理を未然に防止するため、説明会の開催やイン 

ターネット等を使った、積極的な情報提供を行います。 

 さらに、事業者に対しては、収集運搬許可業者を含め、産業廃棄物と一般廃棄物の区分や 

適正な処理方法について、周知徹底と指導を行います。 

 

●ごみの適正排出に関する啓発指導 

  家庭から排出された不適正ごみについては、排出エリアごとに重点的な指導啓発を行い 

ます。また、事業系ごみの減量化推進のため、展開検査や事業者への訪問指導を強化して 

いきます。 

 

●効率的で安定した一般廃棄物の収集・運搬 

家庭から排出される「燃やせるごみ」・「燃やせないごみ」・「資源物」については、ステー 

ション方式による収集を行い、粗大ごみについては、戸別有料方式により収集を行うこと

で、効率的で安定したごみの収集・運搬に努めます。 

 また、事業系ごみ及びし尿等については、許可制度を通じて、安定的かつ確実な収集・
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運搬に努めます。 

 

●効率的で安定した一般廃棄物処理 

継続的に安定した一般廃棄物の処理を行うため、各処理施設の運営においては、適正・安

全かつ効率的な運転に努めます。 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ごみ収集の状況 資源集団回収のための市民への説明会 
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政 策 名 

 港湾政策 

施策１：人流と物流を支えるみなとづくり 

望まれる姿 

佐世保港を中心に人と物が交流する活力あるまち 

 

部局の使命 

佐世保港において、環境の保全に配慮しつつ、計画的な整備、適正な管理及び利用促進を

行うことで、港湾の適正な利用と保全、本市の発展に資することを目的としています。 

 

政策の指標 

 

社会指標 
現状値 

（平成 29 年度） 
目指す方向 

佐世保港を利用する船舶の総トン数 10,896 千トン ↗ 

 

問題点の整理 

●アジアのクルーズ市場の拡大を受け、三浦地区に加え、浦頭地区においてクルーズ客船の

受入れが可能となる施設整備が完了していますが、一層のクルーズ客船の寄港拡大を図ら

なければなりません。 

 

●利用企業の動向や貨物航路の休止などの影響を受け、近年、取扱貨物量は減少傾向にあり

ます。また、国際定期航路開設に向けた輸出入貨物の動向調査を行いましたが、貨物需要が

少ない状況です。 

 

●港湾施設の老朽化が進み、緊急的な大規模補修を要するケースが生じるなど、維持管理に

かかるコストが増大しています。また、国内においては、近年、大規模な自然災害が多発化

しており、防災・減災に対する社会的意識が高まっています。 
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問題解決の方向性 

●国際旅客船拠点形成港湾として、連携クルーズ船社をはじめとする寄港可能なクルーズ

船社に対して、継続的なクルーズ客船の誘致活動を行い、三浦地区及び浦頭地区における国

際クルーズ拠点の利用促進を図ります。 

 

●港湾施設の利用状況を把握するとともに、物流活性化の前提となる背後圏域における貨

物需要や物流動向を注視し、ニーズに応じた施設の利用調整、支援等を行います。 

 

●中長期的な視点に立った計画的かつ効率的な施設の維持管理に取り組むとともに、臨海

部における防災・減災へ向けた取り組みを進めます。 
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施策 １：人流と物流を支えるみなとづくり 

 

[ 施策の目的 ] 

人流や物流の活性化によるみなとの振興を図るため、本市経済の基盤となる港湾施設の

確保並びに利用促進を目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

クルーズ客船による乗

降人員数 

205,269

人 

1,326,000

人 

1,446,000

人 

1,566,000

人 

1,686,000

人 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●憩いや交流の場として、ルールを守りながらみなとを利用しています。また、市民参加型

のイベント等を通じ、賑わいを創出しています。 

 

●港湾関係事業者においては、人流や物流の拠点として、みなとを積極的に利用しています。

また、民間施設の立地等を通じ、賑わいの創出に協力しています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●港湾施設の利用促進によるみなとの振興 

市民が憩い、多くの来訪者で賑わう港湾空間を形成するため、民間活力を導入した宿泊施 

設の誘致など、公有財産の有効活用に取り組みます。 

人流においては、近年のクルーズ客船の寄港に伴う国内外の乗船者（クルーを含む）の交 

流人口の増加を促すためポートセールスを実施します。 

物流においては、新規立地企業や既存企業の物流動向について、民間団体や関係部局と連

携しながら注視するとともに、貨物需要に応じて、港湾施設の利用調整、支援等を行います。 

 

●経済活動の基盤となる社会資本の整備 

本市経済を担う人流と物流の活性化を図るため、利用者からの要請や社会情勢に対応し

た計画的な港湾施設の整備に取り組みます。 

特に、鯨瀬ふ頭においては、継続的に航路運航を維持するため、また、利用者の安全性確

保と利便性向上を図るため、港湾施設の再編事業に取り組みます。 

 

●安全安心な港湾施設の計画的な維持管理 

港湾施設の定期的な点検を実施し、老朽化状況や利用状況を勘案しながら、計画的かつ効

率的な補修を行うことで、港湾利用者に対して、安全安心な港湾施設の利用を提供します。

また、予防保全的な補修を行い、維持管理コストを抑制しつつ、施設の延命化を図ります。 
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近年頻発する自然災害から人命や財産を防護するため、既設護岸の改良など、ハード・ソ

フト両面から対策を行い、安全安心な港湾環境を整備します。 

 

[ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ] 

●官民が連携し、ゲートウェイ機能を有した国際クルーズ拠点形成による観光都市機能の

強化を図り、観光客の増加、地域経済の活性化を目指します。 

 

●佐世保港の強みを生かしたポートセールスを実施することにより、その効果が広域圏内 

に広がり、地域経済の活性化が図られます。 
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市民生活政策 

 施策１ 地域コミュニティ活性化の推進 

 施策２ 安全安心施策の推進 

 施策３ 人権尊重と男女共同参画社会の推進 

保健福祉政策 

施策１：健康づくりの推進 

施策２：質の高い地域医療体制の充実 

施策３：高齢者になっても健康で自立した生活ができる環境づくり 

施策４：障がい者の自立と社会参加の環境づくり 

施策５：健康を守る安全な生活環境づくり 

施策６：国民健康保険事業の適切な実施 

施策７：生活保護の適正な実施と自立促進 

施策８：福祉サービスの適正化の推進 

地域が社会を築く安心都市  
都市像 

４ 

第４章 
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消防政策 

 施策１ 火災や自然災害対策の推進 

 施策２ 救急・救助の高度化 

 施策３ 火災予防対策の推進 

防災危機管理政策 

 施策１ 災害や緊急事態に対応できる体制の充実強化 
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政 策 名 

市民生活政策 

施策１：地域コミュニティ活性化の推進 

施策２：安全安心施策の推進 

施策３：人権尊重と男女共同参画社会の推進 

 

望まれる姿 

安全安心な暮らしを支えるまち 

 

部局の使命 

身近な絆の象徴である地域コミュニティの活性化や、人を大切にし支え合う仕組みづく

りを進めるとともに、交通事故や消費者被害に遭わない環境整備の充実により、誰もがいつ

までも安全・安心で快適に暮らせる市民生活が実現することを目的としています。 

 

政策の指標 

 

社会指標 
現状値 

（平成 29 年度） 
目指す方向 

安全・安心な暮らしの状況を確認できる件数 1,945 件 ↘ 

 （※）この指標は、刑法犯罪認知件数と交通事故件数を足したもので表しています。 

 

問題点の整理 

●地域コミュニティの中心として活躍している住民自治組織（町内会等や地区自治協議会）

の活動への参加・参画者の減少により住民相互のつながりが希薄化し、複雑で広域化、多様

化する地域課題を解決するために必要な地域コミュニティの活力の低下が懸念されます。

特に若い世代の急速な人口減少などにより既存の地域コミュニティの維持も困難となるこ

とが予測されます。 

 

●高齢者の交通事故が高い割合を占めています。また、消費者を取り巻く環境が国際化・高

度情報化していることに伴い多様化、複雑化するなか、消費者被害も巧妙化、深刻化してき

ています。 

 

●他者の人権や多様性への理解不足から、偏見や差別、暴力など人権問題が発生しています。 

 また、社会通念やしきたり、職場、地域活動など社会全体で、性別に基づく固定的な役割

分担意識が依然として残っています。 
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問題解決の方向性 

●市民等、住民自治組織、事業者、行政など関係するすべての主体が力を合わせて、誰もが

安心して暮らせる地域社会の実現を目指すために施行した「佐世保市地域コミュニティ活

性化推進条例」及び「佐世保市地域コミュニティ推進計画」により、地域コミュニティの活

性化を継続的かつ計画的に推進します。また、若い世代の結婚希望を地域社会全体で支えて

いく仕組みづくりを推進します。 

 

●警察等関係機関との連携の下、防犯意識の啓発や自主防犯活動への支援、交通弱者である

高齢者や幼児に重点を置いた交通安全教室の拡充等による安全意識の高揚により、安全で

安心して暮らせる環境づくりを図ります。また、消費者被害の未然防止のため、消費生活に

対する意識啓発を推進していきます。 

 

●佐世保市人権教育・啓発基本計画により、市民一人ひとりが人権について正しく理解し、

尊重しあう社会をめざし啓発に取り組みます。また、「佐世保市男女共同参画によるまちづ

くり条例」及び「佐世保市男女共同参画計画」による事業の実施により各分野における女性

活躍を推進し、仕事と家庭の調和のとれた男女共同参画社会の実現を目指します。 
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施策 １：地域コミュニティの活性化の推進 

 

[ 施策の目的 ] 

地域コミュニティの活性化を継続的かつ計画的に推進し、市民等がお互いに支え合い、安

心して暮らせる地域社会の実現を目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

町内会加入率 83.9% 84% 84% 84% 84% 

地区自治協議会の活

動への参加者数 
201,626 人 204,000 人 206,000 人 208,000 人 210,000 人 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●市民は、住民自治組織が安全安心な生活を送るために重要な役割を担っていることを意

識しながら、自らが居住する地域の町内会等へ積極的に加入し、その活動へ主体的に参加・

参画しています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●町内会の活性化 

 身近な地域の自治を支えている町内会等が、元気に活動を持続できる環境整備や町内会

への加入促進を支援します。また、町内会が単独で実施するより、広い範囲で取り組むほう

が効率的で、効果も期待できる活動は、地区自治協議会が担うなど、それぞれの役割分担を

明確化することで、お互いに協力できるような体制づくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   連携する政策・施策（地域包括ケアシステムの推進に向けた施策） 

 ●地域に暮らす高齢者への介護は… 

＜ 保健福祉政策 ＞  

施策 3 高齢者になっても健康で自立した生活ができる環境づくり 

 ⇒ ●介護予防等の促進 

   ●地域における生活支援サービスの充実 

 ●地域に暮らす障がい者への支援は… 

＜ 保健福祉政策 ＞  

施策 4 障がい者の自立と社会参加の環境づくり 

 ⇒ ●障がい者の視点に立った総合的な支援 

   ●社会的障壁の除去 
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●地区自治協議会の運営・活動の充実 

地域づくりに行政と一緒に取り組むパートナーとして、地域の活性化や課題解決に向け

た活動に取り組むことが期待される、地区自治協議会の運営や活動の充実に向けて支援し

ます。また、公立公民館が地域づくりのための拠点施設として更に活用できるように、機能

の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●地域コミュニティの活性化を推進していくための基盤強化 

地域のつながりや住民自治組織が担う役割の重要性を理解してもらうため、継続的な情

報発信や意識啓発に取り組みます。 

また、地域活動を支える人材の育成、地域コミュニティの機能を補完する組織として期待

されるＮＰＯ（市民活動団体等）の支援などを通して、地域の基盤を強化し、その活性化に

努めていきます。 

 

●若い世代の結婚支援 

結婚したいと考える若い世代の希望を実現できるよう、結婚を多くの市民とともに社会

全体でサポートする取り組みを進めます。 

また、民間活動との連携や結婚を促し動機が高まる仕組みづくりを検討します。 

 

[ 民間の役割 ] 

●住民自治組織は、地域コミュニティの中心的な担い手として、誰もが参加しやすい開かれ

た組織を目指し主体的な活動を行うとともに、市民の町内会等への加入促進や、活動への参

加・参画及び交流の促進に取り組みます。また、自らの活動に関する情報を積極的に市民等

に提供するものとします 

 

●事業者も地域社会の大切な一員であり、住民自治組織の活動への参加や協力に努めると

ともに、各事業所に勤務する従業員に対し居住する地域の町内会への加入の促進や地域活

動への参加・参画に配慮するものとします。 

 

●地区自治協議会は、町内会の支援等地域コミュニティの維持、再構築又は形成に関するこ

 ●地域に暮らす高齢者・障がい者への医療は… 

＜ 保健福祉政策 ＞  

施策 2 質の高い地域医療体制の充実 

 ⇒ ●良質で適切な医療・介護の提供 

●地域に暮らす高齢者・障がい者への身近な支援は… 

＜ 市民生活政策 ＞  

施策 1 地域コミュニティの活性化の推進 ⇒ ●町内会の活性化 

●地区自治協議会の運営・活動の充実 
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とや、地域課題の解決、地域の活性化に取り組むものとします。 

 

[ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ] 

●婚活マッチングシステムの構築によるお見合い支援や、婚活イベント情報の共有化と情

報発信、婚活セミナー等の合同開催を行います。 
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施策 ２：安全安心施策の推進 

 

[ 施策の目的 ] 

誰もが安全で安心した日常生活を送れるようにすることを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

刑法犯罪認知件数（凶

悪犯罪を除く） 
977 件 947 件 937 件 927 件 917 件 

交通事故発生件数 968 件 809 件 784 件 758 件 732 件 

消費生活相談・市民相

談処理率 
99.6％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●市民一人ひとりが防犯、交通安全意識の高揚と、消費行動に関する適切な知識を深め、「自

らの安全は、自らで守る」という意識を持ち、行動しています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●警察等との連携による安全施策の推進 

 警察等関係機関、ボランティア団体等との連携・協力体制の強化を図るとともに、防犯協

会や暴力追放運動推進協議会の活動に対する支援を行うことにより、市民の防犯意識啓発

を図ります。 

 また、保護司会や更生保護女性会との連携やその活動への支援の強化を図り、再犯の防止

に取り組みます。 

  

●交通安全意識の啓発 

 高齢者や幼児を対象にした交通安全教室や、地域の要望に応じた出前講座の開催、警察や

交通安全協会等と協力した交通安全運動の実施により、広く市民に対して交通安全意識の

啓発を図ります。 

 

●安全な消費生活のための環境づくり 

 消費生活に関する様々な相談業務に対応していきます。また、架空請求振り込め詐欺や悪

質商法等への対処法について、広報・啓発に努めるとともに、消費生活出前講座等の開催を

通じ、広く市民に対して消費生活に関する適切な情報を提供し、日常生活における意識付け

実践の促進を図ります。 

 

 



122 

●災害時用備蓄品の確保 

 災害発生に対応するため、被災者の救援に必要な災害用備蓄品の確保を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●犯罪被害者等に対応する支援 

 犯罪被害者等が受けた被害の回復及び軽減に向けた取組の推進、並びに犯罪被害者等を

支える地域社会の形成を図ることを目的とする「佐世保市犯罪被害者等支援条例」の基本理

念に基づき、犯罪被害者等に対する支援に取り組みます。 

 

[ 民間の役割 ] 

●各地区の交通安全協会、交通安全母の会、交通少年団等の交通安全組織は、相互に連携す

   連携する政策・施策（防災・減災に向けた施策） 

 ●災害の総合的な対応は… 

＜ 防災危機管理政策 ＞  

施策 1 災害や緊急事態に対応できる体制の充実強化 

⇒ ●総合的な防災・危機管理体制の確立 

  ●地域における防災体制の強化 

  ●市民への防災情報の発信 

  ●大規模災害発生時の対応 

 ●災害のための訓練や発生した場合の救助活動は… 

＜ 消防政策 ＞  

施策 1 火災や自然災害対策の推進 ⇒ ●自然災害による被害の軽減 

●災害発生時の上下水道は… 

＜ 水道政策 ＞  

施策 1 水の安定供給の推進 ⇒ ●危機管理体制の充実 

施策 2 公共下水道の普及推進と安定処理 ⇒ ●危機管理体制の充実 

●災害のための備蓄は… 

＜ 市民生活政策 ＞  

施策 2 安全安心施策の推進 ⇒ ●災害時用備蓄品の確保 

●災害危険箇所の情報提供や対策の実施は… 

＜ 土木政策 ＞  

施策 2 命を守る斜面地・浸水対策の推進  

⇒ ●災害危険箇所の危険度に応じた対策の実施 

   ●住民に対する危険箇所情報の提供 
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るとともに、佐世保市や警察等と連携し、充実した組織活動を行います。 

 

●防犯ボランティア団体等は、「自分たちの安全は自分たちで守る」という意識を高め佐世

保市や警察等と連携し、自主的な防犯活動に取り組むとともに、再犯防止においては、更生

保護の支援や環境づくりの推進に努めます。 
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施策 ３：人権尊重と男女共同参画社会の推進  

 

[ 施策の目的 ] 

市民が全ての人の人権を尊重し、多様性を認め偏見や差別、暴力などがなく、性別にかか

わらずだれもが活躍できる社会をつくることを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

人権相談件数 329 件 330 件 320 件 310 件 300 件 

※現状値は直近５年の平均 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●市民一人ひとりが人権尊重や男女共同参画についての理解を深め、自らが人権尊重・男女

共同参画社会を形成する一員として、適切に行動しています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●人権への理解を深める啓発 

同和問題をはじめとして女性・高齢者・子ども・障がい者・性的少数者・外国人などあら

ゆる人権について市民が正しく理解するため、人権擁護委員協議会や人権啓発推進協議会

など関係団体等と連携して人権について理解を深める講演会等の実施や企業・地域への出

前講座などを実施します。 

 

●男女共同参画社会の推進 

 男女共同参画推進センター「スピカ」を拠点として男女共同参画に関するセミナーや講演

会を行います。また、女性相談等によるＤＶ等被害者の支援やさせぼ女性活躍推進協議会と

連携して女性が活躍できる環境の整備を推進します。さらに性別にかかわらず労働者の仕

事と生活の調和の実現に向けての両立支援や地域における女性活躍の機会拡大を推進しま

す。 

 

[ 民間の役割 ] 

●事業所は、全ての人の人権に配慮し、性別にかかわらず労働者が活躍できる環境の整備に

努めることが望まれます。 

 

[ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ] 

●本市の男女共同参画推進センターを拠点とし、講演会やセミナー等の企画や、各市町での

出前講座の開催、各市町主催の講演会の情報提供等、男女共同参画の意識啓発を推進します。 
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政 策 名 

 保健福祉政策 

施策１：健康づくりの推進 

施策２：質の高い地域医療体制の充実 

施策３：高齢者になっても健康で自立した生活ができる環境づくり 

施策４：障がい者の自立と社会参加の環境づくり 

施策５：健康を守る安全な生活環境づくり 

施策６：国民健康保険事業の適切な実施 

施策７：生活保護の適正な実施と自立促進 

施策８：福祉サービスの適正化の推進 

望まれる姿 

誰もが、いくつになっても健やかに安心して暮らせるまち 

 

部局の使命 

健康を支える環境や地域医療の体制など、保健・医療・福祉サービスを総合的に提供でき

る体制をつくり、誰もが共に支えあっていくつになっても健やかに安心して暮らせるまち

づくりを実現することを目的としています。 

 

政策の指標 

 

社会指標 
現状値 

（平成 29 年度） 
目指す方向 

平均寿命に対する健康自立度(※) 97.38% ↗ 

(※)健康自立度とは、介護状態となる前の健康（自立）な状態の期間の度合いを言い、この指標

は、佐世保市の男女それぞれの平均自立期間／平均寿命の率を加重平均したもので表します。 

 

問題点の整理 

●健康づくりには、市民一人ひとりが日常生活の中で健康に留意した生活を送ることが重

要になりますが、健康づくりに取り組む市民の割合は 60.5％（佐世保市まちづくり市民ア

ンケート調査結果）と低い状況にあります。 

 

●超高齢社会を迎え、今後も医療や介護サービスを受けながら生活する高齢者が増加する

ことから、できる限り住み慣れた地域で生活を継続できるよう、急性期から回復期、慢性期、

在宅までを含めた一体的な医療提供体制の整備が十分とは言えない状況です。 
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●単身高齢者や高齢者のみ世帯、認知症高齢者が増加していく中、高齢者が安心して生活を

送るための支援はますます必要となりますが、人間関係の希薄化などにより、現状では地域

で支え合う体制が十分に整っているとは言えない状態です。 

また、介護給付費の増大や介護人材の不足が深刻な問題となっており、介護保険制度の持

続可能性に不安があります。 

 

●障がい者に必要なサービスを提供していく中で、障がいの程度の重度化・高齢化等を見据

え、地域で安心して暮らしていけるような様々な支援の仕組みが十分とは言えない状況で

す。 

 

●食品流通の発達、市民の行動範囲の広域化に伴って、全国的に広域食中毒の事案が発生す

る傾向にあり、未然に防ぐための対策が十分とは言えない状況です。 

 

●将来的に医療費の増大が予想され、自らの生活の質に影響を及ぼす脳血管疾患、虚血性心

疾患、慢性腎臓病（ＣＫＤ）のリスクとなる高血圧の被保険者が多くなっています。 

 

●生活に困窮する方に対し必要な生活保護を実施した上で、いかに生活保護からの自立を

助長できるかの支援や取り組みが十分とは言えない状況です。 

 

●介護保険サービス事業者等が運営基準違反や給付費の不正請求等を行う事例が発生して

います。 

 

問題解決の方向性 

●市民の主体的な健康づくりの推進に向け、民間と連携して情報発信や機会提供を充実さ 

せるとともに、地域活性化を目指します。 

 

●「長崎県医療計画」により、医療機能の分化・連携を推進し、良質で適切な医療を効果的

かつ効率的に提供する体制の構築を図ります。 

また、医療・介護関係者の連携を進め、地域包括ケアシステムの推進に取り組みます。 

 

●地域において介護予防や高齢者の生活支援に取り組む団体を支援し、地域で互いに支え

合う体制づくりを推進することで、高齢者一人ひとりが住み慣れた地域で安心していきい

きと暮らし続けることのできるまちづくりを目指します。 

現状と将来の高齢者のニーズを十分に把握し、適切なサービスにつなぐとともに、介護人

材の確保に努めます。 

 

●障がい者を含むすべての人が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合うことができる 

地域共生社会の実現を図ります。 

 

●国の広域連携協議会（広域的な食中毒事案に対処する機関）に参加し、国、都道府県等と
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の連携を強化することで、食品の安全性確保を推進します。 

 

●国民健康保険については、必要な保険給付を行うとともに、保険税の徴収や保健事業を実

施し、高血圧対策に主眼を置いた生活習慣病等の重症化予防、医療費適正化対策等に取り組

みます。 

後期高齢者医療については、運営主体である広域連合との連携の下、申請受付や保険料の

徴収等を行います。 

 

●生活に困窮する方への相談窓口を広く設けるとともに、ハローワークとの連携により対

象者に応じた就労支援を行い、就労・自立に向けた支援の継続を図ります。 

 

●法令や条例等の基準に基づき、社会福祉法人及び介護保険・障害福祉サービス事業者に対 

し、指導監査を実施して、事業の運営の適正化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



128 

施策 １：健康づくりの推進 

 

[ 施策の目的 ] 

市民一人ひとりが主体的に健康づくりに取り組み、健康寿命を延伸することを目的とし

ています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

平均自立期間(※) 
78.94 年 

83.68 年 

79.69 年 

83.87 年 

79.94 年 

83.94 年 

80.19 年 

84.00 年 

80.44 年 

84.06 年 

(※)平均自立期間とは、日常生活動作が自立している期間の平均で、介護保険の要介護度の要介

護 2～5 を不健康（要介護）な状態とし、それ以外を健康（自立）な状態として算定したもの

です。厚生労働省が国民生活基礎調査に基づき算出する健康寿命とは算出方法が異なります。 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●健康づくりに対する意識を高く持ち、自らが進んで様々な健康づくりに努めています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●官民連携による健康づくりの推進 

関係機関や民間事業者等と協力・連携して、食・運動・測定などの各分野で健康づくりに

関する各種機会を提供するとともに、健康づくりに取り組むきっかけとして「健康ポイント」

などのインセンティブを導入し、市民の主体的な健康づくりを推進します。 

 

●がん検診の充実 

がん検診の重要性など正しい知識等を普及・啓発するとともに、未受診者への受診勧奨等

を行い、受診率向上を図り、がんの早期発見に努めます。 

 

●感染症等の予防対策の推進 

感染症等に対する正しい知識等を普及・啓発し、感染症等の発生予防・蔓延防止に努める

とともに、発生時に迅速かつ適切に対応するため、県等の関係機関と連携し、健康危機管理

体制の強化に努めます。 

 

[ 民間の役割 ] 

●民間企業等は、「健康経営」の重要性を理解し、各種健（検）診の受診勧奨や生活習慣の

改善等に取り組み、従業員の健康づくりを積極的に推進することが望まれます。 

 

 

 

(男) 

(女) 
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「平均自立期間」  （単位：年） 

   

 

 

  

Ｈ22 男性 女性 

全国 78.17 83.16 

長崎県 77.55 83.23 

佐世保市 77.53 83.15 

   

   

Ｈ27 男性 女性 

全国 79.24 83.71 

長崎県 78.98 83.79 

佐世保市 79.33 84.24 

   

   

Ｈ22 からみた 

H27 の伸びの比較 
男性 女性 

全国 +1.07 +0.55 

長崎県 +1.43 +0.56 

佐世保市 +1.80 +1.09 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典：長崎県健康増進計画「健康ながさき２１（第２次）」 

中間見直し版 （平成３０年３月 発行） 
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施策 ２：質の高い地域医療体制の充実 

 

[ 施策の目的 ] 

市民が住み慣れた地域において安心して暮らすことができるよう、質の高い地域医療体

制を充実させることを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

救急搬送における受

入病院決定までの問

い合わせ回数が４回

以内で決定した率 

99.4% 99.4% 99.4% 99.4% 99.4% 

人口 10 万対あたりの

在宅療養支援医療機

関数（病・診） 

17.5 施設 21.0 施設 22.1 施設 23.3 施設 24.4 施設 

医療施設等の立ち入

り検査における検査

項目の適合率 

97.2% 100% 100% 100% 100% 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●地域医療体制について理解し、適切な医療機関・医療サービスを選択しています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●適切な救急医療体制の維持 

地域の医療機関とともに、初期、二次、三次救急医療体制の機能分担を推進し、適切な救

急医療体制を維持します。 

 

●良質で適切な医療・介護の提供 

医療・介護サービスの需要の増大・多様化に対応していくため、医療・介護等の各関係団

体等と連携して、患者・利用者等の情報共有の方法について、ＩＣＴの活用も視野に入れた

検討を行い、患者・利用者等の状況に応じた、良質で適切な医療・介護サービスを、効果的

かつ効率的に提供する体制を構築します。 
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●地域医療を守るための取組み 

地域医療を守るための取組みとして、中心的役割を担う医師の確保について、県との役割

分担の下、取り組んでいきます。 

また、医療を受ける住民が、地域医療へ関心を持ち、地域医療を支える協力者としての役

割を担ってもらえるよう、医師会等と協力し、“救急車の適切な利用”や“救急医療機関の

適切な受診”など「上手な医療のかかり方」についての普及啓発に努めます。 

 

●適正な医療提供体制の確保 

医療施設等に対し定期的に立ち入り検査を実施し、関係法令の遵守及び適切な管理状況

の確認、必要に応じた改善指導等を行うことで、適正な医療提供体制の確保に努めます。 

また、患者やその家族が安心して医療を受けることができるよう、医療安全支援センター

において医療相談に対応します。 

 

[ 民間の役割 ] 

●医療提供施設は、良質で適切な医療を提供するとともに、それぞれの有する医療機能に応

   連携する政策・施策（地域包括ケアシステムの推進に向けた施策） 

 ●地域に暮らす高齢者への介護は… 

＜ 保健福祉政策 ＞  

施策 3 高齢者になっても健康で自立した生活ができる環境づくり 

 ⇒ ●介護予防等の促進 

   ●地域における生活支援サービスの充実 

 ●地域に暮らす障がい者への支援は… 

＜ 保健福祉政策 ＞  

施策 4 障がい者の自立と社会参加の環境づくり 

 ⇒ ●障がい者の視点に立った総合的な支援 

   ●社会的障壁の除去 

●地域に暮らす高齢者・障がい者への医療は… 

＜ 保健福祉政策 ＞  

施策 2 質の高い地域医療体制の充実 

 ⇒ ●良質で適切な医療・介護の提供 

●地域に暮らす高齢者・障がい者への身近な支援は… 

＜ 市民生活政策 ＞  

施策 1 地域コミュニティの活性化の推進 ⇒ ●町内会の活性化 

●地区自治協議会の運営・活動の充実 
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じた、病病連携・病診連携を推進し、患者に対する切れ目のない医療の提供に取り組みます。 

 

●医師会を中心とした在宅医療・介護連携の取り組みを推進する各種団体は、更にその取り

組みを進め、地域包括ケアシステムの推進に取り組むことが望まれます。 

 

 

[ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ] 

●圏域内の医療体制についての地域課題を抽出し検討を行い、市民への普及啓発も併せた

地域医療体制を守るための取組みを行います。 

 

●圏域内の多職種が連携し、患者・利用者情報共有シートの共通化や、研修会等を開催する

ことにより、在宅医療・介護を必要とする人及びその家族と、サービスを提供する医療・介

護従事者を、圏域全体でサポートする体制づくりに取り組みます。 
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施策 ３：高齢者になっても健康で自立した生活ができる環境づくり 

 

[ 施策の目的 ] 

高齢者が、可能な限り住み慣れた地域で、健康で自立した生活を送れるようにすることを

目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

要介護者以外の割合

(※) 
86.3% 86.3% 86.3% 86.3% 86.3% 

(※)要介護者には、要支援認定者を含んでいません。 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●日常生活の中で、高齢者が自ら進んで介護予防や生きがいづくりに励んでいます。 

 

●すべての市民が、家庭や地域活動を通じて高齢者の日常生活を支援し、お互いに支え合う

地域づくりに努めています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●介護予防等の促進 

介護予防に資する運動や住民集いの場といった地域住民が主体となって取り組む介護予

防活動を民間関係者と連携して促進し、高齢者が要介護状態等となることの予防を図りま

す。 

 

●地域における生活支援サービスの充実 

介護事業所が提供するサービスに加え、地域住民やボランティア団体等の多様な主体が

提供する生活支援サービスを充実し、高齢者が認知症や要介護状態になっても住み慣れた

地域で自分らしく暮らし続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援を

一体的に提供する地域包括ケアシステムによる地域づくりにつなげます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   連携する政策・施策（地域包括ケアシステムの推進に向けた施策） 

 ●地域に暮らす高齢者への介護は… 

＜ 保健福祉政策 ＞  

施策 3 高齢者になっても健康で自立した生活ができる環境づくり 

 ⇒ ●介護予防等の促進 

   ●地域における生活支援サービスの充実 
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●介護保険制度の適正な運営 

 介護が必要となった方の状態にあった適切なサービス提供ができるよう、現状と将来の

需要を勘案した施設整備を行うとともに、介護保険制度の適正な運営に努めます。 

また、介護事業所や介護従事者等の現状とニーズを十分に把握するとともに、効果的な研

修の方法などを検証し、介護人材の確保と資質の向上に努めます。 

 

[ 民間の役割 ] 

●介護事業者、住民によるボランティア、ＮＰＯ、民間企業は、高齢者の介護予防と日常生

活の支援に参加し、高齢者を地域で支える体制づくりに取り組むことが望まれます。 

 

54,062 55,972 57,166 58,639 59,877 

5,737 6,033 6,354 6,185 6,156 10,569 10,466 10,632 10,633 10,457 

70,368 72,471 74,152 75,457 76,490 

0人

10,000人

20,000人

30,000人

40,000人

50,000人

60,000人

70,000人

80,000人

90,000人

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度
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 ●地域に暮らす障がい者への支援は… 

＜ 保健福祉政策 ＞  

施策 4 障がい者の自立と社会参加の環境づくり 

 ⇒ ●障がい者の視点に立った総合的な支援 

   ●社会的障壁の除去 

●地域に暮らす高齢者・障がい者への医療は… 

＜ 保健福祉政策 ＞  

施策 2 質の高い地域医療体制の充実 

 ⇒ ●良質で適切な医療・介護の提供 

●地域に暮らす高齢者・障がい者への身近な支援は… 

＜ 市民生活政策 ＞  

施策 1 地域コミュニティの活性化の推進 ⇒ ●町内会の活性化 

●地区自治協議会の運営・活動の充実 
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施策 ４：障がい者の自立と社会参加の環境づくり 

 

[ 施策の目的 ] 

障がい者が地域で社会参加しながら、自立した生活を送れるようにすることを目的とし

ています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

入所施設などから地

域生活に移行した障

がい者の数 

7 人 10 人 10 人 10 人 10 人 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ]  

●障がいの有無に関わらず、誰もが普通に暮らせる社会を構築するというノーマライゼー

ションの理念を理解し、障がい者の地域での自立した生活を支え合っています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●障がい者の自己決定の尊重及び意思決定の支援 

障がい者本人の自己決定を尊重する観点から、本人が適切に意思決定を行い、その意思を

表明することができるよう、相談の実施等による意思決定の支援を行います。 

 

●障がい者の視点に立った総合的な支援 

障がい者が必要とするサービスを適切に受けられるよう、教育、福祉、医療、雇用等の各

分野の連携のもと、障がい者の視点に立った総合的な支援を行います。 

 

●障がい特性に配慮した支援 

身体障がい、知的障がい、精神障がい、難病等それぞれの特性に配慮した支援を行います。 

 

●社会的障壁の除去 

関係機関や障がい者団体をはじめとする様々な主体の取組との連携を図りつつ、事業者・

事業主や市民一般の幅広い理解のもと、障がいを理由とする差別の解消に向けた取組を推

進します。 
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[ 民間の役割 ] 

●障害福祉サービス事業者は、障がい者の障がい特性、能力や適性に応じた介護や訓練等の

サービスを提供するほか、民間企業を含む関係団体とともに障がい者を地域で支える体制

づくりに取り組むことが望まれます。 

 

[ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ] 

●障がい福祉サービス利用者は、広域の事業所を利用していることから、圏域の事業所の質

の充実を図るため、サービス提供事業所や福祉事務所向けの研修会（制度周知・事例研究等）

等を実施します。 

 

 

 

 

 

   連携する政策・施策（地域包括ケアシステムの推進に向けた施策） 

 ●地域に暮らす高齢者への介護は… 

＜ 保健福祉政策 ＞  

施策 3 高齢者になっても健康で自立した生活ができる環境づくり 

 ⇒ ●介護予防等の促進 

   ●地域における生活支援サービスの充実 

 ●地域に暮らす障がい者への支援は… 

＜ 保健福祉政策 ＞  

施策 4 障がい者の自立と社会参加の環境づくり 

 ⇒ ●障がい者の視点に立った総合的な支援 

   ●社会的障壁の除去 

●地域に暮らす高齢者・障がい者への医療は… 

＜ 保健福祉政策 ＞  

施策 2 質の高い地域医療体制の充実 

 ⇒ ●良質で適切な医療・介護の提供 

●地域に暮らす高齢者・障がい者への身近な支援は… 

＜ 市民生活政策 ＞  

施策 1 地域コミュニティの活性化の推進 ⇒ ●町内会の活性化 

●地区自治協議会の運営・活動の充実 
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施策 ５：健康を守る安全な生活環境づくり 

 

[ 施策の目的 ] 

食中毒など生活衛生に起因する健康被害の発生を、未然に防止することを目的としてい

ます。 

 

[ 施策の目標 ]  

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

重篤な食中毒(※1)発生

件数 
0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

生活衛生許可施設等

における健康被害(※2)

発生件数 

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

(※1) 死亡食中毒または５０人以上の大規模食中毒 

(※2) 狂犬病や生活衛生関係施設等で特定された健康被害 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●食品の安全、生活環境の安全、狂犬病の予防など、生活衛生に関する知識を深め、日常生

活の中で健康被害を防止する対策を実践しています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●食品の安全性確保 

食品の安全を確保し食中毒等の健康被害を防止するため、国・都道府県等との健康危機管

理体制を強化し、事業者自らが行う衛生管理制度ＨＡＣＣＰ（ハサップ）の推進、および基

準不適合の食品等の事業者に対して改善指導を行います。 

 

●生活環境の安全性確保 

生活環境に起因する健康被害を防止するため、生活衛生関係施設等に対する監視指導を

行います。 

 

●狂犬病の予防・動物愛護 

狂犬病の発生を防ぎ、快適な生活環境を維持するため、新たな動物愛護管理施設を拠点と

して、狂犬病予防接種率の向上、犬猫等の適正飼養など動物愛護について啓発を行います。 

 

[ 民間の役割 ] 

●佐世保市食品衛生協会をはじめとした生活衛生関係団体には、生活衛生分野の課題を共

有し、公衆衛生の向上を図る役割が望まれます。 
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施策 ６：国民健康保険事業の適切な実施 

 

[ 施策の目的 ]  

被保険者が、安心して医療を受けることができ、健康を保持・増進することを目的として

います。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

特定健診受診者の血

圧Ⅱ度以上の割合（※） 
6.4% 5.6% 5.4% 5.2% 5.0% 

国民健康保険税収納

率 
91.70% 91%以上 91%以上 91%以上 91%以上 

(※)血圧Ⅱ度以上（収縮期血圧 160 以上または 拡張期血圧 100 以上）になると、虚血性心

疾患、脳血管疾患、人工透析の発症リスクが２～３倍高まります。 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●国民皆保険の基盤となる国民健康保険制度を理解して、納税義務を果たし、自らの健康の

保持・増進を図っています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●重症化予防等の取組 

本市の国民健康保険被保険者の最重要健康課題である血圧の検査結果が高値である方に

対して、保健師等による特定保健指導を実施し生活習慣の改善を支援するとともに、治療を

要する被保険者に対し医療機関受診や治療に繋げる生活習慣病重症化予防に取り組むなど、

被保険者の健康の保持・増進を支援します。 

  

●保険税収納率向上 

納税義務者の納税意識を啓発し、適正な滞納整理を実施しながら、保険税の収納率向上に

努めます。 
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施策 ７：生活保護の適正な実施と自立促進 

 

[ 施策の目的 ]  

最低限度の生活を保障するため生活保護の適正な実施と生活保護から自立した生活を送

れるようにすることを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

就職・稼働収入増によ

る自立世帯数 
115 世帯 110 世帯 110 世帯 110 世帯 110 世帯 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ]  

●健康の保持及び増進に努め、収入支出その他生計の状況を適切に把握し、生活の維持及び

向上に努めています。 

 

●生活困窮に陥る前に早期の相談を行います。 

 

[ 施策の方向性 ]  

●生活保護の適正実施 

市民が必要に応じ保護の相談を行い、健康で文化的な最低限度の生活支援を受けること

ができる体制の充実を図ります。 

また、生活保護制度の見直しへの対応を行いながら、訪問活動による実態調査、医療・介

護費の調査分析及び収入・資産等の各種調査を行い、生活保護の適正実施を図っていきます。 

 

●自立支援の促進 

被保護者に対しては、就労・自立に向けた支援を一層推進するため、ケースワーカー及び

就労支援相談員による稼働能力活用支援や就労意欲向上の支援により就労・自立に向けた

支援を継続します。 

 

生活保護世帯数等の推移                     （単位：世帯） 

 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 
平成 

27 年度 
平成 

28 年度 
平成 

29 年度 
平均 

自立世帯数 104 81 94 110 115 100.8 

 生活保護世帯数 4,215 4,249 4,237 4,218 4,181 4,220.0 

 
うち高齢者世帯数 2,011 2,107 2,199 2,294 2,362 2,194.6 

（割合） (47.7％) (49.6％) (51.9％) (54.4％) (56.5％) (52.0％) 
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施策 ８：福祉サービスの適正化の推進 

 

[ 施策の目的 ]  

市民が、安心して福祉サービスを利用できることを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

指導監査における指

摘事項について事業

者が改善した割合 

100% 100% 100% 100% 100% 

 

[ 施策の方向性 ] 

●福祉サービスの適正な運営支援 

社会福祉法人、介護保険・障害福祉サービス事業者に対して、実地指導や監査等を実施す

ることで、適正な運営を支援します。 

 

[ 民間の役割 ] 

●社会福祉法人は、関係法令等を遵守して、適正な法人運営と社会福祉事業の健全な経営の

確保を図ります。 

また、介護保険・障害福祉サービス事業者は、関係法令等を遵守し、利用者に対して適切

なサービスの提供を行い、保険者等に対して報酬等の適正な請求を行います。 
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政 策 名 

 消防政策 

施策１：火災や自然災害対策の推進 

施策２：救急・救助の高度化 

施策３：火災予防対策の推進 

望まれる姿 

住む人と訪れる人たちが安全・安心を実感できるまち 

部局の使命 

火災や自然災害並びに救急・救助に迅速かつ的確に対応するとともに、火災予防対策を推

進することで、住む人と佐世保を訪れる人たちが安全・安心を実感できるまちづくりを目的

としています。 

 

政策の指標 

 

社会指標 
現状値 

（平成 29年度） 
目指す方向 

建物火災１件あたりの焼損床面積 41.7 ㎡ ↘ 

心肺停止患者の１カ月後の生存率 14.1% ↗ 

（※現状値は、過去５年間の平均値） 

 

問題点の整理 

●大規模な延焼火災や気候変動に伴う広域的な自然災害によって、全国各地で多くの尊い

生命が犠牲となり甚大な被害が相次いでいます。 

また、地域防災力の中核的な役割を担う消防団員は、少子高齢化や就業形態の変化なども

相まって全国的に減少し、地域防災力に与える影響が懸念されています。 

 

●超高齢社会を迎え、急病や怪我などの救急要請が増加するとともに、救急車の適正利用に

対する市民の意識が十分とは言えません。 

また、都市構造の変化等に伴い、一刻を争う人命の救出・救助が困難な事故も多くなって

います。 

 

●火の取り扱いに関する不注意などによる火災が多発して、市民の生命や身体、財産に被害

が生じており、また、超高齢社会に伴い高齢者の死者の割合が増加しています。 
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問題解決の方向性 

●消防力の重要な要素となる消防庁舎のほか、消防車両を含む資機材や消防水利を計画的

に更新整備し、通信指令システムの機能を最大限に活用するとともに、これらを擁して災害

対応にあたる職員の消防技術を強化するなど、「物」と「人」との調和がとれた近代的で実

効性の高い消防体制づくりを目指します。 

また、消防団においては、消防団員を雇用している事業所の理解と協力を得て加入促進を

図るとともに、地域に精通した消防団が地区自治協議会などと実践的な訓練を計画的に行

い市民の防災意識を高めることで自助・共助による災害対応力を充実します。 

 

●ＡＥＤを使用した救命処置に対する市民の理解を深めるとともに、医療機関と連携した

救急医療を更に充実させ、重症度の高い傷病者を一人でも多く救命できる救急体制や救出・

救助が困難な事象にも即応できる救助体制の高度化を図ります。 

 

●各地域での防火教室や防火防災訓練、防火クラブなどの団体へ研修を行うことで市民と

消防が連携して一体となった火災予防を行い人命や財産を守り、高齢者等の要配慮者にお

ける被害を軽減します。 

また、多くの人が利用する商業施設、福祉施設等において、防火管理や法令遵守の指導を

強化していくことで火災予防対策を推進します。 
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施策 １：火災や自然災害対策の推進 

 

[ 施策の目的 ] 

市民の生命を火災や自然災害から守ることを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

消防隊の出動から放水

開始までの時間 
6.3 分 6.3 分 6.3 分 6.3 分 6.3 分 

消防団員数（人口千人当

たり） 
6.9 人 ６．９人以上 ６．９人以上 ６．９人以上 ６．９人以上 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ]  

●有事の際にも冷静に１１９番通報が行え、大雨や台風などの自然災害時においても自分

の命を守る行動がとれるとともに、市民の共助に向ける意識が深まり、消防団に入団する意

欲も高まっています。 

 

[ 施策の方向性 ]  

●火災による被害の軽減 

１１９番通報を受け付ける通信指令システムの機能を駆使し、火災の種別や規模に応じ

た消防隊の選定と出動指令を確実に行うとともに、消防車両や資機材、防火水槽などを活用

した効果的な消火活動を展開します。 

 

●自然災害による被害の軽減 

 風水害対策用の車両や資機材を整備するとともに、人命を最優先とした情報収集のほか、

災害広報や避難誘導に即応できる機能を充実強化します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   連携する政策・施策（防災・減災に向けた施策） 

 ●災害の総合的な対応は… 

＜ 防災危機管理政策 ＞  

施策 1 災害や緊急事態に対応できる体制の充実強化 

⇒ ●総合的な防災・危機管理体制の確立 

  ●地域における防災体制の強化 

  ●市民への防災情報の発信 

     ●大規模災害発生時の対応 
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●消防団の機能強化 

消防団員の多くを占める被雇用者が活動しやすい環境づくりに努め、若年層の入団を推

進するとともに、消防車両や資機材等を計画的に更新整備し、地域防災力の中核となる組織

づくりを目指します。 

 

●組織と人づくり 

 消防職員や消防団員の能力が最大限に発揮できるよう、組織運営や研修・訓練のあり方に

工夫を重ね、各種の災害事象に柔軟に即応できる課題対応能力の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ●災害のための訓練や発生した場合の救助活動は… 

＜ 消防政策 ＞  

施策 1 火災や自然災害対策の推進 ⇒ ●自然災害による被害の軽減 

●災害発生時の上下水道は… 

＜ 水道政策 ＞  

施策 1 水の安定供給の推進 ⇒ ●危機管理体制の充実 

施策 2 公共下水道の普及推進と安定処理 ⇒ ●危機管理体制の充実 

●災害のための備蓄は… 

＜ 市民生活政策 ＞  

施策 2 安全安心施策の推進 ⇒ ●災害時用備蓄品の確保 

●災害危険箇所の情報提供や対策の実施は… 

＜ 土木政策 ＞  

施策 2 命を守る斜面地・浸水対策の推進  

⇒ ●災害危険箇所の危険度に応じた対策の実施 

   ●住民に対する危険箇所情報の提供 

 



145 

施策 ２：救急・救助の高度化 

 

[ 施策の目的 ] 

重症度の高い傷病者を一人でも多く救命するとともに、各種の事故に即応できる高度な

体制を整備することを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

救急隊の出動から病院

到着までの時間 
38 分 38 分 38 分 38 分 38 分 

救急隊が行う救命処置

の適正化率 
100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ]  

●市民の救命処置や予防救急、救急車の適正利用に対する理解が深まるとともに、有事の際

にも冷静沈着に行動できる心構えが備わっています。 

 

 [ 施策の方向性 ]  

●生存率の向上 

救急救命士を計画的に養成するとともに、市民による応急救護や救急隊の高度な救命処

置に加え、医師による指導や救急隊員の生涯教育による救急医療体制を確実なものとし、傷

病者の生存率の向上を目指します。 

 

●救助技術の高度化 

各種の事故から人命を守るため、高度な救助活動を展開できる資機材を整備するととも

に、隊員の救助技術の高度化を推進します。 

 

 [ 民間の役割 ] 

●佐世保市医師会、救急指定病院及び救命救急センターは、救急隊が行う救命処置に関する

指導や助言、病院実習等による病院前救護体制を消防局と連携して構築し、地域における救

急の高度化に取り組みます。 
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施策 ３：火災予防対策の推進 

 

[ 施策の目的 ] 

市民が火災予防の理解を深め、火災のない安全なまちづくりを目的としています。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

出火率(出火件数/人

口 1万人) 
3.3 件 3 件以下 3 件以下 3 件以下 3 件以下 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ]  

●火災を発生させないために各地域で実施される防火教室等へ参加し、火災予防に関する

知識を学び、火災発生時には１１９番通報や初期消火等を適切に行っています。 

 

[ 施策の方向性 ]  

●市民に対する火災予防対策の充実 

各地域での防火教室や防火防災訓練、防火クラブ・各種団体へ研修を通じて市民と消防が

一体となった火災予防対策を行い、また、住宅用火災警報器の設置や維持管理を推進するこ

とで、火災の減少や被害の軽減を図り高齢者等の人命を守ります。 

 

●施設に対する立入検査等指導の強化 

商業施設や福祉施設、危険物施設等へ立入検査等を行い、法令遵守や防火管理体制の指導 

を徹底することで事業所における火災予防対策を推進します。 

 

 

[ 民間の役割 ] 

●佐世保市婦人防火クラブや佐世保市少年消防クラブ、佐世保市幼年消防クラブは、消防に

よる研修等の活動支援を受けながら各地域に密着した防火防災運動を実施し、広く市民へ

火災予防を推進します。 

 

●佐世保地区防災協議会や佐世保市危険物安全協会は、社員の研修や防火活動を消防と協

同で実施し、地域における安全安心に取り組みます。 
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政 策 名 

 防災危機管理政策 

施策１：災害や緊急事態に対応できる体制の充実強化 

望まれる姿 

災害に強い安心して暮らせるまち 

 

部局の使命 

災害や緊急事態から市民の生命及び財産を守り、また防災関係機関と連携して、被害を最

小限に抑える環境・体制を整え、災害や緊急事態に強いまちにすることを目的としています。 

 

 

政策の指標 

 

社会指標 
現状値 

（平成 29 年度） 
目指す方向 

災害死傷者数 0 人 → 

   

 

問題点の整理 

●地震や台風、大雨等による災害により、毎年全国各地で多くの人命が失われ、災害による

被害を防止又は軽減することが求められる中、本市においては、近年、大きな災害を経験し

ていないことから「自助精神」「共助精神」といった住民の防災意識や地域での防災活動が

低調な傾向にあります。 

 

問題解決の方向性 

●各種災害から住民の生命、身体、財産を守るために、住民の防災意識の高揚、自助力、共

助力の向上を図り、地域における防災体制を強化します。 
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施策 １：災害や緊急事態に対応できる体制の充実強化 

 

[ 施策の目的 ] 

災害や緊急事態に迅速・的確に対応し、市民の生命及び財産を守ることを目的としていま

す。 

 

[ 施策の目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

防災訓練実施率 14% 44% 59% 74% 88% 

      

      

（地域型防災訓練の実施割合＝訓練を実施した地区自治協議会数／地区自治協議会数） 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●避難場所の確認など、自主的な防災対策を行うとともに、災害発生の可能性が高まったと

きには、自ら判断して避難するなど、「自助」が定着しています。 

 

●地域の防災訓練等の防災活動に自主的に参加し、災害が発生する恐れのある場合又は災

害発生時には、近隣住民への避難の呼びかけや要配慮者の避難誘導を行うなど、地域内での

「共助」が実践できています。 

 

[ 施策の方向性 ] 

●総合的な防災・危機管理体制の確立 

本市の災害について、その予防、応急対策及び復旧などを定めた「地域防災計画」や、武

力攻撃を受けた場合や大規模テロが発生した場合に備え、迅速、的確な保護措置を定めた

「国民保護計画」を時勢の変化等に応じて適正に見直すとともに、これらの計画に基づき、

総合防災訓練等の実施を通じて国、県、その他の防災関係機関との連携を強化し、災害や緊

急事態発生時に最大限即応できるよう、防災関係機関等との総合的な防災・危機管理体制の

確立を図ります。 

 

●地域における防災体制の強化 

地域型防災訓練の支援や防災研修会等の実施により、地域住民の防災意識の向上を図る

とともに、自主防災組織の育成強化及び防災リーダーの育成に努めます。 

 

●市民への防災情報の発信 

災害が発生する恐れのある場合又は災害発生時には、市民に対して、防災行政無線、テレ
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ビのデータ放送、災害情報配信メール等により避難情報等の緊急情報を迅速かつ的確に情

報伝達することで、市民の早期の避難や被害の軽減を図ります。 

 

●大規模災害発生時の対応 

「地域防災計画」又は「国民保護計画」に基づき、「佐世保市災害対策本部」又は「佐世

保市国民保護対策本部」を迅速に設置し、被害情報等の収集、人命の救助、市民への避難の

指示や勧告等の伝達、国、県その他の防災関係機関への支援の要請等を行うなど、市民の生

命及び身体の保護を最優先とした必要な対応を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   連携する政策・施策（防災・減災に向けた施策） 

 ●災害の総合的な対応は… 

＜ 防災危機管理政策 ＞  

施策 1 災害や緊急事態に対応できる体制の充実強化 

⇒ ●総合的な防災・危機管理体制の確立 

  ●地域における防災体制の強化 

  ●市民への防災情報の発信 

  ●大規模災害発生時の対応 

●災害のための訓練や発生した場合の救助活動は… 

＜ 消防政策 ＞  

施策 1 火災や自然災害対策の推進 ⇒ ●自然災害による被害の軽減 

 ●災害発生時の上下水道は… 

＜ 水道政策 ＞  

施策 1 水の安定供給の推進 ⇒ ●危機管理体制の充実 

施策 2 公共下水道の普及推進と安定処理 ⇒ ●危機管理体制の充実 

●災害のための備蓄は… 

＜ 市民生活政策 ＞  

施策 2 安全安心施策の推進 ⇒ ●災害時用備蓄品の確保 

●災害危険箇所の情報提供や対策の実施は… 

＜ 土木政策 ＞  

施策 2 命を守る斜面地・浸水対策の推進  

⇒ ●災害危険箇所の危険度に応じた対策の実施 

   ●住民に対する危険箇所情報の提供 



150 

[ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ] 

●大規模災害時の応急対応は自治体単独では困難になることから、他自治体と協定締結等

により普段から支援体制等を構築し連携を図っていきます。 

 

●自主防災組織の結成促進や組織の活性化、地域住民への防災意識の高揚、職員の防災知識

の向上などは各自治体がそれぞれ行うべきことですが、防災リーダー養成講習会等の開催

を広域で検討していきます。 
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経 営 編 
≪まちづくり編≫における内容を実現する（総合計画を推進する）ための 

経営について記載しています。 
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行政経営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行財政運営 

経営１  的確な分析による戦略的な行政経営の推進 

経営 2  市民の視点に立った行政基盤の整備 

経営 3  健全で持続可能な財政運営の推進 

経営 4  効果的で効率的な行政運営の推進 

経営 5  基地政策の推進 

※行政経営とは、行政（政策分野及びマネジメント分野）全体の枠組みの再構築も含め、 

行政活動による効用の最大化を求める概念 

 

※行政基盤とは、行政全体の基盤とも言える市民との信頼関係や職員、事務システム等 

 

※財政運営とは、財政という枠組みの中で、最適化を求める概念 

 

※行政運営とは行政全体の枠組みの中で、最適化を求める概念 

 行政経営 

第５章 
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 行政経営戦略サイクル 

 

行政経営戦略サイクルの考え方 

佐世保市では、ヒト・モノ・カネといった限られた行政資源を有効に活用し、最大限の成

果を出すために、「行政経営戦略サイクル」を導入し、展開します。 

行政経営戦略サイクルが目指すところは、①ムリ・ムダ・ムラの排除、②行政経営の体質

強化、③本市経済の活性化の３つです。 

具体的には、まず、「無理な事業はないか」「無駄な事業はないか」「同じような事業をし

ていないか」といった、改革・改善を行います（ムリ・ムダ・ムラの排除）。 

この改革・改善により、必要な事業に対する財源を確保することができ、この財源を「重

要施策」へ優先的に投資することが可能となります（行政経営の体質強化）。 

また、重要施策へ行政資源を集中的に投資することで、分野横断的に行う各重要施策の成

果を効率的に出していこうと考えています（本市経済の活性化）。 

その結果、増えた税収を、介護や医療保険などの社会保障費や教育・子育て支援等に関す

る政策へ再投資することにより、市民生活へ還元していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《ムリ・ムダ・ムラの排除》 

改革・改善 

を断行 

《行政経営の体質強化》 

財源の確保 

重要施策への投資 

ムリ・ムダ・ムラの改革・改善を断行

することにより、事業への必要資金

（財源）をつくりだします 

《本市経済の活性化》 

集中的な投資による 

効率的な成果 

《市民生活へ還元》 

増えた税収を 

市民生活へ再投資 
行政経営 

戦略サイクル 

つくりだした必要資金（財源）

を、重要施策に優先的に投資

します 

集中的な投資により、効率的な

成果をあげることで、本市経済

の活性化を図ります 

本市経済の活性化することに

より税収が増え、これを市民生

活サービスへ還元します 

「無理な事業はないか」「無駄な

事業はないか」「同じような事業

をしていないか」を見直します 
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 行政経営 

経営１  的確な分析による戦略的な行政経営の推進 

経営２  市民の視点に立った行政基盤の整備 

経営３  健全で持続可能な財政運営の推進 

経営４  効果的で効率的な行政運営の推進 

経営５  基地政策の推進 

行政経営の考え方 

行政経営は総合計画に掲げる「まちづくり」を達成するため、各政策や組織に対して戦略

的に働きかけを行うことにより、行政活動による効用を最大化することを目的としていま

す。 

 

問題点の整理 

人口減少社会の到来と少子高齢社会の進行により、収入（税）の増加が難しく、医療や介

護等にかかる社会保障費や既存インフラの維持費等の負担の増加が予想されます。 

また、本市においては、歴史的な経緯から現に基地が存在し、佐世保港のすみ分けなど特

殊な課題等があります。 

一方、地方分権の進展に伴い、自治体の多様な役割を担う職員には、住民に身近な存在、

地域社会における「全体の奉仕者」として、これまで以上に、住民の信頼を得る職務能力、

公務員としての倫理観や責任感などが重視されてきています。 

 

問題解決の方向性 

 総合計画に掲げる多様性に満ちた共生社会を実現するために、戦略性をもち重点化する

事業を選択し、その効果（果実）を市民生活に還元していくという「行政経営戦略サイクル」

を推進します。 

そのためには、目的と責任の明確化や、客観的な数値による成果の確認により、事業の最

適な選択が行われるようにします。その上で、社会の潮流や多様な市民ニーズを的確に把握

し、観光や文化、国際関係の構築等、創造的・戦略的な事業展開を企画・実践します。 

また、安定的な行政サービス提供のため、持続可能な財政運営を推進すると同時に、施設

等運営主体の工夫等、限りある行政資源の効用を最大限に発揮できる取り組みを進めます。 

 さらに、市民と行政との信頼関係を築いていくために、広報・広聴を確実に実施するとと

もに、行政の基盤とも言える人材育成やＩＣＴを利活用した事務の効率化等を積極的に推

進します。 

 一方、基地が所在するという地域特性と本市の基本姿勢である基地との共存・共生を踏ま

え、住民負担の軽減や住民利益の拡大に努めます。 
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経営 １：的確な分析による戦略的な行政経営の推進 

 

[ 目的 ] 

①市民第一の視点による行政活動の効用を最大化するため、目的と責任の明確化を図った

上で、客観的な数値による成果の確認を行い、事業の最適な選択が行われることを目的と

しています。 

 

②また、社会の潮流や多様な市民ニーズを的確に把握し、文化や国際関係の構築等、戦略的

な事業展開の企画・実践を目的としています。 

 

[ 目標① ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

全施策の成果の達成度 89.0% 100% 100% 100% 100% 

 

[ 方向性① ] 

●長期的視点をもった解析による方向性の提示 

将来起こりうることを事前に分析・想定できる環境を整え、データに基づく長期的な方向

性を提示するとともに、テーマ性を持った政策課題等について、深掘りの研究を行います。 

 

●分野横断的な戦略的プロジェクトの企画立案 

 本市発展等に寄与する、様々な政策の枠組みに捉われない、分野横断的な事業の企画を積

極的に検討するとともに、円滑な施策間の調整を通じて、戦略的な施策の推進を行います。 

 とりわけ、本市の様々な分野の活性化につながる IR（特定複合観光施設）の誘致や、政

府規制改革特区等の研究に、官民あげて積極的に検討・参画できる体制づくりを構築します。 

 

●客観的成果を注視する行政経営 

 各施策に設定する指標（ＫＰＩ）の変化を行政活動の目標に対する成果として明確化、こ

れら指標を用いて事業組立や事業内容を評価することで、市民への説明責任の明確化を示

すとともに、経営的な視点での行政経営を行います。 

 

●大学等との連携拡充 

大学とともに政策課題を積極的に検討すると同時に、大学等が行う地（知）の拠点づくり

の取組との連携強化を図ります。 

 

[ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ] 

●長崎県と連携し導入申請に向けた実施指針の策定や、国などの関係機関に働きかけ、ＩＲ

関連法の早期実現と長崎・佐世保のポジションの向上を図ります。 
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●大学連携の広域展開を図るため、連携市町との定期的な会議開催による情報共有や、九州

西部地域大学プラットフォームとの共同研究を実施します。 

 

●新電力会社（第 3セクター）を設立し、圏域内の公共施設や民間事業者への電力供給によ

る収益（富）を域内に留めるとともに、収益について、圏域内各市町の課題解決に寄与し、

圏域の活性化に繋がる事業の展開に充当します。 

 

●佐世保市が保有するＰＰＰプラットフォーム機能に、案件形成支援機能を付加し、広域

（圏域全体）のプラットフォーム組成を図ります。 

 

 

[ 目標② ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

行政を介した移住者

数 
171 人 100 人 100 人 100 人 100 人 

計画路線の達成率 92.4％ 94.3％ 94.3％ 95.0％ 95.0％ 

主要文化施設の 

利用者数 
606,263 人 600,000 人 600,000 人 600,000 人 600,000 人 

多文化交流ネットワ

ークへの参加者数 
1,060 人 1,220 人 1,268 人 1,315 人 1,362 人 

*実施路線数 / 計画路線数 ×100 

なお、計画路線数とは、現在運行（航）中のバス・鉄道・航路・乗合タクシー等の路線数に今後対策が

必要と想定している交通不便地区の路線数を含めた全ての路線数をいう。 

 

[ 市民に求められる基本的な姿勢・役割 ] 

●心豊かで文化的な生活を営む主体として、個人の自由意思に基づく様々な文化的な活動

を行っています。 

 

●本市での外国の人々との日常生活における様々な交流や、姉妹都市等との交流などを通

じて、国際理解や多文化共生に関心を持ち、異文化間の相互理解が進んだ活気ある市民生活

を送っています。 

 

[ 方向性② ] 

●移住希望者への情報発信や支援の充実 

させぼ移住サポートプラザを中心に、移住希望者に対し、長崎県や西九州させぼ広域都市

圏などの関係機関と連携して、本市の移住環境や支援制度などの情報を発信するとともに、

移住の相談や支援、移住後のフォローなどの取り組みにより、本市のみならず広域都市圏に

おける移住・定住を推進します。 
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●地域の振興 

離島や過疎地域を中心に、関係法で定められた条件不利地域の生活利便性の向上を図る

事業を実施するとともに、地域おこし協力隊等の新たな人材投入や地域住民の自主的な取

り組みへの支援により、地域コミュニティを主役とした地域の振興を推進します。 

 

●乗合バスの維持 

本市の公共交通の要と位置付けている乗合バスについては、「地域公共交通再編実施計画」

に基づき計画的なバス路線の維持及びバスサービスの向上に向け、運行事業者との積極的

な調整を行います。 

また、鉄道等との連携など、さらなる利便性向上を図ります。 

 

●交通不便地区対策の推進 

交通不便地区対策については、地域、交通事業者、行政の三者で支えることを基本とし、

地域の特性に応じた予約制乗合タクシー等の交通手段を活用しながら、不便地区の解消を

図り、導入後についても利用者のサービス向上・改善に努めます。 

 

●離島航路の維持及び利便性向上 

黒島・高島・宇久地区住民の生活航路については、周辺航路の動向を踏まえ、関係自治体

と連携して運航の維持や利便性向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  連携する政策・施策（コンパクト・プラス・ネットワークに向けた施策） 

 ●コンパクトなまちづくりへの対応は… 

＜ 都市整備政策 ＞  

施策 1 居住誘導の推進 ⇒ ●持続可能なまちを目指した居住誘導の推進 

施策 2 地域の特性に応じた都市機能の向上 ⇒ ●都市機能の向上 

 ●拠点間をつなぐネットワークは… 

＜ 土木政策 ＞  

施策 1 暮らしと成長を支える道路ネットワークの充実 

 ⇒ ●広域道路ネットワークの強化 

   ●地域と連携した生活道路ネットワークの強化 

＜行政経営＞ 

経営 1 的確な分析による戦略的な行政経営の推進 

   ⇒ ●乗合バスの維持 

     ●交通不便地区対策の推進 

●離島航路の維持及び利便性向上 
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●鉄道の維持及び利便性向上 

広域的な移動を担う鉄道については、九州新幹線西九州ルートの動向を踏まえ、関係自治

体と連携して、ＪＲ佐世保線の輸送改善の取り組みや、松浦鉄道の施設整備への支援等によ

り、運行の維持や利便性向上を図ります。 

 

●市民文化に触れる機会の提供と文化的基盤の強化 

年齢や性別、国籍などに関わらず、市民一人ひとりが、心豊かで文化的な生活を営むため

に、公立文化芸術施設の運営や、文化芸術活動の支援、文化情報の発信を通じ、多様な文化

芸術に触れる機会を提供します。 

それらの取組を通じて、都市アイデンティティの醸成や、都市の持続可能性を高める社会

的・経済的価値を創出する人や資源といった文化的基盤を育くみます。また、中心となる文

化施設のあり方について検討を深めます。 

 

●市民の多文化交流の推進 

姉妹都市等とのパイプを活用しながら市民への国際交流の機会を創出し、市民の文化的、

教育的交流の推進を図ります。 

 また、全国的にも新たな在留資格の創設等による在住外国人の急速な増加が見込まれる

ことから、講座やセミナー等を通して市民の※多文化共生意識を高め、民間国際交流団体や

ボランティア等と協働しながら、市民と在住外国人との円滑な共生社会を見据えた市民の

多文化交流を推進します。 

 

※多文化共生とは 

 国籍や民族などの異なる人々が、互いのちがいを認め合い、対等な関係を築こうとしなが

ら、地域社会の構成員として共に生きていくこと（多文化共生推進プログラム、総務省、

2006.3） 

 

●国際都市間連携の推進 

 本市の観光・経済交流の発展まで視野に入れた、姉妹都市等を含む海外都市との都市間連

携を維持・発展させます。 

 

[ 民間の役割 ] 

●文化政策における専門性を有する（公財）佐世保地域文化事業財団は、本市の文化行政上

のパートナーとして、一定の独立性を保ちながら、文化芸術の鑑賞機会の提供や市民参加型

事業を通して、文化芸術活動の担い手の支援を行います。 

 

[ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ] 

●させぼ移住サポートプラザを事務局として、広域圏サポーター（応援隊）創出の取り組み

を進め、移住へ繋げるための圏域の情報発信、サポーターのニーズに応じた個別移住体験ツ

アーの実施や、首都圏域での共同移住相談会を開催し圏域移住者の増を図ります。 
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●連携自治体の広報パンフ等展示、イメージ動画の放映、移住相談受付、移住定住イベント

の共同実施等を行います。 

 

●佐世保～上五島航路の利便性の高いダイヤ形成や利用促進について、協議調整を行いま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



163 

経営 ２：市民の視点に立った行政基盤の整備 

 

[ 目的 ] 

職員研修の充実・強化や人事評価制度の効果的な運用による人材育成、広報・広聴の取り

組みの充実、ICT（情報通信技術）の利活用によって、社会情勢を踏まえ市民ニーズに柔軟

に対応しながら市民の視点に立った効果的で効率的な行政基盤の構築を推進します。 

 

[ 目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

市職員の対応への市

民満足度 
78.4％ 79.0％ 79.5％ 80.0％ 80.0％ 

広報紙に対する満足

度 
98％ 98％ 98％ 98％ 98％ 

AI 等先進的な ICT に

より効率化した時間 

0 

時間 

2,000 

時間 

2,500 

時間 

2,800 

時間 

3,000 

時間 

 

[ 方向性 ] 

●改革改善を推進できる人材の育成 

 職員全員が業務に主体的かつ前向きに取り組んでいくために、職員研修の更なる充実と

積極的な自己研鑽の推進、人事評価制度の効果的な運用を図りながら、改革改善を推進でき

る人材の育成を図ります。 

 

●広報・広聴の取り組みの充実 

広報については、広報させぼを基本にしながら、本市の魅力を伝えるためテレビ、ラジオ、

インターネットなど、さまざまな媒体・ツールを駆使し、市内外にアピール性の高い情報提

供・情報発信を行います。 

 広聴については、市民が市政に声を届けやすく更には効果的に汲みとることができる方

法を継続的に研究し実践します。 

 

●ICT の利活用による行政サービスの効率化・利便性向上 

AI(人工知能)・RPA 等の先進技術を積極的に活用し、行政事務の効率化を図ります。 

また、ICT の利活用により、時間や地理的な制約、身体的な条件等に関係なく、市民の誰

もが利用しやすい便利な行政サービスを提供します。 

 

※RPA･･･Robotic Process Automation の略。AI等の技術を用いて業務効率化・自動処理を

行うこと。 
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 [ 西九州させぼ広域都市圏における主な取組 ] 

●圏域内市町の職員人事交流を行うことで、それぞれの行政課題の克服に寄与し、実務を通

じて人材の育成、業務ノウハウの習得などを行います。 

 

●圏域内市町によるオープンデータ利活用の促進と情報システムの共同利用に取り組みま

す。 
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経営 ３：健全で持続可能な財政運営の推進 

 

[ 目的 ]  

健全な財政を保ちながら、安定した行政サービスが提供できることを目的としています。 

 

[ 目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

財源調整２基金の残高の標準

財政規模に対する割合 
13.6% 10%以上 10%以上 10%以上 10%以上 

市税徴収率 96.84% 96.6%以上 96.6%以上 96.6%以上 96.6%以上 

計画対象施設の削減率 2.72% 4.22% 4.97% 5.72% 6.47% 

 

[ 方向性 ] 

●適正な行財政規模への是正 

地方交付税が示す行財政規模や他都市との比較、市民負担とサービス水準の調整などに

より、適正な行財政規模への是正を進めるとともに、国が示す地方財政対策を注視した財政

運営に努めます。 

また、地方交付税の法定率引き上げ等により地方財政の自立を進め、財政の自由度を高め

るとともに、行政サービスを安定的に提供するための持続可能な財政基盤の構築に努めま

す。 

 

●安定的な税収の確保 

税負担の公平化と税収の安定確保を図るため、適正かつ公平な課税を行うとともに、自主

納税の啓発と滞納整理の促進により、市税徴収率の向上を目指します。 

また、新たに重要な政策分野を行うにあたっては、その実施にかかる財政需要を類推し、

公共サービスを提供するための法定外目的税などの恒久的な財源の導入を検討します。 

 

●資産の適正管理及び有効活用 

資産活用基本方針に基づき、払下げや貸付等、遊休資産の有効活用を進め、公共施設につ

いては、「集約化」または「複合化」等による適正な規模への見直し及び計画的な保全によ

る施設の長寿命化を図ります。 
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経営 ４：効果的で効率的な行政運営の推進 

 

[ 目的 ] 

限られた財源を有効に活用した健全な行財政運営のもとで、持続可能な行政運営を行う

ことを目的としています。 

 

[ 目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

新たな行財政改革プ

ランの達成率 
94.4% 97.2% 100% 100% 100% 

 

[ 方向性 ]  

●行財政改革の推進による持続可能な行政運営 

本市の行財政運営を取り巻く環境はますます厳しくなるなか、限られた財源を活用しな

がら、ニーズに照らした適切な市民サービスを提供し続けるために、より質の高い行政サー

ビスをより低いコストで提供するとともに、健全な財政運営を図ることを目的とした行財

政改革プランに基づく、持続可能な行政運営を実現します。 

 なお、行財政改革の推進に際し、『職員の意識改革（自発的改革への取組み）』『適正な行

財政規模への是正と受益者負担の適正化』『官民連携の推進』を改革の視点として、取り組

みます。 
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経営 ５：基地政策の推進 

 

[ 目的 ] 

本市の基地政策に関し、地元住民や関係団体等の意向を踏まえ、国や庁内関係部局等と連

絡調整を行うなど、市民や企業が、米軍や自衛隊基地施設と共存・共生できる環境を整える

ことにより、地域の活性化・市政の発展を目指すことを目的としています。 

 

[ 目標 ] 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

現状値 

（平成 29 年度） 

目標値 

平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

新返還６項目の進捗

率 
63.7％ 64.0％ 64.4％ 64.7％ 65.9％ 

 

[ 方向性 ]  

●佐世保弾薬補給所（前畑弾薬庫）の移転・返還等の早期実現による佐世保港のすみ分けの

推進 

 佐世保港は、在日米海軍、海上自衛隊、陸上自衛隊、民間企業等の施設が混在し、また、

港湾施設も不足していることから、港のすみ分けと密接不可分の関係にある前畑弾薬庫の

移転・返還をはじめとする「新返還６項目」の早期実現を図るなど、港のすみ分けを推進し

ます。 

 

●国有提供施設等所在市町村助成交付金（基地交付金）や防衛補助等、本市のまちづくりに

資する財源の確保と効果的な運用 

現在も米海軍や自衛隊の施設は、本市のまちづくりに様々な影響を与えており、特別な財

政需要が生じている現状にあります。地元財源負担の軽減を図り、円滑な本市のまちづくり

を推進するために、基地交付金や防衛補助の確保及び防衛補助の効果的な運用に努めます。 

 

●旧軍港市転換法に基づく旧軍用財産の転換・活用促進 

米軍提供施設の返還跡地等、旧軍用財産については、旧軍港市転換法の趣旨にのっとり、

本市の産業経済の発展や市民福祉の向上のために、適時適切な転換・活用を図ります。 
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総合計画推進にあたって 

 

本計画は、将来を見通しつつ、時代の変化や課題に的確に対応していくための「進化し続け

るまちづくりの総合的な指針」です。 

計画の立案（Ｐｌａｎ）は、はじめの一歩であり、さらに、その目標達成のために政策・施策等の

着実な実施（Ｄｏ）はもとより、成果に基づく客観的な点検評価（Ｃｈｅｃｋ）を行い、その結果を踏ま

え、必要な改善・見直し（Ａｃｔｉｏｎ）を図ることにより、本計画を推進していく必要があります。 

 

１ 総合計画のマネジメントサイクル 

総合計画の推進にあたっては、計画（Ｐｌａｎ）、実施（Ｄｏ）、点検評価（Ｃｈｅｃｋ）、改善・見直し

（Ａｃｔｉｏｎ）というサイクルを継続的に回して行くことが基本です。そのためには、総合計画におけ

るＰＤＣＡの各段階で、それぞれの担うべき役割を意識しておくことが重要です。 

 

 

● 計画（Ｐｌａｎ）段階での求められる姿勢・担うべき役割 

総合計画の策定・立案にあたっては、議会、審議会、パブリックコメント等を通じ、まちづ

くりの目標や指標等を共有します。 

 

● 実施（Ｄｏ）段階での求められる姿勢・担うべき役割 

   社会経済の動向、各種ニーズ、財政状況など、課題と方向性を見極めた上で、効率的か

つ効果的な政策・施策等を展開します。 

 

● 点検評価（Ｃｈｅｃｋ）段階での求められる姿勢・担うべき役割 

目標達成の状況を客観的に点検評価し、その結果を踏まえ対応等を検討します。 

 

   ● 改善・見直し（Ａｃｔｉｏｎ）段階での求められる姿勢・担うべき役割 

目標達成の状況等を踏まえて、それぞれ必要な改善・見直し（政策・施策及び事務事業

等の改善等）を行います。 
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◆ 総合計画のマネジメントサイクル図 ◆ 
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